
令和４年第１３回茂原市教育委員会会議（１２月定例会）日程 

 

日時：令和４年１２月２１日（水）１５時００分～ 

場所：茂原市役所９階９０１・９０２会議室    

 

１ 開会宣言 

 

２ 会議録署名人の指定 

 

３ 会議事項 

（議決事項） 

  議案第１号 茂原市教育委員会感謝状受賞者の追加決定について 

議案第２号 茂原市立小学校及び中学校管理規則の一部を改正する規則の制定につ

いて 

 議案第３号 茂原市立学校職員服務規程の一部を改正する訓令の制定について 

 議案第４号 茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正す 

る規則の制定について 

 議案第５号 茂原市社会教育センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正す 

      る規則の制定について 

 

（報告事項） 

１ 行事の共催、後援及び協賛について 

２ 令和５年第１回（１月定例会）及び第２回（２月定例会）茂原市教育委員会会

議の日程について 

３ その他 

 

４ 閉会宣言 

 



 

議案第２号 

 

茂原市立小学校及び中学校管理規則の一部を改正する規則の制定について 

 

茂原市立小学校及び中学校管理規則の一部を改正する規則を次のように制定する。 

 

 

令和４年１２月２１日提出 

 

          茂原市教育長 内 田 達 也   

 

 

茂原市立小学校及び中学校管理規則の一部を改正する規則 

 

茂原市立小学校及び中学校管理規則（昭和47年茂原市教育委員会規則第８号）の一部を

次のように改正する。 

第２条中「次の」を「、次の」に改め、同条第１号中「栄養教諭、助教諭、養護助教諭

及び講師」を「助教諭、養護助教諭、栄養教諭及び講師」に改める。 

第３条第１項中「は、」を削り、「、事務員、技術員及び業務員」を「及びその他の職

員」に改め、同条第２項及び第３項を削る。 

第３条の２を削る。 

第４条第１項の表以外の部分中「、事務員、技術員及び業務員」を「及びその他の職員」

に改め、同条の表を次のように改める。 

職 員 職 職   務 

事務職員 事務長 

主査 

上司の命を受け、事務を掌理する。 

副主査 

主事 

上司の命を受け、担任事務をつかさどる。 



 

学校栄養

職員 

上席専門員 

専門員 

主任技師 

技師 

上司の命を受け、学校給食の栄養に関する専門的

事項に従事する。 

技術職員 技師 上司の命を受け、技術に従事する。 

その他の

職員 

事務助手 上司の命を受け、主事の職務を助ける。 

技術助手 上司の命を受け、技師の職務を助ける。 

用務員 上司の命を受け、学校の環境の整備その他の用務

に従事する。 

調理員 上司の命を受け、給食に関する労務及び作業に従

事する。 

警備員 上司の命を受け、校舎等の警備に従事する。 

第４条の２の見出し中「非正規」を「非常勤」に改め、同条中「前３条」を「前２条」

に、「非正規の講師」を「非常勤講師」に改め、「又は」の次に「非常勤」を加える。 

第５条中「薬剤師は、」の次に「教育長の推薦により」を加える。 

第７条第１項ただし書中「研究」を「、研究」に改め、同条第３項中「指導助言にあた

る」を「指導・助言に当たる」に改め、同条第４項中「指導助言にあたる」を「指導・助

言に当たる」に改め、同条第５項中「あたる」を「当たる」に改め、同条第６項中「指導

助言にあたる」を「指導・助言に当たる」に改める。 

第８条の２第１項中「小学校及び中」を削り、同条第３項中「校長」を「、校長」に、

「指導助言にあたる」を「指導・助言に当たる」に改め、同条第４項中「指導、その他」

を「指導その他」に、「指導助言にあたる」を「指導・助言に当たる」に改める。 

第８条の３第１項中「第８条の２」を「前条」に改める。 

第８条の４第１項中「第８条の３」を「前条」に改め、同条第２項中「年度の中途」を

「学年の途中」に改める。 

第９条第１項中「校長」を「、校長」に、「職員」を「、職員」に改め、同条第２項中

「校長」を「、校長」に改める。 



 

第１０条第２項中「の推薦に基づき」を「が推薦し」に改める。 

第１１条第１項中「校長」を「、校長」に改め、同条第２項中「すみやか」を「、速や

か」に改める。 

第１３条第１項第１号中「及び遠足」を削り、同条第３項ただし書中「この限り」を「、

この限り」に改める。 

第１４条中「卒業式」を「、卒業式」に改める。 

第１４条の３中「前条」の次に「第１項」を加え、「又は生徒」を「、生徒」に、「そ

の他の学校」を「その他の当該学校」に改める。 

第１４条の４中「その結果を、当該」を「、その結果を当該」に、「設置者」を「教育

委員会」に改める。 

第１５条第１項中「に使用する図書、その他の」を「使用する図書その他の」に改め、

同条第２項中「保護者（」を「、保護者（」に改める。 

第１８条中「学校間」を「、学校間」に改める。 

第１９条の２第１項第６号中「校長」を「、校長」に改める。 

第２０条第１項中「臨時」を「、臨時」に改め、同条第２項中「並びに前条第１項第６

号」を削り、「臨時」を「、臨時」に改める。 

第２０条の２第１項中「定める」を「規定する」に改める。 

第２１条第１項中「学校」を「、学校」に改め、同条第２項中「運動会、学芸会、その

他」を「、運動会、学芸会その他」に改める。 

第２２条中「学習指導」を「、学習指導」に改める。 

第２３条中「校長」を「、校長」に改める。 

第２４条中「別記第３号様式」を「卒業証書（別記第３号様式）」に改める。 

第２５条第２項中「すみやか」を「速やか」に改める。 

第２６条の見出し中「停止」の次に「の措置」を加える。 

第２７条第２項中「臨時」を「、臨時」に改め、同条第３項中「実施」を「、実施」に

改める。 

第２８条の見出し中「等」を「など」に改め、同条中「次の」を「、次の」に改め、同

条第２号中「措置」を「処置」に改める。 

第２９条第１項中「欠席」を「、欠席」に改め、同項第６号中「校長」を「、校長」に

改め、同条第３項中「欠席」を「、欠席」に改める。 



 

第３０条中「別記第５号様式」を「児童・生徒に関する通知書（別記第５号様式）」に

改める。 

第３１条中「別記第６号様式」を「卒業者の通知書（別記第６号様式）」に改める。 

第３２条第１項中「統括」を「統轄」に、「校長の定め」を「、校長の定め」に、「施

設等の管理」を「、施設等の管理」に改め、同条第２項中「その現況」を「、その現況」

に改める。 

第３３条中「施設」を「、施設」に改める。 

第３４条中「又は」を「、又は」に改める。 

第３５条中「、又は」を「又は」に、「すみやか」を「速やか」に改める。 

第３６条中「（分校にあつては分校主任）」を削る。 

第３７条第１項中「窮迫」を「急迫」に、「児童」を「、児童」に、「措置」を「処置」

に、「教育」を「、教育」に改め、同条第３項中「非常持ち出し品目録を作成し標識」を

「、非常持出品目録を作成し、標識」に改める。 

第３８条第３項中「非常勤」を「、非常勤」に改め、同条第４項中「校長」を「、校長」

に改める。 

第４０条第２項中「が出張」を「の出張」に改める。 

第４４条中「場合は」の次に「、速やかに」を加え、同条中第５号を削り、第６号を第

５号とし、第７号から第９号までを１号ずつ繰り上げ、同条第１０号中「任命」を「、任

命」に、「当該」を「、当該」に、「人事委員会規則」を「条例」に改め、同号を同条第

９号とし、同条第１１号を同条第１０号とし、同条の次に次の１条を加える。 

（業務量の適切な管理） 

第４４条の２ 教育委員会は、義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法

に関する条例（昭和46年千葉県条例第66号。以下「給特条例」という。）第１１条の規

定により、市立の義務教育諸学校等（給特条例第２条第１項に規定する義務教育諸学校

等をいう。以下同じ。）の教育職員（学校職員であつて、給特条例第２条第２項に規定

する教育職員であるものをいう。以下同じ。）が業務を行う時間（公立学校の教育職員

の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及

び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針（令和２年文部科学省告示第１号）

に規定する在校等時間をいう。以下同じ。）から所定の勤務時間（学校職員の勤務時間

等に関する規則（平成７年千葉県教育委員会規則第２号。以下「学校職員の勤務時間規



 

則」という。）第１０条に規定する祝日法による休日及び年末年始の休日（学校職員の

勤務時間規則第１１条第１項の規程により代休日を指定されて、当該休日に割り振られ

た勤務時間の全部を勤務した場合における当該休日を除く。）、当該代休日並びに職員

の給与に関する条例第１７条に規定する人事委員会規則で定める日以外の日における正

規の勤務時間をいう。以下同じ。）を除いた時間を次の各号に掲げる時間の範囲内とす

るため、市立の義務教育諸学校等の教育職員の業務の量の適切な管理を行うものとする。 

(１) １か月において４５時間 

(２) １の年度において３６０時間 

２ 教育委員会は、市立の義務教育諸学校等の教育職員が児童生徒等に係る通常予見する

ことのできない業務の量の大幅な増加等に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間外

に業務を行わざるを得ない場合には、前項の規定にかかわらず、当該教育職員が業務を

行う時間から所定の勤務時間を除いた時間を次の各号に掲げる時間及び月数の範囲内と

するため、当該教育職員の業務の量の適切な管理を行うものとする。 

(１) １か月において１００時間未満 

(２) １の年度において７２０時間 

(３) １の年度の初日から１か月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１か月、

２か月、３か月、４か月及び５か月の期間を加えたそれぞれの期間において１か月当

たりの平均時間について８０時間 

(４) １の年度のうち１か月において所定の勤務時間以外の時間において４５時間を超

えて業務を行う月数について６か月 

３ 学校職員の勤務時間規則第３条の規定により市立の義務教育諸学校等の教育職員の週

休日及び勤務時間の割振りを定める場合における当該教育職員についての前各項の適用

については、第１項中「４５時間」とあるのは「４２時間」と、「３６０時間」とある

のは「３２０時間」とし、前項中「４５時間」とあるのは「４２時間」とする。 

４ 前３項に定めるもののほか、市立の義務教育諸学校等の教育職員の業務の量の適切な

管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るために必要な事項については、教育委

員会が別に定める。 

第４５条中「職員」を「、職員」に、「教育」を「、教育」に改める。 

第４７条中「相当」を「、相当」に改め、同条ただし書中「公印」を「、公印」に改め

る。 



 

第４８条中「つけ」を削り、「次の」を「、次の」に改め、同条の表中「に基づく」を

「第２条に規定する」に改め、「調査」を削り、「児童又は」を「児童」に改める。 

第５２条を次のように改める。 

（定例報告） 

第５２条 校長は、各学期の児童生徒数、学級数及び職員数等を組織編制報告書（別記第

１０号様式）により、及び職員の勤務状況を職員の勤務状況報告書（別記第１１号様式）

により、それぞれ前期分にあつては１０月２５日まで、後期分にあつては４月５日まで

に教育委員会に報告しなければならない。 

第５３条中「直ちに」を「、直ちに」に、「速やか」を「、速やか」に改め、同条第１

号中「はなはだしい」を「甚だしい」に改め、同条第２号中「障害」を「傷害」に改め、

同条第４号中「、その他」を「その他」に改める。 

別記第１号様式中「茂原市教育委員会教育長 様」を「（宛先）茂原市教育委員会」

に、「茂原市立     学校長  印」を「茂原市立    学校長」に、「茂原市

教育委員会教育長 印」を「茂原市教育委員会 印」に改める。 

別記第２号様式、別記第４号様式、別記第５号様式及び別記第６号様式中「茂原市教

育委員会 様」を「（宛先）茂原市教育委員会」に、「茂原市立  小（中）学校長   

                                   印」を

「茂原市立   学校長」に改める。 

別記第７号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

第７号様式（第３９条第１項） 

人事カード 

千葉県教育委員会 

年 月 日現在 

フ リ ガ ナ 

氏 名 

（  ） 旧 姓 使 用  

 旧 姓  

生 年 月 日           生   歳（年度末） 

住 所  本 籍 地  

採 用 

年月日 

任 命 

区 分 

職 種 

任 用 等 

年月日 

任 命 

区 分 

職 種 

給 与 

期 間 

給  与 

在校勤務年数 

現勤期間 

採用年数 

勤続年数 

ポスト期間 

学 歴 
学 校 ・ 学 部 ・ 学 科 名 期 間 修 学 区 分 

   

資格・免許 
名     称 取 得 年 月 日 

  

研 修 
区 分 期 間 

  

休業・休暇 
事 由 期 間 

  

表 彰 
表 彰 年 月 日 表 彰 内 容 

  

前 歴 
勤 務 先 期 間 身 分 勤 務 形 態 勤 務 内 容 

     

（表） 



 

  コード番号 所属 職名 

 

千葉県教育委員会 

年 月 日現在 

発令年月日 発令内容 発令庁 

 

 

 

  

※給与改定の発令が除かれています。 コード番号 所属 職名 

 

別記第８号様式を次のように改める。 

第８号様式（第３９条第２項） 

氏名 

コード番号 
 

履 歴 書 

（甲 号） 表 

氏 

ふ
り
が
な 

名 

 

旧
氏
名 

 

  

 により 

年 月 日改姓（名） 

により 

年 月 日改姓（名）  

 により 

年 月 日改姓（名） 

性別 男・女 

 生年月日 年 月 日 

現
住
所 

〒        Tel 本
籍
地 

都・道・府・県 

 都・道・府・県 

学
歴 

学 校 学 部 科 目 修 学 期 間 就 学 区 分 

   年 月～ 年 月 日 第 学年 卒・修・退 

   年 月～ 年 月 日  

教
育
職
員
免
許
状 

種類 
教科又は 

特別支援教育領域 
番号 授与年月日 授与権者 

① 
     

 

（裏） 



 

② 
     

 

教
員
免
許
更
新
制
に
係
る
記
録 

備
考 

・ ・ 

延
長 

更
新 

免
除 

延
期 

確
認 

備
考 

・ ・ 
延
長 

更
新 

免
除 

延
期 

確
認 

備
考 

・ ・ 

延
長 

更
新 

免
除 

延
期 

確
認 

備
考 

・ ・ 

延
長 

更
新 

免
除 

延
期 

確
認 

資
格
等 

種類 番号 授与年月日 授与権者 備考 

  ・ ・   

研
修 

区分 期間 実施期間 
賞
罰 

年月日 賞罰事項 賞罰機関 

      

千葉県教育委員会 

 氏名 

コード番号 

 
裏 

履歴書記入要領 

１ 「文字・数字」 かい書、算用数字で記入すること。 

２ 「氏名」  ふりがなを付すこと。 

３ 「旧氏名」 現氏名が改姓（名）後のものである場合に、改姓

（名）前の氏名と改姓（名）年月日、理由を記載する

こと。 

４ 「性別」  該当文字に○印をつけること。 

５ 「学歴」  小学校からの入学、卒業、修了等を順にもれなく

記入すること。 

６ 「資格等」 授与されたもの全部（新旧）を各相当欄に記入す

ること。 

７ 「賞罰」 年月日順に記載すること。県教育委員会以上とす

る。 

８ 「発令事項」 

(1) 公務員期間については、次の事項について辞令面の全文を

年月日順にもれなく記載し、任命権者の原本証明を受けるこ

と。 

ア 任免、懲戒事項 

イ 任官、官等級 

ウ 昇給、昇格 

エ 法令による身分異動（朱書） 

オ 給与の規則改正（朱書） 

カ 校名変更（朱書） 

キ 退職金等 

(2) 民間期間については、勤務の期間、社名を記載すること。

（職に就いていない期間も記載すること。） 

写真欄 

 

（6×4.5cm） 

上半身、脱帽 

 

発令年月日 発令事項 任命権者 

     

     

     



 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

（乙 号） 表 

発令年月日 発令事項 任命権者 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     



 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 氏名 

コード番号 

 
裏 

発令年月日 発令事項 任命権者 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     



 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

別記第９号様式中「（第４０条」の次に「第１項」を加え、 

「 

 

                                   」を  

「                          

出勤簿 

 

 

 

 

」に改める。 

別記第１０号様式中「第１項」を削り、「茂原市教育委員会 様」を「（宛先）茂原

市教育委員会」に改め、「印」を削る。 

別記第１１号様式中「第２項」を削り、「茂原市教育委員会教育長 様」を「（宛先）

茂原市教育委員会」に、「茂原市立  小（中）学校長 印」を「茂原市立   学校長」

に改める。 

年 次 

休 暇 

前 年 度 繰 越 

日・時間・分 
日 時間 分 

本 年 度 予 定 
 

勤 続 

年 数 

 

年目 

年 次 

休 暇 

前 年 度 繰 越 

日・時間・分 
日 時間 分 

本 年 度 予 定 
 

勤 続 

年 数 

 

年目 



 

別記第１２号様式中「茂原市教育委員会 様」を「（宛先）茂原市教育委員会」に、

「茂原市立  小（中）学校長   

             印」を「茂原市立   学校長」に、「などと記載」を「な

どと記入」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、改正後の茂原市立小学校及び中学校管理規則の規

定は、令和４年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にあるこの規則による改正前の様式により使用されている様

式は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際、現にある旧様式による用紙は、当分の間、これを使用する

ことができる。 

 

 

提案理由  千葉県の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関 

する条例の改正に伴い、教育委員会が、教育職員の健康及び福祉の確保を

図ることにより学校教育の水準の維持向上に資するため、必要な改正を行

うものです。 



 

議案第２号参考資料 

茂原市立小学校及び中学校管理規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 現 行 

（定義） （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

第２条 この規則において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(１) 教員 副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、助教諭、養護助

教諭、栄養教諭及び講師（常時勤務の者に限る。）をいう。 

(１) 教員 副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教

諭、養護助教諭及び講師（常時勤務の者に限る。）をいう。 

(２) （略） 

 

(２) （略） 

 

（職員） （職員） 

第３条 学校に校長、教員、事務職員、学校栄養職員、技術職員及びその他

の職員を置く。 

第３条 学校には、校長、教員、事務職員、学校栄養職員、技術職員、事務

員、技術員及び業務員を置く。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 前項に定めるもののほか、学校に主幹教諭、指導教諭その他必要な職員

を置くことができる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

３ 第１項の規定にかかわらず、副校長を置くときその他特別の事情のある

ときは教頭を、養護をつかさどる主幹教諭を置くときは養護教諭を、特別

の事情のあるときは事務職員、学校栄養職員、技術職員、事務員、技術員

又は業務員を、それぞれ置かないことができる。 

 

＿＿＿＿ （職務） 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 第３条の２ 校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ２ 副校長は、校長を助け、命を受けて校務をつかさどる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 副校長は、校長に事故があるときはその職務を代理し、校長が欠けたと

きはその職務を行う。この場合において、副校長が２人以上あるときは、

あらかじめ校長が定めた順序でその職務を代理し、又は行う。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ４ 教頭は、校長（副校長を置く学校にあつては、校長及び副校長）を助



 

改正後 現 行 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ け、校務を整理し、及び必要に応じて児童又は生徒の教育をつかさどる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

５ 教頭は、校長（副校長を置く学校にあつては、校長及び副校長）に事故

があるときは校長の職務を代理し、校長（副校長を置く学校にあつては、

校長及び副校長）が欠けたときは校長の職務を行う。この場合において、

教頭が２人以上あるときは、あらかじめ校長が定めた順序で、校長の職務

を代理し、又は行う。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

６ 主幹教諭は、校長（副校長を置く学校にあつては、校長及び副校長）及

び教頭を助け、命を受けて校務の一部を整理し、並びに児童又は生徒の教

育をつかさどる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

７ 指導教諭は、児童又は生徒の教育をつかさどり、並びに教諭その他の職

員に対して、教育指導の改善及び充実のために必要な指導及び助言を行

う。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ８ 教諭は、児童又は生徒の教育をつかさどる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ９ 養護教諭は、児童又は生徒の養護をつかさどる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 10 栄養教諭は、児童又は生徒の栄養の指導及び管理をつかさどる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 11 助教諭は、教諭の職務を助ける。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 12 講師は、教諭又は助教諭に準ずる職務に従事する。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 13 養護助教諭は、養護教諭の職務を助ける。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

14 学校の実情に照らし必要があると認めるときは、第６項の規定にかかわ

らず、校長（副校長を置く学校にあつては、校長及び副校長）及び教頭を

助け、命を受けて校務の一部を整理し、並びに児童又は生徒の養護又は栄

養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭を置くことができる。 

 

（事務職員等の職及び職務） （事務職員等の職及び職務） 

第４条 事務職員、学校栄養職員、技術職員及びその他の職員の職及び職務

は、次のとおりとする。 

第４条 事務職員、学校栄養職員、技術職員、事務員、技術員及び業務員の

職及び職務は、次のとおりとする。 



 

改正後 現 行 

職員 職 職務 

事務職

員 

事務長 

主査 

上司の命を受け、事務を掌理する。 

副主査 

主事 

上司の命を受け、担任事務をつかさどる。 

学校栄

養職員 

上席専門員 

専門員 

主任技師 

技師 

上司の命を受け、学校職員の栄養に関する

専門的事項に従事する。 

技術職

員 

技師 上司の命を受け、技術に従事する。 

その他

の職員 

事務助手 上司の命を受け、主事の職務を助ける。 

技術助手 上司の命を受け、技師の職務を助ける。 

用務員 上司の命を受け、学校の環境の整備その他

の用務に従事する。 

調理員 上司の命を受け、給食に関する労務及び作

業に従事する。 

警備員 上司の命を受け、校舎等の警備に従事す

る。 
 

職員 職 職務 

事務職

員 

事務長、主査 上司の命を受け、事務を掌理する。 

副主査、主事 上司の命を受け、担任事務をつかさどる。 

学校栄

養職員 

上席専門員、専門

員、主任技師、技師 

上司の命を受け、学校職員の栄養に関する

専門的事項に従事する。 

技術職

員 

技師 上司の命を受け、技術に従事する。 

技能主査 

技能副主査 

技能士 

上司の命を受け、用務員（学校の環境の整

備その他の用務に従事）又は調理員（給食

に関する労務及び作業に従事）の業務に従

事する。 

事務員 主事補 上司の命を受け、主事の職務を助ける。 

技術員 技師補 上司の命を受け、技師の職務を助ける。 

業務員 技能士 

技能士補 

上司の命を受け、技能主査、技能副主査、

技能士の職務を助ける。 
 



 

改正後 現 行 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（非常勤講師等） （非正規講師等） 

第４条の２ 前２条の規定にかかわらず、必要に応じ、非常勤講師又は非常

勤職員を置き、学校職員に準ずる職務に従事させることができる。 

 

第４条の２ 前３条の規定にかかわらず、必要に応じ、非正規の講師又は職

員を置き、学校職員に準ずる職務に従事させることができる。 

 

（学校医、学校歯科医及び学校薬剤師） （学校医、学校歯科医及び学校薬剤師） 

第５条 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、教育長の推薦により教育委

員会が委嘱する。 

 

第５条 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、教育委員会が委嘱する。 

 

（教務主任等） （教務主任等） 

第７条 学校に、教務主任、学年主任、保健主事及び研究主任を置く。ただ

し、特別の事情のあるときは、研究主任を置かないことができる。 

第７条 学校に、教務主任、学年主任、保健主事及び研究主任を置く。ただ

し、特別の事情のあるときは研究主任を置かないことができる。 

２ （略） ２ （略） 

３ 教務主任は、校長の監督を受け、教育計画の立案その他の教務に関する

事項について、連絡調整及び指導・助言に当たる。 

３ 教務主任は、校長の監督を受け、教育計画の立案その他の教務に関する

事項について、連絡調整及び指導助言にあたる。 

４ 学年主任は、校長の監督を受け、当該学年の教育活動に関する事項につ

いて、連絡調整及び指導・助言に当たる。 

４ 学年主任は、校長の監督を受け、当該学年の教育活動に関する事項につ

いて、連絡調整及び指導助言にあたる。 

５ 保健主事は、校長の監督を受け、学校における保健に関する事項の管理

に当たる。 

５ 保健主事は、校長の監督を受け、学校における保健に関する事項の管理

にあたる。 

６ 研究主任は、校長の監督を受け、研究に関する事項について、連絡調整

及び指導・助言に当たる。 

 

６ 研究主任は、校長の監督を受け、研究に関する事項について、連絡調整

及び指導助言にあたる。 

 

（生徒指導主事及び進路指導主事） （生徒指導主事及び進路指導主事） 

第８条の２ 学校に生徒指導主事を置く。ただし、特別の事情のあるとき

は、小学校に生徒指導主事を置かないことができる。 

第８条の２ 小学校及び中学校に生徒指導主事を置く。ただし、特別の事情

のあるときは、小学校に生徒指導主事を置かないことができる。 

２ （略） ２ （略） 



 

改正後 現 行 

３ 生徒指導主事は、校長の監督を受け、生徒指導に関する事項をつかさど

り、当該事項について連絡調整及び指導・助言に当たる。 

３ 生徒指導主事は校長の監督を受け、生徒指導に関する事項をつかさど

り、当該事項について連絡調整及び指導助言にあたる。 

４ 進路指導主事は、校長の監督を受け、生徒の職業選択の指導その他の進

路の指導に関する事項をつかさどり、当該事項について連絡調整及び指

導・助言に当たる。 

４ 進路指導主事は、校長の監督を受け、生徒の職業選択の指導、その他の

進路の指導に関する事項をつかさどり、当該事項について連絡調整及び指

導助言にあたる。 

５ （略） 

 

５ （略） 

 

（その他の主任等） （その他の主任等） 

第８条の３ 学校には、第７条及び前条に規定する主任等のほか、必要に応

じ校務を分担する主任等を置くことができる。 

第８条の３ 学校には、第７条及び第８条の２に規定する主任等のほか、必

要に応じ校務を分担する主任等を置くことができる。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（主任等の任期） （主任等の任期） 

第８条の４ 第７条、第８条の２及び前条に規定する主任等の任期は、４月

１日から翌年の３月31日までとし、再任を妨げない。 

第８条の４ 第７条、第８条の２及び第８条の３に規定する主任等の任期

は、４月１日から翌年の３月31日までとし、再任を妨げない。 

２ 学年の途中に主任等を命ぜられた者の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 

２ 年度の中途に主任等を命ぜられた者の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 

（職員会議） （職員会議） 

第９条 学校に、校長の職務の円滑な執行に資するため、職員会議を置く。 第９条 学校に校長の職務の円滑な執行に資するため職員会議を置く。 

２ 職員会議は、校長が主宰する。 ２ 職員会議は校長が主宰する。 

３・４ （略） 

 

３・４ （略） 

 

（学校評議員） （学校評議員） 

第10条 （略） 第10条 （略） 

２ 学校評議員は、当該学校の職員以外の者で教育に関する理解及び識見を

有するもののうちから、校長が推薦し、教育委員会が委嘱する。 

２ 学校評議員は、当該学校の職員以外の者で教育に関する理解及び識見を

有するもののうちから、校長の推薦に基づき、教育委員会が委嘱する。 



 

改正後 現 行 

３ （略） 

 

３ （略） 

 

（編成） （編成） 

第11条 教育課程は、学習指導要領及び教育委員会が別に定める基準によ

り、校長が定める。 

第11条 教育課程は、学習指導要領及び教育委員会が別に定める基準により

校長が定める。 

２ 校長は、教育課程を定めたときは、速やかに教育委員会に届け出なけれ

ばならない。 

 

２ 校長は、教育課程を定めたときはすみやかに教育委員会に届け出なけれ

ばならない。 

 

（特別活動等） （特別活動等） 

第13条 特別活動等のうち次に掲げるものについては、教育委員会が別に定

める基準により行うものとする。 

第13条 特別活動等のうち次に掲げるものについては、教育委員会が別に定

める基準により行うものとする。 

(１) 修学旅行 (１) 修学旅行及び遠足 

(２)～(５) （略） (２)～(５) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 校長は、当該学校以外の施設を利用する場合（前項の規定により届け出

た場合を除く。）は、あらかじめ教育委員会に届け出なければならない。

ただし、軽易な場合は、この限りでない。 

 

３ 校長は、当該学校以外の施設を利用する場合（前項の規定により届け出

た場合を除く。）は、あらかじめ教育委員会に届け出なければならない。

ただし、軽易な場合はこの限りでない。 

 

第14条 前条に規定する場合を除くほか、校長は、卒業式その他重要な行事

を行うときは、あらかじめ教育委員会に届け出なければならない。 

 

第14条 前条に規定する場合を除くほか、校長は卒業式その他重要な行事を

行うときは、あらかじめ教育委員会に届け出なければならない。 

 

（学校関係者評価） （学校関係者評価） 

第14条の３ 学校は、前条第１項の規定による評価の結果を踏まえた当該学

校の児童、生徒の保護者その他の当該学校関係者（当該学校の職員を除

く。）による評価を行い、その結果を公表するよう努めるものとする。 

 

第14条の３ 学校は、前条の規定による評価の結果を踏まえた当該学校の児

童又は生徒の保護者その他の学校関係者（当該学校の職員を除く。）によ

る評価を行い、その結果を公表するよう努めるものとする。 

 

（評価結果の設置者への報告） （評価結果の設置者への報告） 
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第14条の４ 学校は、第14条の２第１項の規定による評価の結果及び前条の

規定により評価を行つた場合は、その結果を当該学校の教育委員会に報告

するものとする。 

 

第14条の４ 学校は、第14条の２第１項の規定による評価の結果及び前条の

規定により評価を行つた場合はその結果を、当該学校の設置者に報告する

ものとする。 

 

（教材の選定） （教材の選定） 

第15条 学校において児童又は生徒の指導のため使用する図書その他の材料

（教科書を除く。以下「教材」という。）は、校長が児童又は生徒の教育

効果の向上に有効適切と認めるものでなければならない。 

第15条 学校において児童又は生徒の指導のために使用する図書、その他の

材料（教科書を除く。以下「教材」という。）は、校長が児童又は生徒の

教育効果の向上に有効適切と認めるものでなければならない。 

２ 校長は、教材を児童又は生徒に購入させるにあたつては、保護者（学校

教育法（昭和22年法律第26号）第16条に規定する保護者をいう。）の経済

的負担について考慮しなければならない。 

 

２ 校長は、教材を児童又は生徒に購入させるにあたつては保護者（学校教

育法（昭和22年法律第26号）第16条に規定する保護者をいう。）の経済的

負担について考慮しなければならない。 

 

（教材の共同利用） （教材の共同利用） 

第18条 学校は、映写用フイルム、幻灯用スライド、録音テープ、実験用器

具等の教材で高価なものについては、教育委員会が別に定めるところによ

り、学校間において共同利用に努めるものとする。 

 

第18条 学校は、映写用フイルム、幻灯用スライド、録音テープ、実験用器

具等の教材で高価なものについては、教育委員会が別に定めるところによ

り学校間において共同利用に努めるものとする。 

 

（休業日） （休業日） 

第19条の２ 学校教育法施行令第29条の規定に基づく休業日は、次のとおり

とする。 

第19条の２ 学校教育法施行令第29条の規定に基づく休業日は、次のとおり

とする。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) 臨時休業日 学年を通じて７日以内で、校長があらかじめ教育委員

会の承認を得て定める日 

(６) 臨時休業日 学年を通じて７日以内で校長があらかじめ教育委員会

の承認を得て定める日 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（非常変災等による臨時休業） （非常変災等による臨時休業） 

第20条 校長は、感染症予防上必要があるときは、臨時に学校の全部又は一 第20条 校長は、感染症予防上必要があるときは臨時に学校の全部又は一部



 

改正後 現 行 

部の授業を行わないことができる。 の授業を行わないことができる。 

２ 校長は、前項及び学校教育法施行規則第63条（第79条の規定において準

用する場合を含む。）の規定により授業を行わなかつたときは、臨時休業

報告書（別記第２号様式）により教育委員会に報告しなければならない。 

 

２ 校長は、前項及び学校教育法施行規則第63条（第79条の規定において準

用する場合を含む。）並びに前条第１項第６号の規定により授業を行わな

かつたときは臨時休業報告書（別記第２号様式）により教育委員会に報告

しなければならない。 

 

（臨時休業の場合の授業時数確保のための措置） （臨時休業の場合の授業時数確保のための措置） 

第20条の２ 校長は、前条の規定により臨時に授業を行わなかつたため、学

校教育法施行規則第51条又は第73条に規定する授業時数の確保が困難と認

められる場合は、休業日に授業を行うことができる。 

第20条の２ 校長は、前条の規定により臨時に授業を行わなかつたため、学

校教育法施行規則第51条又は第73条に定める授業時数の確保が困難と認め

られる場合は、休業日に授業を行うことができる。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（振替授業） （振替授業） 

第21条 校長は、学校運営上特に必要があると認める場合には、休業日と授

業日を相互に振り替えて授業を行うこと（以下「振替授業」という。）が

できる。 

第21条 校長は学校運営上特に必要があると認める場合には、休業日と授業

日を相互に振り替えて授業を行うこと（以下「振替授業」という。）がで

きる。 

２ 校長は、振替授業を行うにあたつては、運動会、学芸会その他恒例の学

校行事による場合を除くほか、あらかじめ教育委員会に届け出なければな

らない。 

 

２ 校長は、振替授業を行うにあたつては運動会、学芸会、その他恒例の学

校行事による場合を除くほか、あらかじめ教育委員会に届け出なければな

らない。 

 

（成績評価） （成績評価） 

第22条 児童又は生徒の学習成績の判定は、担任教員の行つた評価その他の

資料に基づき、学習指導要領に示されている目標を基準として校長が行

う。 

 

第22条 児童又は生徒の学習成績の判定は、担任教員の行つた評価その他の

資料に基づき学習指導要領に示されている目標を基準として校長が行う。 

 

（課程の修了及び卒業の認定） （課程の修了及び卒業の認定） 

第23条 学年末における当該学年の課程の修了（以下「課程の修了」とい 第23条 学年末における当該学年の課程の修了（以下「課程の修了」とい
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う。）及び当該学校の全課程の修了（以下「卒業」という。）の認定は、

校長が行う。 

 

う。）及び当該学校の全課程の修了（以下「卒業」という。）の認定は校

長が行う。 

 

（卒業証書の様式） （卒業証書の様式） 

第24条 卒業証書の様式は、卒業証書（別記第３号様式）とする。 

 

第24条 卒業証書の様式は、別記第３号様式とする。 

 

（原級留置き） （原級留置き） 

第25条 （略） 第25条 （略） 

２ 校長は、児童又は生徒を原級留置きしたときは、速やかに教育委員会に

報告しなければならない。 

２ 校長は、児童又は生徒を原級留置きしたときは、すみやかに教育委員会

に報告しなければならない。 

（出席停止の措置） （出席停止） 

第26条 （略） 

 

第26条 （略） 

 

（健康診断） （健康診断） 

第27条 （略） 第27条 （略） 

２ 校長は、必要があると認めたときは、臨時に児童又は生徒の健康診断を

行うことができる。 

２ 校長は、必要があると認めたときは臨時に児童又は生徒の健康診断を行

うことができる。 

３ 校長は、健康診断を行つたときは、実施後20日以内に健康診断報告書

（別記第４号様式）により教育委員会に報告しなければならない。 

 

３ 校長は、健康診断を行つたときは実施後20日以内に健康診断報告書（別

記第４号様式）により教育委員会に報告しなければならない。 

 

（予防措置など） （予防措置等） 

第28条 校長は、前条の健康診断の結果に基づき、次の各号に掲げる措置を

講じなければならない。 

第28条 校長は、前条の健康診断の結果に基づき次の各号に掲げる措置を講

じなければならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 病気の治療を受けるべきこと又は病気の予防処置を行うべきことを

児童若しくは生徒又は保護者に指示すること。 

(２) 病気の治療を受けるべきこと又は病気の予防措置を行うべきことを

児童若しくは生徒又は保護者に指示すること。 

(３) （略） (３) （略） 
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（忌引等の取扱い） （忌引等の取扱い） 

第29条 校長は、児童又は生徒が次の各号に掲げる理由のため出席しなかつ

たときは、欠席の取扱いをしない。 

第29条 校長は、児童又は生徒が次の各号に掲げる理由のため出席しなかつ

たときは欠席の取扱いをしない。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) 前各号に掲げるもののほか、校長が必要と認める場合 (６) 前各号に掲げるもののほか校長が必要と認める場合 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項第２号から第６号までに掲げる理由のため、欠席の取扱いをしな

い日数は、その都度必要と認められる日数とする。 

 

３ 第１項第２号から第６号までに掲げる理由のため欠席の取扱いをしない

日数は、その都度必要と認められる日数とする。 

 

（児童生徒に関する通知書等の様式） （児童生徒に関する通知書等の様式） 

第30条 校長が学校教育法施行令第20条の規定により教育委員会に通知する

ときの通知書の様式は、児童・生徒に関する通知書（別記第５号様式）と

する。 

 

第30条 校長が学校教育法施行令第20条の規定により教育委員会に通知する

ときの通知書の様式は、別記第５号様式とする。 

 

（卒業者の通知書の様式） （卒業者の通知書の様式） 

第31条 校長が学校教育法施行令第22条の規定により卒業者の氏名を教育委

員会に通知するときの通知書の様式は、卒業者の通知書（別記第６号様

式）とする。 

 

第31条 校長が学校教育法施行令第22条の規定により卒業者の氏名を教育委

員会に通知するときの通知書の様式は、別記第６号様式とする。 

 

（施設等の管理） （施設等の管理） 

第32条 校長は、学校の施設、設備及び備品（以下「施設等」という。）の

管理を統轄し、職員は、校長の定めるところにより、施設等の管理を分掌

する。 

第32条 校長は、学校の施設、設備及び備品（以下「施設等」という。）の

管理を統括し、職員は校長の定めるところにより施設等の管理を分掌す

る。 

２ 校長は、施設等の管理簿を備え、その現況を記載しておかなければなら

ない。 

２ 校長は、施設等の管理簿を備えその現況を記載しておかなければならな

い。 

３ （略） ３ （略） 
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（施設等の利用） （施設等の利用） 

第33条 学校教育法第137条の規定により、施設等を社会教育その他公共のた

めに利用させることに関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

 

第33条 学校教育法第137条の規定により施設等を社会教育その他公共のため

に利用させることに関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

 

（施設の改造等） （施設の改造等） 

第34条 校長は、学校の施設の一部を改造し、又は使用目的を変更しようと

するときは、あらかじめ教育委員会の承認を受けなければならない。 

 

第34条 校長は、学校の施設の一部を改造し又は使用目的を変更しようとす

るときは、あらかじめ教育委員会の承認を受けなければならない。 

 

（滅失又は損傷の報告） （滅失又は損傷の報告） 

第35条 校長は、施設等の一部又は全部が滅失又は損傷したときは、速やか

に教育委員会に報告しなければならない。 

 

第35条 校長は、施設等の一部又は全部が滅失、又は損傷したときは、すみ

やかに教育委員会に報告しなければならない。 

 

（防火管理者） （防火管理者） 

第36条 校長は、副校長、教頭又はこれに準ずる者に消防法（昭和23年法律

第186号）第８条に規定する防火管理者を命ずる。 

 

第36条 校長は、副校長、教頭又はこれに準ずる者（分校にあつては分校主

任）に消防法（昭和23年法律第186号）第８条に規定する防火管理者を命ず

る。 

 

（非常変災等の対策措置） （非常変災等の対策措置） 

第37条 校長は、非常変災その他急迫の事態に備えて、児童又は生徒の避難

その他職員の講ずべき処置等に関する計画を年度当初に策定し、教育委員

会に報告しなければならない。 

第37条 校長は、非常変災その他窮迫の事態に備えて児童又は生徒の避難そ

の他職員の講ずべき措置等に関する計画を年度当初に策定し教育委員会に

報告しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 学校の重要な文書、記録、備品等については、非常持出品目録を作成

し、標識を付けるものとする。 

 

３ 学校の重要な文書、記録、備品等については非常持ち出し品目録を作成

し標識を付けるものとする。 

 

（宿日直） （宿日直） 
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第38条 （略） 第38条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 特に必要がある場合は、学校に宿日直を行わせるため、非常勤の嘱託を

置くことがある。 

３ 特に必要がある場合は、学校に宿日直を行わせるため非常勤の嘱託を置

くことがある。 

４ 第１項に定めるもののほか、宿日直の勤務について必要な事項は、校長

が定める。 

 

４ 第１項に定めるもののほか、宿日直の勤務について必要な事項は校長が

定める。 

 

（出勤簿） （出勤簿） 

第40条 （略） 第40条 （略） 

２ 校長は、職員の出張、研修、職務専念義務の免除、週休日、代休日、休

暇、育児休業、部分休業、大学院修学休業、自己啓発等休業、配偶者同行

休業及び欠勤については、出勤簿にその旨を記載しなければならない。職

員が休職等の処分を受けた場合についても同様とする。 

 

２ 校長は、職員が出張、研修、職務専念義務の免除、週休日、代休日、休

暇、育児休業、部分休業、大学院修学休業、自己啓発等休業、配偶者同行

休業及び欠勤については、出勤簿にその旨を記載しなければならない。職

員が休職等の処分を受けた場合についても同様とする。 

 

（報告） （報告） 

第44条 校長は、職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに教

育委員会に報告しなければならない。 

第44条 校長は、職員が次の各号のいずれかに該当する場合は教育委員会に

報告しなければならない。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (５) 教育職員免許状の有効期間が満了前２月に達したとき。 

(５) （略） (６) （略） 

(６) （略） (７) （略） 

(７) （略） (８) （略） 

(８) （略） (９) （略） 

(９) 欠勤（職員が、任命権者又は教育委員会若しくはその委任を受けた

者の命令、許可又は承認を受けないで、当該職員に割り振られた勤務時

間内において勤務しない場合をいう。ただし、職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成７年千葉県条例第１号）第９条に規定する祝日法に

(10) 欠勤（職員が任命権者又は教育委員会若しくはその委任を受けた者

の命令、許可又は承認を受けないで当該職員に割り振られた勤務時間内

において勤務しない場合をいう。ただし、職員の勤務時間、休暇等に関

する条例（平成７年千葉県人事委員会規則第１号）第９条に規定する祝
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よる休日及び年末年始の休日（同条例第10条第１項の規定により代休日

が指定された場合にあつては、当該代休日）を除く。）したとき。 

日法による休日及び年末年始の休日（同条例第10条第１項の規定により

代休日が指定された場合にあつては当該代休日）を除く。）したとき。 

(10) （略） 

 

(11) （略） 

 

（事務量の適切な管理） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第44条の２ 教育委員会は、義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する

特別措置法に関する条例（昭和46年千葉県条例第66号。以下「給特条例」

という。）第11条の規定により、市立の義務教育諸学校等（給特条例第２

条第１項に規定する義務教育諸学校等をいう。以下同じ。）の教育職員

（学校職員であつて、給特条例第２条第２項に規定する教育職員であるも

のをいう。以下同じ。）が業務を行う時間（公立学校の教育職員の業務量

の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健

康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針（令和２年文部

科学省告示第１号）に規定する在校等時間をいう。以下同じ。）から所定

の勤務時間（学校職員の勤務時間等に関する規則（平成７年千葉県教育委

員会規則第２号。以下「学校職員の勤務時間規則」という。）第10条に規

定する祝日法による休日及び年末年始の休日（学校職員の勤務時間規則第

11条第１項の規程により代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤

務時間の全部を勤務した場合における当該休日を除く。）、当該代休日並

びに職員の給与に関する条例第17条に規定する人事委員会規則で定める日

以外の日における正規の勤務時間をいう。以下同じ。）を除いた時間を次

の各号に掲げる時間の範囲内とするため、市立の義務教育諸学校等の教育

職員の業務の量の適切な管理を行うものとする。 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(１) １か月において45時間 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(２) １の年度において360時間 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

２ 教育委員会は、市立の義務教育諸学校等の教育職員が児童生徒等に係る

通常予見することのできない業務の量の大幅な増加等に伴い、一時的又は

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合には、前項の規

定にかかわらず、当該教育職員が業務を行う時間から所定の勤務時間を除

いた時間を次の各号に掲げる時間及び月数の範囲内とするため、当該教育

職員の業務の量の適切な管理を行うものとする。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(１) １か月において100時間未満 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(２) １の年度において720時間 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(３) １の年度の初日から１か月ごとに区分した各期間に当該各期間の直

前の１か月、２か月、３か月、４か月及び５か月の期間を加えたそれぞ

れの期間において１か月当たりの平均時間について80時間 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(４) １の年度のうち１か月において所定の勤務時間以外の時間において

45時間を超えて業務を行う月数について６か月 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 学校職員の勤務時間規則第３条の規定により市立の義務教育諸学校等の

教育職員の週休日及び勤務時間の割振りを定める場合における当該教育職

員についての前各項の適用については、第１項中「45時間」とあるのは

「42時間」と、「360時間」とあるのは「320時間」とし、前項中「45時

間」とあるのは「42時間」とする。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ 前３項に定めるもののほか、市立の義務教育諸学校等の教育職員の業務

の量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るために必要

な事項については、教育委員会が別に定める。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（補則） （補則） 

第45条 この章に定めるもののほか、職員の服務については、教育委員会が

別に定める。 

 

第45条 この章に定めるもののほか職員の服務については教育委員会が別に

定める。 

 

（押印） （押印） 

第47条 発送する文書には、相当の公印を押さなければならない。ただし、

校長の指示する文書については、公印を押さないことができる。 

第47条 発送する文書には相当の公印を押さなければならない。ただし、校

長の指示する文書については公印を押さないことができる。 
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（表簿） （表簿） 

第48条 学校教育法施行規則第28条第１項に規定するもののほか、学校にお

いて備えなければならない表簿及び公文書（以下「表簿等」という。）並

びにその保存期間は、次のとおりとする。 

第48条 学校教育法施行規則第28条第１項に規定するもののほか、学校にお

いて備えつけなければならない表簿及び公文書（以下「表簿等」とい

う。）並びにその保存期間は次のとおりとする。 

表簿等 保存期間 

（略） 

文部科学大臣を作成者とする統計法（平成19年法律第53

号）第２条に規定する基幹統計に関するもの 

５年 

児童生徒の転入又は転出に関するもの ５年 

（略） 
 

表簿等 保存期間 

（略） 

文部科学大臣を作成者とする統計法（平成19年法律第53

号）に基づく基幹統計調査に関するもの 

５年 

児童又は生徒の転入又は転出に関するもの ５年 

（略） 
 

（定例報告） （定例報告） 

第52条 校長は、各学期の児童生徒数、学級数及び教職員数を組織編制報告

書（別記第10号様式）により、及び職員の勤務状況を職員の勤務状況報告

書（別記第11号様式）により、それぞれ前期分にあつては10月25日まで、

後期分にあつては４月５日までに教育委員会に報告しなければならない。 

第52条 校長は、４月16日、７月31日及び12月31日現在における児童生徒

数、学級数及び教職員数等を組織編成報告書（別記第10号様式）によりそ

れぞれ４月20日、８月５日及び１月10日までに教育委員会に報告しなけれ

ばならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 校長は、各学期ごとの職員の勤務状況を職員の勤務状況報告書（別記第

11号様式）により、前期分にあつては10月25日まで、後期分にあつては４

月５日までに教育委員会に報告しなければならない。 

 

（事故報告） （事故報告） 

第53条 校長は、次に掲げる事故が発生したときは、直ちにその事情を教育

委員会に連絡するとともに、速やかに事故報告書（別記第12号様式）によ

第53条 校長は、次に掲げる事故が発生したときは直ちにその事情を教育委

員会に連絡するとともに速やかに事故報告書（別記第12号様式）により報
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り報告しなければならない。 告しなければならない。 

(１) 児童又は生徒の甚だしい非行 (１) 児童又は生徒のはなはだしい非行 

(２) 事故による職員又は児童若しくは生徒の死亡又は傷害 (２) 事故による職員又は児童若しくは生徒の死亡又は障害 

(３) （略） (３) （略） 

(４) 災害、盗難その他の事故 

 

(４) 災害、盗難、その他の事故 

 

別記第１号様式（第１９条の２第３項） 

休業日変更承認申請書 

第 号 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

茂原市立  学校長   

 茂原市立小学校及び中学校管理規則第19条の2第3項の規定により、下記の

とおり休業日を変更したいので、承認くださるようお願いいたします。 

記 

1 変更期間 

休業日の名称 変更休業期間（日数） 

  月  日 ～   月  日（日間） 

2 変更理由 

 

承 認 書 

 

 上記のとおり承認する。 

 

  年  月  日 

 

茂原市教育委員会      印   

別記第１号様式（第１９条の２第３項） 

休業日変更承認申請書 

第     号   

年  月  日 

 茂原市教育委員会教育長 様 

茂原市立  学校長 印   

 茂原市立小学校及び中学校管理規則第19条の2第3項の規定により、下記の

とおり休業日を変更したいので、承認くださるようお願いいたします。 

記 

1 変更期間 

休 業 日 の 名 称 変 更 休 業 期 間 (日 数) 

夏 季 休 業 日 月  日～   月  日(  日間) 

2 変更理由 

 

承 認 書 

 

 上記のとおり承認する。 

 

     年  月  日 

茂原市教育委員会教育長     印   
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第２号様式（第２０条第２項） 

臨 時 休 業 報 告 書 

年  月  日 

（宛先）茂原市教育委員会 

茂原市立  学校長   

 下記により、臨時休業をいたしましたので報告いたします。 

記 

事 由  

期 日 又 は 期 間  

休 業 を し た 学 年  

児童（生徒）の処置  

そ の 他 特 記 事 項  
 

第２号様式（第２０条第２項） 

臨 時 休 業 報 告 書 

年  月  日 

 茂原市教育委員会 様 

                 茂原市立  小(中)学校長     

印  

 下記により、臨時休業をいたしましたので報告いたします。 

記 

事 由   

期 日 又 は 期 間   

休業をした学年   

児童(生徒)の処置   

その他特記事項   
 

第４号様式（第２７条第３項） 

健 康 診 断 報 告 書 

年  月  日 

（宛先）茂原市教育委員会 

茂原市立  学校長   

 下記により、健康診断をいたしましたので報告いたします。 

記 

実 施 年 月 日  

実 施 の 場 所  

定 期 ・ 臨 時 の 別  

実施学年及び児童（生徒）数  

健 康 診 断 医 師 氏 名  

特 記 事 項  
 

第４号様式（第２７条第３項） 

健 康 診 断 報 告 書 

年  月  日 

 茂原市教育委員会 様 

茂原市立  小(中)学校長     

印 

 下記により、健康診断をいたしましたので報告いたします。 

記 

実 施 年 月 日   

実 施 の 場 所   

定 期 ・ 臨 時 の 別   

実施学年及び児童（生徒）数   

健 康 診 断 医 師 氏 名   

特 記 事 項   
 



 

改正後 現 行 

第５号様式（第３０条） 

児童・生徒に関する通知書 

年  月  日 

（宛先）茂原市教育委員会 

茂原市立  学校長   

 学校教育法施行令第20条による該当者を、下記のとおり通知いたします。 

記 

学 年  組 

児童（生徒）氏名 

 

欠席理由 

 

生 年 月 日   

保 護 者 氏 名   

現 住 所  

その他特記事項 

 

欠 席 期 間   

担当教員職 氏名   
 

第５号様式（第３０条） 

児童・生徒に関する通知書 

年  月  日 

 茂原市教育委員会 様 

茂原市立  小(中)学校長     

印   

 学校教育法施行令第20条による該当者を、下記のとおり通知いたします。 

記 

学 年 組児童

( 生 徒 ) 氏 名 
  

欠 席 理 由   
生 年 月 日   

保 護 者 氏 名   

現 住 所   

その他特記事項   欠 席 期 間   

担 任 教 員職氏名   
 

第６号様式（第３１条） 

卒 業 者 の 通 知 書 

年  月  日 

（宛先）茂原市教育委員会 

茂原市立  学校長   

 このことについて、下記のとおり通知いたします。 

記 

番号 児童（生徒）氏名 生年月日 保護者名 現住所 備考 

      

      

      

      

第６号様式（第３１条） 

卒 業 者 の 通 知 書 

年  月  日 

 茂原市教育委員会 様 

茂原市立  小(中)学校長     

印   

 このことについて、下記のとおり通知いたします。 

記 

番 号 児童(生徒)氏名 生年月日 保護者名 現 住 所 備 考 

            

            

            



 

改正後 現 行 

 

 

            
 

第７号様式（第３９条第１項） 

（表） 

人事カード 

千葉県教育委員会 

年 月 日現在 

フ リ ガ ナ 

氏 名 

（  ） 旧姓使用  

 旧 姓  

生 年 月 日           生   歳（年度末） 

住 所  本 籍 地  

採 用 

年月日 

任 命 

区 分 

職 種 

任 用 等 

年月日 

任 命 

区 分 

職 種 

給 与 

期 間 

給  与 

在校勤務年数 

現勤期間 

採用年数 

勤続年数 

ポスト期間 

学 歴 
学 校 ・ 学 部 ・ 学 科 名 期 間 修 学 区 分 

   

資格・免許 
名     称 取 得 年 月 日 

  

研 修 
区 分 期 間 

  

休業・休暇 
事 由 期 間 

  

表 彰 表 彰 年 月 日 表 彰 内 容 

第７号様式（第３９条第１項） 

千葉県教育委員会   

人 事 カ ー ド      年 月 日現在   

フ リ ガ ナ 

氏 名 

( )  旧姓使用   

旧 姓   

生 年 月 日 生     歳(年度末)         

住 所   本籍地   

採 用 

年月日 

任 命 
区 分 
職 種 

任 用 替 

年月日 

任 命 
区 分 
職 種 

給 与

期 間 

給 与 

在級年数 

現勤期間 

採用年数 

経験年数 

ポスト期間 

学 歴 
学校・学部・学科名 

期

間 
修学 区分 

      

資格免許 

名 称 取得年月日 

    

研 修 
区 分 期 間 

    

休 業

休 暇 

事 由 期 間 

    

表 彰 表彰年月日 表 彰 内 容 



 

改正後 現 行 

  

前 歴 
勤 務 先 期 間 身 分 勤務形態 勤 務 内 容 

     

  コード番号 所属 職名 

 

（裏） 

 

千葉県教育委員会 

年 月 日現在 

発令年月日 発令内容 発令庁 

   

※給与改定の発令が除かれています。 コード番号 所属 職名 
 

    

前 歴 
勤 務 先 期 間 身 分 勤務形態 勤務内容 

          

  コード番号 所属 職名 

 

 

 

 

 

 

第８号様式（第３９条第２項） 

氏名 

コード番号 
 

履 歴 書 

（甲 号） 表 

氏 

ふ
り
が
な 

名 

 

旧
氏
名 

 

  

 により 

年 月 日改姓（名） 

により 

年 月 日改姓（名）  

 
により 

年 月 日改姓（名） 

性別 男・女 

 
生年

月日 
年 月 日 

現
住
所 

〒        Tel 本
籍
地 

都・道・府・県 

 都・道・府・県 

学
歴 

学 校 学 部 科 目 修 学 期 間 就 学 区 分 

   年 月～ 年 月 日 第 学年 卒・修・退 

   年 月～ 年 月 日  

第８号様式（第３９条第２項） 

氏 名 

コード番号 
  

 

履 歴 書   (甲  号)  表  

ふ
り
が
な 

氏

名 

  
旧
氏
名 

  
印    

  により 

年 月 日改姓

(名) 

      により 
年 月 日改姓(名) 

  
性
別 

男   ・   女 
  により 

年 月 日改姓

(名) 
  

生年

月日 
年   月   日 

現

住

所 

  
本

籍

地 

都・道・府・県 

  都・道・府・県 

  都・道・府・県 

  都・道・府・県 

学歴 学 校 学 部 科 名 修 学 期 間 修 業 区 分 



 

改正後 現 行 

教
育
職
員
免
許
状 

種類 
教科又は 

特別支援教育領域 
番号 授与年月日 

授与権

者 

① 
     

 

② 
     

 

教
員
免
許
更
新
制
に
係
る
記
録 

備
考 

・ ・ 

延
長 

更
新 

免
除 

延
期 

確
認 

備
考 

・ ・ 

延
長 

更
新 

免
除 

延
期 

確
認 

備
考 

・ ・ 

延
長 

更
新 

免
除 

延
期 

確
認 

備
考 

・ ・ 

延
長 

更
新 

免
除 

延
期 

確
認 

資
格
等 

種類 番号 授与年月日 授与権者 備考 

     

研
修 

区分 期間 実施期間 
賞
罰 

年月日 
賞罰

事項 

賞罰機

関 

      

 

 

 

 

 

千葉県教育委員会 

 

 氏名 

コード番号 

 
裏 

      年 月～ 年 月 日 第  学年卒・修・退 

      年 月～ 年 月 日 第  学年卒・修・退 

      年 月～ 年 月 日 第  学年卒・修・退 

      年 月～ 年 月 日 第  学年卒・修・退 

      年 月～ 年 月 日 第  学年卒・修・退 

      年 月～ 年 月 日 第  学年卒・修・退 

      年 月～ 年 月 日 第  学年卒・修・退 

資

格

・

免

許 

種 類 教科目 番 号 授 与 年 月 日 授与権者 

      ・  ・   

      ・  ・   

      ・  ・   

      ・  ・   

      ・  ・   

      ・  ・   

      ・  ・   

研

修 

区 分 期 間 実施機関 
賞

罰 

年 月 日 賞罰事項 賞罰機関 

            

            

            

千 葉 県 教 育 委 員 会 

  
氏 名 

コード番

号 

  



 

改正後 現 行 

履歴書記入要領 

１ 「文字・数字」 かい書、算用数字で記入すること。 

２ 「氏名」  ふりがなを付すこと。 

３ 「旧氏名」 現氏名が改姓（名）後のものである場合に、改姓

（名）前の氏名と改姓（名）年月日、理由を記載するこ

と。 

４ 「性別」  該当文字に○印をつけること。 

５ 「学歴」  小学校からの入学、卒業、修了等を順にもれなく記入す

ること。 

６ 「資格等」 授与されたもの全部（新旧）を各相当欄に記入するこ

と。 

７ 「賞罰」 年月日順に記載すること。県教育委員会以上とする。 

８ 「発令事項」 

(1) 公務員期間については、次の事項について辞令面の全文を年月

日順にもれなく記載し、任命権者の原本証明を受けること。 

ア 任免、懲戒事項 

イ 任官、官等級 

ウ 昇給、昇格 

エ 法令による身分異動（朱書） 

オ 給与の規則改正（朱書） 

カ 校名変更（朱書） 

キ 退職金等 

(2) 民間期間については、勤務の期間、社名を記載すること。（職

に就いていない期間も記載すること。） 

写真欄 

 

（6×4.5cm） 

上半身、脱帽 

 

発令年月日 発令事項 任命権者 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

履 歴 書 記 入 要 領 

1 「文字・数字」かい書、算用数字で記入すること。 

2 「氏名」ふりがなを付し、押印すること。 

3 「旧氏名」現氏名が改姓(名)後のものである場合に、改姓(名)前の氏名と改

姓(名)年月日、理由を記載すること。 

4 「性別」該当文字に○印をつけること。 

5 「学歴」小学校からの入学、卒業、修了等を欄にもれなく記入すること。 

6 「資格・免許」授与されたもの全部(新旧)を各相当欄に記入すること。 

7 「賞罰」年月日順に記載すること。県教育委員会以上とする。 

8 「発令事項」 

 (1) 公務員期間については、次の事項について辞令面の全文を年月日順にも

れなく記載し、任命権者の原本証明を受けること。 

写 真 欄 

 

(6×4.5cm) 

上半身、脱帽 

  ア 任免、懲戒事項 

  イ 任官、官等級 

  ウ 昇給、昇格 

  エ 法令による身分異動(朱書) 

オ 給与の規則改正(朱書) 

カ 校名変更(朱書) 

キ 退職金等 

  

 (2) 民間期間については、勤務の期間、社名を記載すること。(職に

就いていない期間も記載すること。) 

発 令 年 月 日 
発 令

事 項 
任 命 権 者 

          

          

          

          

          

          

          



 

改正後 現 行 

     

     

     

     

     

 

（乙 号） 表 

発令年月日 発令事項 任命権者 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

 

(乙 号)       (表) 

発 令 年 月 日 発令事項 任 命 権 者 

          

          

          

          

          

          

          

          

          



 

改正後 現 行 

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 氏名 

コード番号 

 
裏 

発令年月日 発令事項 任命権者 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

千 葉 県 教 育 委 員 会 

(裏)       
氏 名 

コード番号 
  



 

改正後 現 行 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 

発 令 年 月 日 発令事項 任 命 権 者 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          



 

改正後 現 行 

          

          

          

          

          

          

          
 

第９号様式（第４０条第１項） 

出勤簿 

年次休暇 

前年度繰越 

日 ・ 時 間 ・ 分 

 日 時間 分 

 勤続年数 

 年目 

 

（表） 

本年度予定 日  

職

名 

 

氏名  

    

月別 

日別 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

１ １６             

２ １７             

３ １８             

４ １９             

５ ２０             

６ ２１             

７ ２２             

８ ２３             

９ ２４             

第９号様式（第４０条） 

(表) 

年 次休

暇 

前 年 度 繰 越日・時

間 ・ 分 

日 時間 分 

  

勤 続

年 数 

年目 

  

本 年 度 予 定 日 
  

職 名 

  

氏 名 

  

  

月別 

日別 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 

1 16                         

2 17                         

3 18                         

4 19                         

5 20                         

6 21                         

7 22                         

8 23                         

9 24                         



 

改正後 現 行 

１０ ２５             

１１ ２６             

１２ ２７             

１３ ２８             

１４ ２９             

１５ ３０             

 ３１             

勤 務 す べ き 日 数       

出 勤 日 数       

出 張 日 数       

休 

暇 

日 

・ 

時 

間 

・

分 

年次休

暇 

月計 

累計 

日 ・ 時 間 ・ 分 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

療養休

暇 

月計 

累計 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

特別休

暇 

月計 

累計 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

看護休

暇 

月計 

累計 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

研修日・時間・分 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

職免日・時間・分 

（研修日を除く） 

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

欠勤日・時間・分 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

育休日・時間・分 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

 

（裏） 

10 25                         

11 26                         

12 27                         

13 28                         

14 29                         

15 30                         

  31                         

勤 務 す べ き 日 数 
            

出 勤 日 数 
            

出 張 日 数 
            

休

暇

日

・

時

間

・

分 

年次休

暇 

月計 

累計 

日・時間・分 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

療養休

暇 

月計 

累計 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

特別休

暇 

月計 

累計 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

看護休

暇 

月計 

累計 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

研 修 日 ・ 時 間 ・ 分 ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ 

職 免 日 ・ 時 間 ・ 分 

(研 修 日 を

除 く) 

・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ 

欠 勤 日 ・ 時 間 ・ 分 ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ 



 

改正後 現 行 

年次休暇の次年度へ

の繰越日・時間・分 

  日  時間  分  職名  氏名  

 

月別 

日別 

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ １６             

２ １７             

３ １８             

４ １９             

５ ２０             

６ ２１             

７ ２２             

８ ２３             

９ ２４             

１０ ２５             

１１ ２６             

１２ ２７             

１３ ２８             

１４ ２９             

１５ ３０             

 ３１             

勤 務 す べ き 日 数       

出 勤 日 数       

出 張 日 数       

休 

暇 

年次

休暇 

月計 

累計 

日 ・ 時 間 ・ 分 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

育 休 日 ・ 時 間 ・ 分 ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ 

              

(裏) 

年次休暇の次年度へ

の繰越日・時間・分 

日  時間  分 
  

職 名 
  

氏 名 
  

 

月別 

日別 

10月 11月 12月 1月 2月 3月 

1 16                         

2 17                         

3 18                         

4 19                         

5 20                         

6 21                         

7 22                         

8 23                         

9 24                         

10 25                         

11 26                         

12 27                         

13 28                         

14 29                         

15 30                         

  31                         



 

改正後 現 行 

日 

・ 

時 

間 

・

分 

療養

休暇 

月計 

累計 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

特別

休暇 

月計 

累計 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

看護

休暇 

月計 

累計 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

・・ 

研修日・時間・分 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

職免日・時間・分 

（研修日を除く） 

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

欠勤日・時間・分 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

育休日・時間・分 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

 

 

 

勤 務 す べ き 日 数 

          月計 

累計 

出 勤 日 数             

出 張 日 数             

 

休

暇

日

・

時

間

・

分 

年次休

暇 

月計 

累計 

日・時間・分 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

療養休

暇 

月計 

累計 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

特別休

暇 

月計 

累計 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

看護休

暇 

月計 

累計 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

研 修 日 ・ 時 間 ・ 分 ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ 

職 免 日 ・ 時 間 ・ 分 

(研 修 日 を

除 く) 

・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ 

欠 勤 日 ・ 時 間 ・ 分 ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ 

育 休 日 ・ 時 間 ・ 分 ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ 

              

 



 

改正後 現 行 

 
 

第
１
０
号
様
式
（
第
５
２
条
）
 

組
 
織
 
編
 
制
 
報
 
告
 
書
 

年
 
 
月
 
 
日
 

（
宛
先
）
茂
原
市
教
育
委
員
会
 

茂
原
市
立
 
 
 
学
校
長
 
 
 

   
こ
の
こ
と
に
つ
い
て
、
 
月
 
日
現
在
に
お
け
る
組
織
編
制
を
下
記
の
と
お
り
報
告
し
ま
す
。
 

記
 

学
年
 

 
 

 
 

 
 

 

特
別
支
援
は
 

カ
ッ
コ
外
書
き
 

学
級

数
 

 
 

 
 

 
 

 

性
別
 

男
 

女
 

計
 

男
 

女
 

計
 

男
 

女
 

計
 

男
 

女
 

計
 

男
 

女
 

計
 

男
 

女
 

計
 

男
 

女
 

計
 

児
童
（
生
徒
）
数
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
Ａ
 

実
働
教
員
Ｂ
 

小計（Ａ＋Ｂ） 

そ
の
他
の
教
員
Ｃ
 

Ｄ
 

Ｅ
 

Ｆ
 

Ｇ
 

Ｈ
 

Ｉ
 

枠
外
教
職
員
Ｊ
 

総合計（Ｉ＋Ｊ） 

非
常
勤
等
Ｋ
 

職               別 

校長 

副校長 

教頭 

主幹教諭 

教諭 

助教諭 

小学校増置教員 

中学校増置教員 

特別支援教育増置教員 

統合加配教員 

休暇等補助教員 

長期研修生 

大学院研修生 

生徒指導加配教員 

初任研指導教員 

その他 

計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

養護教諭 

養護助教諭 

栄養教諭 

学校栄養教員 

事務長 

主査 

副主査 

主事 

合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ） 

休
職
関
係
 

充て指導主事 

派遣教員（日・協） 

大学院修学休業 

自己啓発等休業 

配偶者同行休業 

産休補助教職員（教養栄事） 

休暇等補助非常勤講師 

兼務教員 

再任用短時間職員 

育短任期付職員 

結核休職 

14条休職 

普通休職 

公務災害休職 

刑事事件起訴休職 

在籍専従 

その他 

単 

共 

男
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

女
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

組
織

編
制

報
告

書
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

茂
原

市
立
 
 
 
 
 
学
校
長
 

印
 

茂
原
市
教
育
委
員
会
 
様
 

 
こ
の
こ
と
に
つ
い
て
、

 
月
 
日
現
在
に
お
け
る
組
織
編
制
を
下
記
の
と
お
り
報
告
し
ま
す
。
 

記
 

学
年
 

1
年
 

2
年
 

3
年
 

4
年
 

5
年
 

6
年
 

計
 

カッコ外書き 

特別支援は 

学
級
数
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

性
別
 
男
 女

 計
 男

 女
 計

 男
 女

 計
 男

 女
 計

 男
 女

 計
 男

 女
 計

 男
 女

 計
 

児
童

(生
徒
)数

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

 

職
           別
 

A 
実
働
教
員

B 

小計(Ａ＋Ｂ) 

そ
の

他
の

教
員

C 
D 

E 
F 

G 
H 

I 
枠

外
教

職
員

J 

総合計(Ｉ＋Ｊ) 

非
常
勤
等
K 

校長 

副校長 

教頭 

主幹教諭 

教諭 

助教諭 

小学校増置教員 

中学校増置教員 

特別支援教育増置教員 

統合加配教員 

休暇等補助教員 

長期研修生 

大学院研修生 

生徒指導加配教員 

初任研指導教員 

その他 

計(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 

養護教諭 

養護助教諭 

栄養教諭 

学校栄養職員 

事務長 

主            査 

 副           主           査 
主事 

合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ) 

休
職

関
係
 

充て指導主事 

派遣教員(日・協) 

大学院修学休業 

自己啓発等休業 

配偶者同行休業 

産休補助教職員(教養栄事) 

育児休業補助教職員(教養栄事) 

休暇等補助非常勤講師 

兼務教員 

再任用短時間職員 

育短任期付職員 

結核休職 

   条休職 

普通休職 

公務災害休職 

刑事事件起訴休職 

在籍専従 

その他 

単
 共

 

男
 
 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 
  

  
  

  
  

  
  

 

女
 
 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 
  

  
  

  
  

  
  

 

計
 
 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 
  

  
  

  
  

  
  

 



 

改正後 現 行 

第１１号様式（第５２条） 

職員の勤務状況報告書 

 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

茂原市立  学校長   

 

 このことについて、 期分を下記のとおり報告いたします。 

 

記 

（表） 

職名 氏名 

勤務すべ

き日数 

出勤 

日数 

出張 

日数 

休暇日・時間・分 

研修日・時

間・分 

職免（研修日を除

く）日・時間・分 

欠勤日・時

間・分 

育休日・

時間・分 

 

   年次 療養 特別 看護      

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

 

第１１号様式（第５２条第２項） 

職員の勤務状況報告書 

年  月  日   

 茂原市教育委員会教育長 様 

茂原市立  小(中)学校長 印  

 このことについて、 期分を下記のとおり報告いたします。 

 

記 

(表) 

職名 氏名 

勤務すべ

き日数 

出勤

日数 

出張

日数 

休暇日時間・分 研修日・

時間・分 

職免(研修日

を除く)日・

時間・分 

欠勤

日・時

間・分 

育休

日・時

間・分 

  

年次 療養 特別 看護 

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            



 

改正後 現 行 

（裏） 

職名 氏名 

勤務すべ

き日数 

出勤 

日数 

出張 

日数 

休暇日・時間・分 

研修日・時

間・分 

職免（研修日を除

く）日・時間・分 

欠勤日・時

間・分 

育休日・

時間・分 

 

   年次 療養 特別 看護      

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

 

 

                            

                            

                            

                            

(裏) 

職名 氏名 

勤務すべ

き日数 

出勤

日数 

出張

日数 

休暇日時間・分 

研修

日・時

間・分 

職免(研修日

を除く)日・

時間・分 

欠勤

日・時

間・分 

育休

日・時

間・分 

  

年次 療養 特別 看護 

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            



 

改正後 現 行 

                            

                            

                            

 

 

第１２号様式（第５３条） 

事故報告書 

 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

茂原市立  学校長   

 

 

 このことについて、茂原市立小学校及び中学校管理規則第５３条の規定に

より、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

1 事故の概要 

 (1) 事故の種別 

 (2) 発生日時    年  月  日（ 曜日）午前・後 時 分 

 (3) 発生場所    

 (4) 当事者 

 (5) 事故の程度 

2 事故の状況 

第12号様式（第53条） 

事故報告書 

 

年  月  日   

 

 茂原市教育委員会 様 

 

茂原市立  小(中)学校長     

印   

 

 このことについて、茂原市立小学校及び中学校管理規則第53条の規定によ

り、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

1 事故の概要 

 (1) 事故の種別 

 (2) 発生日時  年  月  日(  曜日)午前・後 時 分 

 (3) 発生場所 

 (4) 当事者 

 (5) 事故の程度 

2 事故の状況 



 

改正後 現 行 

 (1) 事故の状況と現場見取図 

 (2) 事故の原因 

3 事故発生後の処置 

 

＊ 記載上の注意 

 ア 記載事項の項目によつて記入することを原則とするが、該当する内容

がない場合は、省略する。 

 イ １の(1)の「事故の種別」については、「部活動中の事故」、「教育課

程実施上の事故」、「盗難」、「火災」、「非行」、「交通事故」など

と記入する。 

 ウ １の(4)の「当事者」については、児童生徒の場合は学年・氏名・住

所・保護者名を、教職員の場合は職・氏名・年齢等を、その他の場合は

氏名・年齢・職業・住所等を記入する。 

 エ １の(5)の「事故の程度」については、人の負傷の程度、物の損壊や被

害の程度を記入する。 

 オ ３の「事故発生後の処置」については、本人に対する処置、保護者へ

の連絡、関係機関への連絡などを記入する。 

 

 (1) 事故の状況と現場見取図 

 (2) 事故の原因 

3 事故発生後の処置 

 

＊ 記載上の注意 

 ア 記載事項の項目によつて記入することを原則とするが、該当する内容

がない場合は、省略する。 

 イ 1の(1)の「事故の種別」については、「部活動中の事故」、「教育課

程実施上の事故」、「盗難」、「火災」、「非行」、「交通事故」など

と記載する。 

 ウ 1の(4)の「当事者」については、児童生徒の場合は学年・氏名・住

所・保護者名を、教職員の場合は職・氏名・年齢等を、その他の場合は

氏名・年齢・職業・住所等を記入する。 

 エ 1の(5)の「事故の程度」については、人の負傷の程度、物の損壊や被

害の程度を記入する。 

 オ 3の「事故発生後の処置」については、本人に対する処置、保護者への

連絡、関係機関への連絡などを記入する。 

附 則（令和４年〇月〇日茂原市教育委員会規則第〇号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、改正後の茂原市立小学校及び中学校管理規則の規定は、令和４年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にあるこの規則による改正前の様式により使用されている様式は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際、現にある旧様式による用紙は、当分の間、これを使用することができる。 



 

議案第３号 

 

茂原市立学校職員服務規程の一部を改正する訓令の制定について 

 

茂原市立学校職員服務規程の一部を改正する訓令を次のように制定する。 

 

 

令和４年１２月２１日提出 

 

              茂原市教育長  内 田 達 也   

 

 

茂原市立学校職員服務規程の一部を改正する訓令 

 

茂原市立学校職員服務規程（昭和47年茂原市教育委員会訓令第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３条第２項中「職員はこれを」を「職員は、これを」に改める。 

第５条第１項中「押印」を「出勤した旨を記載」に改める。 

第６条中「又は分校主任」を削る。 

第７条第１項中「の確認印を押さなければ」を「を記載しなければ」に改める。 

第７条の２第１項中「その初日」を「、その初日」に改め、「して、」の次に「その初

日の」を加え、「第１項」を「第２項及び第４項」に改め、同条第２項中「２第５項又は

第６項」を「４第５項若しくは第６項又は第４条の５の２第４項若しくは第５項」に改め

る。 

第８条第１項中「第１号」を「第２号」に、「に、その他」を「にその他」に、「の確

認印を押さなければ」を「を記載しなければ」に改め、同条第２項中「すみやか」を「速

やか」に改め、同条第４項を削る。 

第９条第１項中「なお」を「この場合において」に改め、同項後段中「おいて」を削る。 

第１０条第１項中「第８項」を「第７項」に改め、同条第２項中「服務処理簿」を「服

務整理簿」に改め、「の請求をうけなければならない」を「に請求しなければならない」



 

に改め、同条第５項中「届け」の次に「出」を加え、同条第６項中「場合は、その」を

「場合は、」に、「付して」を「え」に改め、同条第７項中「前項の」の次に「看護休暇

承認」を加え、「高齢」を「老齢」に、「被看護人」を「要看護者」に、「及び」を「又

は」に改め、同条第８項を削り、同条第９項中「渡る」を「わたる」に改め、同項を同条

第８項とする。 

第１０条の２中「任命権者」を「千葉県教育委員会」に改める。 

第１０条の３の見出し中「休業」の次に「等」を加え、同条第１項中「続柄」の次に

「等（当該子が同項において子に含まれるものとされる者に該当する場合にあっては、そ

の事実。第三項について同じ。）」を加え、「任命権者」を「千葉県教育委員会」に改め、

同条第２項中「任命権者」を「千葉県教育委員会」に改め、同条第３項中「続柄」の次に

「等」を加え、「教育委員会」を「千葉県教育委員会」に改め、「（平成４年千葉県条例

第１号）」を削り、同条第５項中「産前の休暇に入つたとき、出産したとき、当該育児休

業又は育児短時間勤務の承認に係る子が死亡したとき、又は当該許可に係る子を養育しな

くなつたときは」を「次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは」に改め、同項

に次の各号を加える。 

(１) 産前の休暇を始め、又は出産をしたとき。 

(２) 当該育児休業又は育児短時間勤務の承認に係る子が、死亡したとき。 

(３) 当該育児休業又は育児短時間勤務の承認に係る子が、職員の子でなくなったとき。 

第１０条の３第６項中「各号」を「各項」に改め、同条第７項中「と、「任命権者」」

を「と、「千葉県教育委員会」」に改める。 

第１０条の４第１項中「第２６条」の次に「第１項」を加え、「任命権者」を「千葉県

教育委員会」に改め、同条第２項中「添えて」の次に「、速やかに」を加え、「速やかに

任命権者」を「千葉県教育委員会」に改める。 

第１０条の５第１項中「して、」の次に「原則として」を加え、同条第４項中「速やか」

を「、速やか」に改める。 

第１０条の６第１項中「様式の１５）を」の次に「原則として」を加え、同条第３項中

「速やか」を「、速やか」に改め、同条第３項中「前頂」を「前項」に改める。 

第１０条の７第１項中「大学等」を「、大学等」に改め、「等）及び」の次に「自己啓

発等休業の承認申請に関する」を、「して、」の次に「原則として」を加え、「任命権者」

を「千葉県教育委員会」に改め、同条第２項中「申請書を」の次に「添付して、」を加え、



 

「任命権者に、」を「千葉県教育委員会に」に改め、同条第３項中「履修・活動状況変更

届」を「自己啓発等休業履修・活動状況変更届」に、「任命権者」を「千葉県教育委員会」

に改め、同条第４項中「前項」を「前各項」に、「自己啓発等休業副申書」を「自己啓発

等休業の承認申請について（副申）」に、「履修・活動状況変更副申書」を「自己啓発等

休業に係る履修・活動状況の変更について（副申）」に、「速やか」を「、速やか」に、

「任命権者」を「千葉県教育委員会」に改める。 

第１０条の８第１項中「任命権者」を「千葉県教育委員会」に改め、同条第３項中「任

命権者」を「千葉県教育委員会」に改め、同項第２号から第５号までの規定中「なった」

を「なつた」に改め、同項第６号中「あった」を「あつた」に改め、同条第４項中「休業」

の次に「期間」を加え、「校長」を「、校長」に改め、同条第５項中「あった」を「あつ

た」に、「任命権者」を「千葉県教育委員会」に改める。 

第１１条中「添え」を「添えて」に改める。 

第１２条第１項中「手続及び効果に関する条例（昭和26年」を「条例（昭和26年」に、

「第２条第４項」を「第５条第４項」に改め、同項第１号中「規程」を「規定」に改め、

同項第２号中「勤務時間」を「、勤務時間」に、同項第３号中「日」を「月」に改め、同

条第２項中「撮影写真」を「フィルム」に改める。 

第１３条第１項中「添え」を「添えて」に改め、同条第２項中「任命権者」を「千葉県

教育委員会」に改め、同条第３項中「校長」を「、校長」に、「任命権者」を「千葉県教

育委員会」に改める。 

第１４条中「転任・休職」を「転任、休職」に、「事務引継ぎ」を「事務引継」に改め

る。 

第１６条中「又は」の次に「他の」を加える。 

第１９条中「氏名・本籍地」を「氏名、本籍地」に、「添え」を「添えて」に改める。 

第２０条中「任命権者」を「千葉県教育委員会」に改め、 

第２１条を削り、第２２条を第２１条とする。 

 別記第１号様式中「身 分 証 明 書」を「身分証明書」に、「注 意 事 項」

を「注意事項」に、「変更が」を「変更を」に改める。 

別記第２号様式中「印」を削り、「勤務日から」を「勤務日が」に改める。 

別記第３号様式の２中「（第７条の２）」を「（第７条の２第１項）」に、「深 夜 勤 

務 制 限 請 求 書」を「深夜勤務制限請求書」に、「茂原市教育委員会 様」を「（宛



 

先）茂原市教育委員会」に、「職氏名      ○印 」を「職氏名        」

に、「続柄」を「続柄等」に、「２ 職員の配偶者で当該子の親であるもの」を「２ 職

員の配偶者で当該子の親である者」に改め、同様式注中第６項を同様式注第７項とし、同

様式注第５項を同様式注第６項とし、同様式注第４項中「親であるもの」を「親である者」

に改め、同号を同様式注第５項とし、同様式注第３項を同様式第４項とし、同様式第２項

を同様式第３項とし、同様式注第１項の次に次の１項を加える。 

２ 「続柄等」欄は、請求に係る子又は要看護者の請求者との続柄等（請求に係る子

が勤務時間規則第４条第３項第１号に規定する特別養子縁組の成立前の監護対象者

等に該当する場合にあつては、その事実）を記入すること。 

別記第３号様式の３中「茂原市教育委員会 様」を「（宛先）茂原市教育委員会」に、

「職氏名        ○印 」を「職氏名        」に、「（□ 離縁 □ 養

子縁組の取消）」を「（□ 離縁 □ 養子縁組の取消 □ 家事審判事件の終了 

□  児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置の解除）」 

に、「□ 職員の配偶者で子の親である者が養育できる者に該当することとなつた」を

「□ 職員の配偶者で子の親である者が養育できる者に該当することとなつた 

□ 上記以外の理由により請求できる職員に該当しなくなつた 

（理由：                           ） 」に改める。 

 別記第４号様式表面中「旅 行 命 令 簿」を「旅行命令簿」に、 

「              「 

 

              」を             」に改め、同様式裏面中 

 「            「 

 

 

              」を             」に改める。 

別記第５号様式中「復   命  書」を「復命書」に、「〇〇〇学校長   様」を

「（宛先）茂原市立   学校長」に、「職氏名        印」を「職・氏

決  裁 旅行 

者の 

認印 
校長 主任 

決  裁 

旅行者 
校長 主任 

決  裁  

校長 主任 

決  裁 

旅行者 
校長 主任 



 

名        」に、「命令により」を「命により」に、「とおりでした。以上」を

「とおりでしたので、」に、「または」を「又は」に改める。 

 別記第６号様式を次のように改める。 

第６号様式（第９条第１項） 

研修承認簿 

 

                            職 

氏名 

 

決裁 月 日 時間 曜 研修の場所 研修内容 取扱者 

        

        

        

        

 

        

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 別記第６号様式の２中「研 修 計 画 書」を「研修計画書」に、「職・氏名    

   印」を「職・氏名        」に、「教科・領域等」を「教科等」に改める。 

 別記第６号様式の３中「研 修 報 告 書」を「研修報告書」に、「職・氏名    

   印」を「職・氏名        」に、「校長印」を「校長」に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 別記第７号様式を次のように改める。 

第７号様式（第１０条第１項） 

服務整理簿 

 

年次休暇前年度繰越日時数 

（ 日 時間 分） 

                            職 

氏名 

決裁 
届出 

月日 

届出事項 
取

扱

者 
月日 

日・時数・分 

休暇等の種別 理由 日計 

累計 

   

日・時間・分 

 ・ ・ 

・ ・ 

   

   
 ・ ・ 

・ ・ 

   

   
 ・ ・ 

・ ・ 
   

 

   
 ・ ・ 

・ ・ 
   

   
 ・ ・ 

・ ・ 
   

年
合
計 

年次休暇 療養休暇 特別休暇 無給の休暇 

日 時間 分 日 時間 分 日 時間 分 日 時間 分 

注 理由欄には、年次休暇の場合は記入を要しないものとすること。 

 

 



 

 別記第７号様式の２中「ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 報 告 書」を「ボランティア活動報

告書」に改め、「印」を削り、「ほか」を「他」に改める。 

 別記第８号様式中「第１０条第２項」の次に「及び第８項」を加え、「休 暇 申 請 

書」を「休暇申請書」に、「茂原市教育委員会教育長 様」を「（宛先）茂原市教育委員

会教育長」に改め、「印」を削る。 

 別記第９号様式中「療  養 休 暇 承 認 申 請 書」を「療養休暇承認申請書」に、

「         様」を「（宛先）茂原市立  学校長」に改め、「印」を削り、

「理由」を「事由」に改める。 

 別記第９号様式の２中「結 核 療 養 休 暇 承 認 申 請 書」を「結核療養休暇承認申

請書」に、「茂原市教育委員会教育長 様」を「（宛先）茂原市教育委員会教育長」に、

改め、「印」を削り、「理由」を「病名」に改める。 

 別記第９号様式の３中「出 産 休 暇 届」を「出産休暇届」に、「茂原市教育委員会教

育長 様」を「（宛先）茂原市教育委員会教育長」に改め、「印」を削り、「第１１号」

を「第１２号」に改める。 

 別記第１０号様式中「別記第１０号様式（第１０条第６項）」を「第１０号様式（第１

０条第６項）」に、「看  護 休 暇 承 認 申 請 書」を「看護休暇承認申請書」に、

「        様」を「（宛先）茂原市立  学校長」に改め、「印」を削り、「要

看護人」を「要看護者」に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 別記第１０号の２様式を次のように改める。 

  

第
１
０
号
様
式
の
２
（
第
１
０
条
第
６
号
）
 

看
護
休
暇
承
認
（
申
請
）
期
間
表
 

申
請
の
期
間
 

申
請
を
取
り
下
げ
る
日
及
び
時
間
 

申
請
日
 

承
認
日
 

月
日
 

態
様
 

時
間
 

承
認
者
 

＊
 

日
・
時
間
数
 

＊
 

申
請
日
 

承
認
日
 

月
日
 

時
間
 

承
認
者
 

日
・
時
間
数
 

／
 

／
 

年
 月

 日
か
ら
 

年
 月

 日
ま
で
 

□
毎
日
 

□
そ
の
他
（
 
） 

□
１
日
単
位
 

□
３
０
分
単
位
 

時
 分

～
 時

 分
 

時
 分

～
 時

 分
 

 
 

／
 

／
 

年
 月

 日
か
ら
 

年
 月

 日
ま
で
 

時
 分

～
 時

 分
 

時
 分

～
 時

 分
 

 
日
 

時
間
 

／
 

／
 

年
 月

 日
か
ら
 

年
 月

 日
ま
で
 

□
毎
日
 

□
そ
の
他
（
 
） 

□
１
日
単
位
 

□
３
０
分
単
位
 

時
 分

～
 時

 分
 

時
 分

～
 時

 分
 

 
 

／
 

／
 

年
 月

 日
か
ら
 

年
 月

 日
ま
で
 

時
 分

～
 時

 分
 

時
 分

～
 時

 分
 

 
日
 

時
間
 

／
 

／
 

年
 月

 日
か
ら
 

年
 月

 日
ま
で
 

□
毎
日
 

□
そ
の
他
（
 
） 

□
１
日
単
位
 

□
３
０
分
単
位
 

時
 分

～
 時

 分
 

時
 分

～
 時

 分
 

 
 

／
 

／
 

年
 月

 日
か
ら
 

年
 月

 日
ま
で
 

時
 分

～
 時

 分
 

時
 分

～
 時

 分
 

 
日
 

時
間
 

／
 

／
 

年
 月

 日
か
ら
 

年
 月

 日
ま
で
 

□
毎
日
 

□
そ
の
他
（
 
） 

□
１
日
単
位
 

□
３
０
分
単
位
 

時
 分

～
 時

 分
 

時
 分

～
 時

 分
 

 
 

／
 

／
 

年
 月

 日
か
ら
 

年
 月

 日
ま
で
 

時
 分

～
 時

 分
 

時
 分

～
 時

 分
 

 
日
 

時
間
 

／
 

／
 

年
 月

 日
か
ら
 

年
 月

 日
ま
で
 

□
毎
日
 

□
そ
の
他
（
 
） 

□
１
日
単
位
 

□
３
０
分
単
位
 

時
 分

～
 時

 分
 

時
 分

～
 時

 分
 

 
 

／
 

／
 

年
 月

 日
か
ら
 

年
 月

 日
ま
で
 

時
 分

～
 時

 分
 

時
 分

～
 時

 分
 

 
日
 

時
間
 

注
 

合
計
（
A）

 
日
 
 
時
間
 

 
合
計
（
B）

 
日
 
 
時
間
 

１
 「

申
請
の
期
間
」
の
欄
は
、
当
初
の
申
請
の
場
合
及
び
承
認
申
請
期
間
内
に
お
い

て
新
た
に
休
暇
を
取
得
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
、
申
請
者
が
記
入
す
る
こ
と
。
 

２
 「

申
請
を
取
り
下
げ
る
日
及
び
時
間
」
の
欄
は
、
承
認
申
請
期
間
内
に
お
い
て
休

暇
を
取
り
下
げ
る
場
合
に
、
申
請
者
が
記
入
す
る
こ
と
。
 

３
 「

＊
」
の
欄
は
、
所
属
長
が
記
入
す
る
こ
と
。
 

所
属
 

 
職
名
 

 
 

氏
名
 

 
申
請
回
数
 

回
目
 

 
申
請
を
取
り
下
げ
た
場
合
の
看
護
休
暇
の
日
数
及
び
時
間
数
 

承
認
申
請
期
間
 

年
 
月
 
日
か
ら
 
年
 
月
 
日
ま
で
 
日
間
 

A-B＊
 

日
 
 
時
間
 

 



 

 別記第１０号様式の４中「専 従 許 可 願」を「専従許可願」に、「（任命権者） 

       様」を「千葉県教育委員会 様」に改め、「印」を削る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 別記第１０号様式の５から別記第１０号様式の６までを次のように改める。 

第１０号様式の５（第１０条の３第１項及び第２項） 

育児休業（育児休業延長）承認請求書 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 私は、次のとおり 育 児 休 業 の 承 認 を請求します。 

          育児休業の期間の延長 

１ 請求に係る子 

氏 名  

続 柄 等  

生 年 月 日   年 月 日生 

２ 請求の内容 

□育児休業の承認    □育児休業の期間の延長 

□再度の育児休業の承認 □再度の育児休業の期間の延長 

※再度の育児休業又は育児休業の期間の延長が必要な事情を記入 

 （                ） 

３ 請求期間 年 月 日から 年 月 日まで 

４ 既に育児休業

をした期間 

年 月 日から 年 月 日まで 

年 月 日から 年 月 日まで 

５ 備考  

注 

１ この請求書（育児休業の期間の延長に係るものを除く。）には、請求に係る子の氏名、請求者との続柄等及び

生年月日を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書、官

公署が発行する出生届受理証明書等）を添付すること（写しでも可）。 

２ 請求に係る子の出生前に請求する場合は、「３ 請求期間」欄には出産予定日以降の期間を記入し、「１ 請求

に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は、出生後速やかに行うこと。 

３ 「５ 備考」欄には、請求に係る子以外に３歳に満たない子を養育する場合（当該請求に係る子の出生の日から

から57 日間に、職員（当該期間内に出産休暇（職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年千葉県人事委

員会規則第２号）第９条第12 号に掲げる事由に該当する場合における休暇をいう。）により勤務しなかつた職

員を除く。）が当該請求に係る子について最初の育児休業をする場合を除く。）においてはその氏名、請求者と

の続柄等及び生年月日、請求に係る子が養子の場合においては養子縁組の効力が発生した日、請求に係る子以外

の子について現に育児休業の承認を受けている場合においてはその旨並びに当該承認に係る子の氏名及び当該承

認の請求に係る期間等について記入すること。 

４ 該当する□には✓印を記入すること。 



 

第１０号様式の５の２（第１０条の３第３項） 

育児短時間勤務承認請求書 

 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

私は、次のとおり 育 児 短 時 間 勤 務 の 承 認 を請求します。 

         育児短時間勤務の期間の延長 

１ 請求に係る子 

氏 名  

続 柄 等  

生 年 月 日   年 月 日生 

２ 請求の内容 

□育児短時間勤務の承認 □育児単時間勤務の期間の延長 

□再度の育児短時間勤務の承認 

※再度の育児短時間勤務が必要な事情を記入 

 （                  ） 

３ 請求期間  年 月 日から 年 月 日まで 

４ 勤務の形態 

□週１９時間３５分勤務（月～金において週５日、１日３時間５５分勤務） 

□週２４時間３５分勤務（月～金において週５日、１日４時間５５分勤務） 

□週２３時間１５分勤務（月～金において週３日、１日７時間４５分勤務） 

□週１９時間２５分勤務（月～金において週３日、うち２日は１日７時間４５

分勤務、うち１日は１日３時間５５分勤務） 

 
勤務の日及び

時間帯 

毎日 時  分～  時  分 水 時  分～  時  分 

月 時  分～  時  分 木 時  分～  時  分 

火 時  分～  時  分 金 時  分～  時  分 

５ 既に育児短 

時間勤務をし 

た期間 

年 月 日から 年 月 日まで 

年 月 日から 年 月 日まで 

６ 備考  

注 

１ この請求書（育児短時間勤務の期間の延長に係るものを除く。）には、請求に係る子の氏名、請求

者との続柄等及び生年月日を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書、母子健康

手帳の出生届出済証明書、官公署が発行する出生届受理証明書等）を添付すること（写しでも可）。 

２ 請求に係る子の出生前に請求する場合は、「３ 請求期間」欄には出産予定日以降の期間を記入し、

「１ 請求に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は、出生後速やかに行うこと。 

３ 「勤務の日及び時間帯」欄に掲げられていない日に勤務を希望する場合等、当該欄により難い場合

には、「６ 備考」欄に必要な事項を記入すること。 

４ 「６ 備考」欄には、請求に係る子以外に小学校就学前の子を養育する場合においてはその氏名、請

求者との続柄等及び生年月日、請求に係る子が養子の場合においては養子縁組の効力が発生した日、

請求に係る子以外の子について現に育児短時間勤務の承認を受けている場合においてはその旨並びに

当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る期間等について記入すること。 

５ 該当する□には✓印を記入すること。 

 



 

第１０号様式の６（第１０条の３第５項） 

養育状況変更届 

 

年 月 日 

 

 様 

 

所 属 

職氏名 

 

育 児 休 業 

次のとおり 育児短時間勤務 に係る子の養育状況について変更が生じたので届け出ます。 

      部 分 休 業 

 

１ 届出の事由 

□ 育児休業に係る子を養育しなくなつた。 

□ 同居しなくなつた。 □ 負傷・疾病 □ 託児できるようになつた。 

□ その他（                           ） 

□ 育児休業等に係る子が死亡した。 

□ 育児休業等に係る子と離縁した。 

□ 育児休業等に係る子との養子縁組が取り消された。 

□ 育児休業等に係る子との親族関係が特別養子縁組により終了した。 

□ 育児休業等に係る子についての民法第817条の２第１項の規定による請求に係る家

事審判事件が終了した。 

□ 育児休業等に係る子との養子縁組が成立しないまま児童福祉法第27条第１項第３

号の規定による措置が削除された。 

□ その他（                            ） 

２ 届出の事由が発生した日 

年 月 日 

注 該当する□には✓印を記入すること。 

 

  



 

 別記第１０号様式の７中「第４項」を「第６項」に、「副  申  書」を「副申書」

に、「所属長 氏   名○印 」を「茂原市立  学校長」に、「続柄」を「続柄等」に、

「 年 月 日 生」を「 年 月 日生」に改め、同様式２育児休業（部分休業）に係

る子の養育状況の変更の場合中「２ 育児休業（部分休業）」を「２ 育児休業、育児短

時間勤務及び部分休業」に、「所属長 氏名   印」を「茂原市立  学校長」に、 

「 

当 該 職 員 

所 属 

職・氏名 

届出に係る子 氏 名   続柄   生年月日 年  月  日生 

届 出 の 内 容 

□休業に係る子を養育しなくなつた。 

 □同居しなくなつた。  □負傷・疾病 

 □その他(                     ) 

□休業に係る子を配偶者が養育できることとなつた。 

□休業に係る子と離縁した(養子縁組の取消しを含む。)。 

□休業に係る子との親子関係が特別養子縁組により終了した。 

□その他(                      ) 

摘 要 □職務復帰    □その他(          ) 

                                     」を 

「 

当 該 職 員 

所 属  職 名  

氏 名  年 齢  

届出に係る子 氏 名  続柄等  生年月日 年 月 日生 

届 出 の 内 容 

□育児休業に係る子を養育しなくなつた。 

 □同居しなくなつた。  □負傷・疾病 

 □託児できるようになつた。 

 □その他(                   ) 



 

 

□休業に係る子を配偶者が養育できることとなつた。 

□休業に係る子と離縁した(養子縁組の取消しを含む。)。 

□休業に係る子との親子関係が特別養子縁組により終了した。 

□その他(                      ) 

摘 要 □職務復帰    □その他(          ) 

                                     」に、

同様式３部分休業の承認の場合中「茂原市教育委員会 様」を「（宛先）茂原市教育委員

会」に、「所属長 氏名  印」を「茂原市立  学校長」に、「第９条」を「第１９条」

に、 

「 

当 該 職 員 

所

属 
  職名   

氏

名 
  年齢   

請求に係る子 
氏

名 
  

続

柄 
  生 年 月 日 年  月  日生 

請 求 期 間      年  月  日から    年  月  日まで 

請 求 時 間 
□毎日    □その他(                 

   ) 

託 児 の 態 様 
□託児施設      (託児時間： 時 分～ 時 分) 

□その他(      )(託児時間： 時 分～ 時 分) 

通 勤 時 間       時間  分(託児先を経由する時間を含む) 

そ の 他   

請求者以外の当該子の親が部分休業その他の育児の

ための短時間勤務の制度の適用を受けている場合及

び託児の態様、通勤の状況以外に部分休業を必要と

する事情がある場合には、その内容を記入するこ

と。 

  

                                     」を 



 

「 

当 該 職 員 
所属   職名   

氏名   年齢   

請求に係る子 氏名   続柄等   生年月日 年  月  日生 

請 求 期 間 

及 び 時 間 

年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

午前 時 分～ 時 分 

午前 時 分～ 時 分 

そ の 他  

                                      」に 

改める。 

 別記第１０号様式の７の２中「印」を削る。 

 別記第１０号様式の８中「第５項」を「第７項」に、「茂原市教育委員会  様」を

「（宛先）茂原市教育委員会」に改め、「印」を削り、「下記により」を「次のとおり」

に、 

「 

１ 請求に係る子 ２ 請求者以外の子の親 

氏 名   氏 名   

続 柄   
子との同・

別 居 
□ 同居   □ 別居 

生 年 月 日 年  月  日生  就業の有無 □ 有    □ 無 

３ 託児の態様 
□ 託児施設(     )    □ その他（        ) 

(託児時間： 時 分～ 時 分)(託児時間： 時 分～ 時 分) 

４ 通勤時間      時間   分(託児先を経由する時間を含む。) 

５ 請求期間及

び時間 

年  月  日から 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他

(  ) 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

年  月  日から 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他

(  ) 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 



 

６ 備 考   

注 

 １ 出産証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書等の写しを添付すること。 

 ２ 「６ 備考」の欄には、請求者以外の当該子の親が部分休業その他の育児のための

短時間勤務の制度の適用を受けている場合及び託児以外に部分休業を必要とする事情

がある場合に、その内容を記入すること。 

 ３ 該当する□にはレ印を記入すること。                  」を 

「 

１ 請求に係る子 

氏  名  

続 柄 等  

生年月日  

２ 請求期間及び

時間 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

３ 備考  

注 

１ この請求書には、請求に係る子の氏名、請求者との続柄等及び生年月日を証明する書

類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書、母子健康手帳の出生届済証明書、

官公署が発行する出生届受理証明書等）を添付すること（写しでも可）。 

２ 部分休業の承認が、職員からの請求に基づき取り消された場合は、その旨を裏面に記

入すること。 

３ 該当する□にはレ印を記入すること。                    」

に改める。 

 別記第１０号様式の９中「印」を削る。 

 別記第１０号様式の１０中「所属長        印」を「茂原市立  学校長」に

改める。 



 

 別記第１０号様式の１１及び別記第１０号様式の１２を次のように改める。 

第１０号様式の１１（第１０条の５第１項） 

修学部分休業承認申請書 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

 私は、次のとおり修学部分休業の承認を申請します。 

１ 教育施設名  
２ 通学時間 

（職場～教育施設） 
 時間 分 

３ 修学内容等  

４ 申請期間 年 月 日から 年 月 日まで 

５ 休業時間 

年 月 日から 年 月 日まで（合計 時間 分） 

毎日 時 分から 時 分まで 水 時 分から 時 分まで 

月 時 分から 時 分まで 木 時 分から 時 分まで 

火 時 分から 時 分まで 金 時 分から 時 分まで 

年 月 日から 年 月 日まで（合計 時間 分） 

毎日 時 分から 時 分まで 水 時 分から 時 分まで 

月 時 分から 時 分まで 木 時 分から 時 分まで 

火 時 分から 時 分まで 金 時 分から 時 分まで 

６ 備考  

注 

１ この申請書には、申請に係る教育施設の入学を証明する書類（合格通知の写し、教育

施設が発行する入学証明書等）を添付し、後日、在学証明書及び教育課程予定表を提

出すること。 

２ 「３ 修学内容等」欄は、修学内容及び修学によりどのような公務に関する能力の向

上を考えているかを記入すること。 

３ 「５ 休業時間」欄は、申請期間の全期間又は確定している期間について記入するこ

と。 

４ 年間を通じて申請する場合において、夏休み等の休校期間等修学部分休業を取得する

必要がない期間がある場合は、その旨及び期間を「６ 備考」に記入すること。 

５ 休業時間の合計を記入する場合は、１週間当たりの通常の勤務時間に２分の１を乗じ

て得た時間を超えない範囲内で、５分を単位として記入すること。 

 

 



 

第１０号様式の１２（第１０条の５第２項） 

就学部分休業変更承認申請書 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

 私は、次のとおり修学部分休業の承認時間の変更を申請します。 

教 育 施 設 名  

変 更 後 の 

休 業 時 間 

年 月 日から 年 月 日まで（合計 時間 分） 

毎日 時 分から 時 分まで 水 時 分から 時 分まで 

月 時 分から 時 分まで 木 時 分から 時 分まで 

火 時 分から 時 分まで 金 時 分から 時 分まで 

年 月 日から 年 月 日まで（合計 時間 分） 

毎日 時 分から 時 分まで 水 時 分から 時 分まで 

月 時 分から 時 分まで 木 時 分から 時 分まで 

火 時 分から 時 分まで 金 時 分から 時 分まで 

変 更 理 由  

備 考  

注 休業時間の合計を記入する場合は、１週間当たりの通常の勤務時間に２分の１を乗じ

て得た時間を超えない範囲内で、５分を単位として記入すること。 

 

 

  



 

 別記第１０号様式の１３中「修 学 状 況 変 更 届」を「修学状況変更届」に、

「茂原市教育委員会 様」を「（宛先）茂原市教育委員会」に改め、「印」及び「修

学部分休業に係る就学状況の変更について」を削る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 別記第１０号様式の１４から別記第１０号様式の１８までを次のように改める。 

第１０号様式の１４（第１０条の５第４項） 

第 号 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

茂原市立  学校長 

 

修学部分休業の承認申請について（副申） 

 

 このことについて、別添のとおり申請があり、内容を確認したところ下記のとおり適当

と認められますので、承認くださるようお願いします。 

 

記 

 

 

 

  



 

第１０号様式の１５（第１０条の６第１項） 

高齢者部分休業承認申請書 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

 私は、次のとおり高齢者部分休業の承認を申請します。 

１ 申請期間 年 月 日から 年 月 日（当該職員の定年退職日）まで 

２ 休業時間 

毎日 
時 分から 

時 分まで 
水 

時 分から 

時 分まで 

月 
時 分から 

時 分まで 
木 

時 分から 

時 分まで 

火 
時 分から 

時 分まで 
金 

時 分から 

時 分まで 

休業時間の合計 時間 分    

３ 申請理由  

注 休業時間の合計を記入する場合は、１週間当たりの通常の勤務時間に２分の１を乗じ

て得た時間を超えない範囲で、５分を単位として記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１０号様式の１６（第１０条の６第２項） 

高齢者部分休業時間延長承認申請書 

年 月 日 

茂原市教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

 私は、次のとおり高齢者部分休業の承認時間の延長を申請します。 

休業時間 

毎日 
時 分から 

時 分まで 
水 

時 分から 

時 分まで 

月 
時 分から 

時 分まで 
木 

時 分から 

時 分まで 

火 
時 分から 

時 分まで 
金 

時 分から 

時 分まで 

休業時間の合計 時間 分    

備考  

注 休業時間の合計を記入する場合は、１週間当たりの通常の勤務時間に２分の１を乗じ

て得た時間を超えない範囲で、５分を単位として記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１０号様式の１７（第１０条の６第３項） 

第 号 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

茂原市立  学校長 氏名 

 

高齢者部分休業の承認申請について（副申） 

 

 このことについて、別紙のとおり申請があり、内容を確認したところ下記のとおり適当

と認められますので、承認くださるようお願いします。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１０号様式の１８（第１０条の７第１項及び第２項） 

自己啓発等休業承認申請書 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

 私は、次のとおり 自己啓発等休業の承認    を申請します。 

          自己啓発等休業の期間の延長 

１ 請求の区分 
□自己啓発休業（２及び３に記入） 

□期間の延長（２及び４に記入） 

２ 自己啓発等

休業の内容 

大
学
等
課

程
の
履
修 

教育施設の名称

（所在地） 
 

課程（修業年限） （   ） 

履修期間 年 月 日から 年 月 日まで 

国
際
貢
献

活
動 

活動組織  

活動国・地域  活動分野  

活
動

期
間 

国内訓練 年 月 日から 年 月 日まで 

活動国滞在 年 月 日から 年 月 日まで 

３ 請求期間 年 月 日から 年 月 日まで 

４ 延長の期間 年 月 日から 年 月 日まで 

 

既に自己啓発

等休業をして

いる期間 

年 月 日から 年 月 日まで 

５ 備考  

注 

１ この申請書には、次の内容が確認できる書類及び確認書（別記様式２）を添付する。 

(1) 大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容及び期間 

(2) (1)の内容に関する照会先 

２ 「履修期間」欄には、大学等の課程に在学して履修しようとする期間を記入する。 

３ 「活動組織」欄には、「青年海外協力隊」、「シニア海外ボランティア」、「国連ボ

ランティア」等を記入する。 

４ 「国内訓練」欄には、例えば、独立行政法人国際協力機構が行う派遣前訓練等の準備

行為に参加する期間を記入する。 

５ 「５ 備考」欄には、以前に自己啓発等休業をしている場合における当該自己啓発等

休業の内容(大学等課程の履修又は国際貢献活動の別、休業期間)、自己啓発等休業の

期間を延長する場合における当該自己啓発等休業の期間の延長を請求する理由その他

承認の可否を判断するに当たって必要と思われる事項等を記入する。 

６ 該当する□には✓印を記入すること。 

 

 

  



 

 別記第１０号様式の１９中 

「   自己啓発等休業の承認申請に関する意見書 

 下記の職員の申請に係る標記のことについて、意見書を提出します。」を 

「         自己啓発等休業の承認申請に関する意見書 

 

下記の職員の申請に係る標記のことについて、意見書を提出します。」に改める。 

 別記第１０号様式の２０中 

「 

年  月  日 

 

 茂原市教育委員会 様 

 

                            職名 

                            氏名         印 

 

               履修 

   自己啓発等休業に係る  活動 状況の変更について 

                                   」を 

「 

自己啓発等休業履修・活動状況変更届 

 

年  月  日 

 

 千葉県教育委員会 様 

 

                            所 属 

                            職氏名 

                                   」に改める。 

 別記第１０号様式の２１中「茂原市教育委員会」を「千葉県教育委員会」に改め、「印」

を削り、 



 

「   自己啓発等休業の承認申請について（副申）          」を 

「         自己啓発等休業の承認申請について（副申）     

」 に 改 め る 。 

  

別記第１０号様式の２２中「印」を削り、 

「   自己啓発等休業に係る 履修・活動 状況の変更について（副申） 

このことについて、別紙のとおり履修・活動状況変更届が提出されたので副申しま

す。」を 

「      自己啓発等休業に係る 履修・活動 状況の変更について（副申）     

                                    

  このことについて、別添のとおり自己啓発等休業履修・活動状況届が提出されたので

副申します。」に改める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 別記第１０号様式の２３を次のとおり改める。 

第１０号様式の２３（第１０条の８第１項） 

配偶者同行休業承認申請書 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

 私は、次のとおり 配 偶 者 同 行 休 業 の 承 認 を申請します。 

          配偶者同行休業の期間の延長 

 

１ 申請の区分 

□配偶者同行休業（２から４までに記入） 

□配偶者同行休業の期間の延長（２、３及び５に記入） 

□配偶者同行休業の期間の再度の延長（２、３及び５に記

入） 

２

配

偶

者 

氏名  

国内の所属先の名称（所在

地） 
                 （        ） 

外国滞在事由  

 

外国滞在中の所属先の

名称（所在地） 

 

（                         ） 

外国滞在事由の継続す

ることが見込まれる期

間 

年 月 日から 年 月 日まで 

３ 職員及び配偶者の外国滞在中

の住所又は居所 
 

４ 申請期間  年 月 日から 年 月 日まで 

５ 延長の期間          年 月 日まで 

 
すでに配偶者同行休業をして

いる期間 

 年 月 日から 年 月 日まで 

 （うち、期間の再度の延長の場合における当初の配偶者同

行休業の期間 年 月 日まで） 

６ 備考  

注 

１ この申請書には、配偶者の外国滞在事由が確認できる書類を添付すること。 

２ 期間の再度の延長を申請する場合には、「２ 配偶者」欄の「外国滞在事由」欄の最

上欄の括弧内に、当該延長が必要な事情を記入すること。 

３ 「３ 職員及び配偶者の外国滞在中の住所又は居所」欄には、申請時に未定の場合は

「未定」と記入し、申請期間の初日の前日までに外国滞在中の住所又は居所を定め

て、その旨を届け出ること。 

４ 「６ 備考」欄には、以前に配偶者同行休業をしている場合における当該配偶者同行

休業の内容（配偶者の外国滞在事由及び休業期間）、配偶者同行休業の期間を初めて

延長する場合における当該配偶者同行休業の期間の延長を申請する理由その他承認の

可否を判断するに当たって必要と思われる事項を記入すること。 

５ 該当する□には✓印を記入すること。 

 



 

 別記第１０号様式の２４中「確 認 書」を「確認書」に改め、「○印 」を削る。 

 別記第１０号様式の２５中 

「 

年  月  日 

 

 千葉県教育委員会 様 

職 名 

氏 名      ○印  

 

配偶者同行休業に係る状況の変更について         

                                   」を 

「 

配偶者同行休業状況変更届 

 

年  月  日 

 千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名       

                                   」に 

「□その他 

   （具体的な事情、変更内容等                  ） 

 

 

 ２ 事由が生じた年月日、期間、理由等 

 

 

 

  （注）該当する□にはレ印を記入すること              」を 

「□その他  （具体的な事情、変更内容等） 

 



 

 ２ 事由が生じた年月日、期間、理由等 

注 該当する□にはレ印を記入すること。            」に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 別記第１０号様式の２６を次のように改める。 

第１０号様式の２６（第１０条の８第４項） 

配偶者同行休業期間満了届 

 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名 

 

 承認を受けた配偶者同行休業について、期間が満了しますので届け出ます。 

 

記 

 

期間満了年月日  年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記第１１号様式中「勤 務 復 帰 願」を「勤務復帰願」に、「茂原市教育委員

会 様」を「（宛先）茂原市教育委員会」に改め、「印」を削る。 

別記第１２号様式中「復 職 願」を「復職願」に、「（任命権者）」を「千葉県教

育委員会」に改め、「印」を削る。 

 別記第１３号様式中「事 務 引 継 書」を「事務引継書」に改め、「印」を削る。 

 別記第１４号様式中「兼 職 （ 兼 業 ） 許 可 願」を「兼職（兼業）許可願」

に、「茂原市教育委員会 様」を「（宛先）茂原市教育委員会」に改め、「印」を削

り、「１ 兼職（兼業）の内容   「１ 兼職（兼業）先の内容 

    ２ 給与の額      」を （１）勤務先の名称及び所在地 

                   （２）職名 

                   （３）勤務する曜日及び時間帯 

                       曜日 時から 時まで 

                       （週に従事する時間数） 

                   ２ 給与の額 

                     １時間  円（月額   円） 

                   ３ 兼業（兼職）予定期間 

                      年 月 日から 年 月 日まで」に改め

る。 

別記第１４号様式の２中「兼 職 承 認 申 請 書」を「兼職承認申請書」に、

「茂原市教育委員会 様」を「（宛先）茂原市教育委員会」に改め、「印」を削る。 

別記第１５号様式中「受  験  届」を「受験届」に、「          様」

を「（宛先）茂原市立  学校長」に改め、「印」を削る。 

別記第１６号様式中「職 務 専 念 義 務 免 除 申 請 書」を「職務専念義務免除申

請書」に、「         様」を「（宛先）茂原市立  学校長 

                  （宛先）茂原市教育委員会 」に改め、「印」

を削る。 

別記第１７号様式中「履 歴 事 項 異 動 届」を「履歴事項異動届」に、「茂

原市教育委員会 様」を「（宛先）茂原市教育委員会」に改め、「印」を削る。 

別記第１８号様式中「退  職  願」を「退職願」に、「（任命権者）」を「千葉

県教育委員会」に改め、「印」を削る。 



 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にあるこの規則による改正前の様式により使用されている様

式は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際、現にある旧様式による用紙は、当分の間、これを使用する

ことができる。 

 

 

提案理由  千葉県において「押印見直し方針」が定められたことに伴い、教育委 

員会が、押印の削除等による教育職員の事務の負担軽減を図ることにより

学校教育の水準の維持向上に資するため、必要な改正を行うものです。 

 



 

議案第３号参考資料 

茂原市立学校職員服務規程の一部を改正する訓令新旧対照表 

 

改正後 現 行 

（身分証明書） （身分証明書） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 前項の身分証明書は、その者が職員に採用になつたときに交付し、その

者が退職し、免職され、若しくは失職し、又は死亡したときに返還するも

のとし、その間、職員は、これを他人に譲渡し、又は貸与してはならな

い。 

２ 前項の身分証明書は、その者が職員に採用になつたときに交付し、その

者が退職し、免職され、若しくは失職し、又は死亡したときに返還するも

のとし、その間、職員はこれを他人に譲渡し、又は貸与してはならない。 

３ （略） 

 

３ （略） 

 

（出勤） （出勤） 

第５条 職員は、所定の出勤時刻までに出勤し、直ちに自ら出勤簿に出勤し

た旨を記載しなければならない。 

第５条 職員は、所定の出勤時刻までに出勤し、直ちに自ら出勤簿に押印し

なければならない。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（勤務中の離席） （勤務中の離席） 

第６条 職員は、勤務中に勤務の場所を離れようとするときは、校長の許可

を受け、自己の所在を明らかにしておかなければならない。 

 

第６条 職員は、勤務中に勤務の場所を離れようとするときは、校長又は分

校主任の許可を受け、自己の所在を明らかにしておかなければならない。 

 

（時間外勤務命令） （時間外勤務命令） 

第７条 職員（校長及び教員を除く。）は、勤務時間外に勤務を命ぜられた

ときは、時間外勤務等命令簿（別記第２号様式）にその命令を受領した旨

を記載しなければならない。 

第７条 職員（校長及び教員を除く。）は、勤務時間外に勤務を命ぜられた

ときは、時間外勤務等命令簿（別記第２号様式）にその命令を受領した旨

の確認印を押さなければならない。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（育児及び看護を行う職員の深夜勤務の制限の請求手続等） （育児及び看護を行う職員の深夜勤務の制限の請求手続等） 



 

改正後 現 行 

第７条の２ 職員は、深夜勤務制限請求書（別記第３号様式の２）により、

深夜における勤務（以下「深夜勤務」という。）の制限を請求する一の期

間（６月以内の期間に限る。以下「深夜勤務制限期間」という。）につい

て、その初日（以下「深夜勤務制限開始日」という。）及び末日（以下

「深夜勤務制限終了日」という。）とする日を明らかにして、その初日の

深夜勤務制限開始日の１月前までに職員の勤務時間、休暇等に関する条例

（平成７年千葉県条例第１号）第８条の２第２項及び第４項の規定による

請求（同条第２項において準用する場合を含む。）を校長を経由して教育

委員会に行うものとする。 

第７条の２ 職員は、深夜勤務制限請求書（別記第３号様式の２）により、

深夜における勤務（以下「深夜勤務」という。）の制限を請求する一の期

間（６月以内の期間に限る。以下「深夜勤務制限期間」という。）につい

てその初日（以下「深夜勤務制限開始日」という。）及び末日（以下「深

夜勤務制限終了日」という。）とする日を明らかにして、深夜勤務制限開

始日の１月前までに職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年千葉

県条例第１号）第８条の２第１項の規定による請求（同条第２項において

準用する場合を含む。）を校長を経由して教育委員会に行うものとする。 

２ 職員は、職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年千葉県人事委

員会規則第２号。以下「勤務時間規則」という。）第４条の４第５項若し

くは第６項又は第４条の５の２第４項若しくは第５項に該当する事由が生

じたときは、遅滞なく育児又は看護の状況変更届（別記第３号様式の３）

を校長を経由して教育委員会に提出しなければならない。 

 

２ 職員は、職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年千葉県人事委

員会規則第２号。以下「勤務時間規則」という。）第４条の２第５項又は

第６項に該当する事由が生じたときは、遅滞なく育児又は看護の状況変更

届（別記第３号様式の３）を校長を経由して教育委員会に提出しなければ

ならない。 

 

（出張命令） （出張命令） 

第８条 職員は、出張を命ぜられたときは、職員の給与に関する条例（昭和

27年千葉県条例第50号）第１条の２第１項第２号に規定する職員にあつて

は職員の旅費に関する規則（昭和29年千葉県人事委員会規則第２号）第４

条第１項に規定する旅行命令簿にその他の職員にあつては旅行命令簿（別

記第４号様式）にその命令を受領した旨を記載しなければならない。 

第８条 職員は、出張を命ぜられたときは、職員の給与に関する条例（昭和

27年千葉県条例第50号）第１条の２第１項第１号に規定する職員にあつて

は職員の旅費に関する規則（昭和29年千葉県人事委員会規則第２号）第４

条第１項に規定する旅行命令簿に、その他の職員にあつては旅行命令簿

（別記第４号様式）にその命令を受領した旨の確認印を押さなければなら

ない。 

２ 出張を命ぜられた職員は、次の各号の一に該当するときは、速やかに校

長の指揮を受けなければならない。ただし、校長の宿泊を要する県外出張

にあつては教育長の指揮を受けるものとする。 

２ 出張を命ぜられた職員は、次の各号の一に該当するときは、すみやかに

校長の指揮を受けなければならない。ただし、校長の宿泊を要する県外出

張にあつては教育長の指揮を受けるものとする。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

３ （略） ３ （略） 



 

改正後 現 行 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

４ 校長は、宿泊を要する出張をしようとするときは、教育長が命ずる場合

を除き出発の日前３日までに教育長の承認を受けなければならない。 

 

（研修） （研修） 

第９条 教員は、教育委員会又は校長の命ずるものを除き、勤務場所を離れ

て研修を行おうとするときは、課業期間（授業を行う期間をいう。以下同

じ。）において研修を行おうとするときにあつては当該研修を行う日の前

日から起算して２日前の日までに、長期休業期間（課業期間以外の期間を

いう。以下同じ。）において研修を行おうとするときにあつては当該長期

休業期間の初日の前日から起算して６日前の日までに、研修承認簿（別記

第６号様式）に所要事項を記載して、校長の承認を受けなければならな

い。この場合において、長期休業期間に行う研修については研修計画書

（別記第６号様式の２）を添えなければならない。 

第９条 教員は、教育委員会又は校長の命ずるものを除き、勤務場所を離れ

て研修を行おうとするときは、課業期間（授業を行う期間をいう。以下同

じ。）において研修を行おうとするときにあつては当該研修を行う日の前

日から起算して２日前の日までに、長期休業期間（課業期間以外の期間を

いう。以下同じ。）において研修を行おうとするときにあつては当該長期

休業期間の初日の前日から起算して６日前の日までに、研修承認簿（別記

第６号様式）に所要事項を記載して、校長の承認を受けなければならな

い。なお、長期休業期間において行う研修については研修計画書（別記第

６号様式の２）を添えなければならない。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（休暇） （休暇） 

第10条 職員は、休暇を取得しようとする場合は、次項から第７項までに規

定する場合を除き、服務整理簿（別記第７号様式）に所要事項を記載して

校長の承認を受けなければならない。この場合において、取得しようとす

る休暇が勤務時間規則第９条第４号に掲げる事由による特別休暇であると

きは、ボランティア活動計画書（別記第７号様式の２）を校長に提出しな

ければならない。 

第10条 職員は、休暇を取得しようとする場合は、次項から第８項までに規

定する場合を除き、服務整理簿（別記第７号様式）に所要事項を記載して

校長の承認を受けなければならない。この場合において、取得しようとす

る休暇が勤務時間規則第９条第４号に掲げる事由による特別休暇であると

きは、ボランティア活動計画書（別記第７号様式の２）を校長に提出しな

ければならない。 

２ 職員は、年次休暇を取得しようとする場合は、あらかじめ服務整理簿に

所要事項を記載して校長に請求しなければならない。ただし、校長の引き

続き５日以上にわたるものは、休暇申請書（別記第８号様式）により教育

長に請求しなければならない。 

２ 職員は、年次休暇を取得しようとする場合は、あらかじめ服務処理簿に

所要事項を記載して校長の請求をうけなければならない。ただし、校長の

引き続き５日以上にわたるものは、休暇申請書（別記第８号様式）により

教育長に請求しなければならない。 

３・４ （略） ３・４ （略） 



 

改正後 現 行 

５ 女性職員は、出産による特別休暇を取得しようとする場合は、出産休暇

届（別記第９号様式の３）に医師の診断書を添え、校長を経由して教育長

に届け出なければならない。 

５ 女性職員は、出産による特別休暇を取得しようとする場合は、出産休暇

届（別記第９号様式の３）に医師の診断書を添え、校長を経由して教育長

に届けなければならない。 

６ 職員は、看護休暇を取得しようとする場合は、承認を受けようとする期

間の初日の前日から起算して５日前の日までに、看護休暇承認申請書（別

記第10号様式）に看護休暇承認（申請）期間表（別記第10号様式の２）を

添え、校長に提出し、その承認を受けなければならない。 

６ 職員は、看護休暇を取得しようとする場合は、その承認を受けようとす

る期間の初日の前日から起算して５日前の日までに、看護休暇承認申請書

（別記第10号様式）に看護休暇承認（申請）期間表（別記第10号様式の

２）を添付して、校長に提出し、その承認を受けなければならない。 

７ 前項の看護休暇承認申請書の内容からは、負傷、疾病又は老齢による看

護であることが明らかでなく、校長が休暇承認の適否を判断できない場合

は、医師の診断書又は要看護者の疾病等の状況を客観的に判断できる国、

都道府県又は市町村が発行する証明書等の写しの提出を求めることができ

る。 

７ 前項の申請書の内容からは、負傷、疾病又は高齢による看護であること

が明らかでなく、校長が休暇承認の適否を判断できない場合は、医師の診

断書又は被看護人の疾病等の状況を客観的に判断できる国、都道府県及び

市町村が発行する証明書等の写しの提出を求めることができる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

８ 看護休暇の態様は、申請する期間において、あらかじめ、休暇とする日

又は時間を特定するものであつて、１日又は30分を単位とし、30分を単位

とする看護休暇は、１日を通じて４時間の範囲以内とする。 

８ 校長は、療養休暇（結核性疾患によるものを除く。）、特別休暇（女性

職員の出産によるものを除く。）及び組合休暇であつて、引き続き５日以

上にわたるものを取得しようとする場合にあつては休暇申請書を、看護休

暇を取得しようとする場合にあつては看護休暇承認申請書を、教育長に提

出してその承認を受けなければならない。 

 

９ 校長は、療養休暇（結核性疾患によるものを除く。）、特別休暇（女性

職員の出産によるものを除く。）及び組合休暇であつて、引き続き５日以

上に渡るものを取得しようとする場合にあつては休暇申請書を、看護休暇

を取得しようとする場合にあつては看護休暇承認申請書を、教育長に提出

してその承認を受けなければならない。 

 

（専従許可） （専従許可） 

第10条の２ 職員は、職員団体の業務にもつぱら従事することについての許

可（以下「専従許可」という。）を受けようとするときは、専従許可願

（別記第10号様式の４）を校長を経由して千葉県教育委員会に提出しなけ

ればならない。 

 

第10条の２ 職員は、職員団体の業務にもつぱら従事することについての許

可（以下「専従許可」という。）を受けようとするときは、専従許可願

（別記第10号様式の４）を校長を経由して任命権者に提出しなければなら

ない。 

 



 

改正後 現 行 

（育児休業等） （育児休業） 

第10条の３ 職員は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第110号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項に規定する育児休業

の承認を受けようとするときは、育児休業（育児休業延長）承認請求書

（別記第10号様式の５）に当該承認の請求に係る子の氏名、生年月日及び

職員との続柄等（当該子が同項において子に含まれるものとされる者に該

当する場合にあっては、その事実。第３項について同じ。）を証する書類

を添え、校長を経由して千葉県教育委員会に提出しなければならない。こ

の場合において、当該請求が職員の育児休業等に関する条例（平成４年千

葉県条例第１号）第３条の規定に該当するときは、これらの書類に同条の

特別の事情を説明する書類を添えなければならない。 

第10条の３ 職員は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第110号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項に規定する育児休業

の承認を受けようとするときは、育児休業（育児休業延長）承認請求書

（別記第10号様式の５）に当該承認の請求に係る子の氏名、生年月日及び

職員との続柄を証する書類を添え、校長を経由して任命権者に提出しなけ

ればならない。この場合において、当該請求が職員の育児休業等に関する

条例（平成４年千葉県条例第１号）第３条の規定に該当するときは、これ

らの書類に同条の特別の事情を説明する書類を添えなければならない。 

２ 職員は、育児休業法第３条に規定する育児休業の期間の延長の承認を受

けようとするときは、前項前段に規定する書類に当該承認の延長を必要と

する事情を説明する書類を添え、校長を経由して千葉県教育委員会に提出

しなければならない。 

２ 職員は、育児休業法第３条に規定する育児休業の期間の延長の承認を受

けようとするときは、前項前段に規定する書類に当該承認の延長を必要と

する事情を説明する書類を添え、校長を経由して任命権者に提出しなけれ

ばならない。 

３ 職員は、育児休業法第10条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受

けようとするときは、育児短時間勤務承認請求書（別記第10号様式の５の

２）に当該承認の請求に係る子の氏名、生年月日及び職員との続柄等を証

する書類を添え、校長を経由して千葉県教育委員会に提出しなければなら

ない。この場合において、当該請求が職員の育児休業等に関する条例第11

条の規定に該当するときは、これらの書類に同条の特別の事情を説明する

書類を添えなければならない。 

３ 職員は、育児休業法第10条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受

けようとするときは、育児短時間勤務承認請求書（別記第10号様式の５の

２）に当該承認の請求に係る子の氏名、生年月日及び職員との続柄を証す

る書類を添え、校長を経由して教育委員会に提出しなければならない。こ

の場合において、当該請求が職員の育児休業等に関する条例（平成４年千

葉県条例第１号）第11条の規定に該当するときは、これらの書類に同条の

特別の事情を説明する書類を添えなければならない。 

４ （略） ４ （略） 

５ 職員は、育児休業又は育児短時間勤務の期間中に、次の各号のいずれか

に該当する事由が生じたときは、速やかに養育状況変更届（別記第10号様

式の６）を校長を経由して任命権者に提出しなければならない。 

５ 職員は、育児休業又は育児短時間勤務の期間中に、産前の休暇に入つた

とき、出産したとき、当該育児休業又は育児短時間勤務の承認に係る子が

死亡したとき、又は当該許可に係る子を養育しなくなつたときは、速やか

に養育状況変更届（別記第10号様式の６）を校長を経由して任命権者に提



 

改正後 現 行 

出しなければならない。 

(１) 産前の休暇を始め、又は出産をしたとき。 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(２) 当該育児休業又は育児短時間勤務の承認に係る子が、死亡したと

き。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

(３) 当該育児休業又は育児短時間勤務の承認に係る子が、職員の子でな

くなったとき。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

(４)  当該育児休業又は育児短時間勤務の承認に係る子を養育しなくなっ

た とき。 

 

６ 前各項に規定する書類の提出があつたときは、校長は、副申書（別記第

10号様式の７又は別記第10号様式の７の２）を教育委員会を経由して任命

権者に提出しなければならない。 

６ 前各号に規定する書類の提出があつたときは、校長は、副申書（別記第

10号様式の７又は別記第10号様式の７の２）を教育委員会を経由して任命

権者に提出しなければならない。 

７ 第１項前段、第５項及び前項の規定は、部分休業について準用する。こ

の場合において、第１項前段中「育児休業（育児休業延長）承認請求書

（別記第10号様式の５）」とあるのは「部分休業承認請求書（別記第10号

様式の８）」と、「茂原市教育委員会」とあるのは「教育委員会」と、第

５項中「任命権者」とあるのは「教育委員会」と、前項中「教育委員会を

経由して任命権者」とあるのは「教育委員会」と読み替えるものとする。 

 

７ 第１項前段、第５項及び前項の規定は、部分休業について準用する。こ

の場合において、第１項前段中「育児休業（育児休業延長）承認請求書

（別記第10号様式の５）」とあるのは「部分休業承認請求書（別記第10号

様式の８）」と、「任命権者」とあるのは「教育委員会」と、第５項中

「任命権者」とあるのは「教育委員会」と、前項中「教育委員会を経由し

て任命権者」とあるのは「教育委員会」と読み替えるものとする。 

 

（大学院修学休業） （大学院修学休業） 

第10条の４ 職員は、教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第26条第１

項に規定する大学院修学休業の許可を受けようとするときは、大学院修学

休業許可申請書（別記第10号様式の９）に、取得しようとする専修免許状

の前提となる免許状の写し及び希望する大学院等で専修免許状を取得する

ために必要な単位が修得可能であることが確認できる書類を添えて、校長

を経由して千葉県教育委員会に提出しなければならない。 

第10条の４ 職員は、教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第26条に規

定する大学院修学休業の許可を受けようとするときは、大学院修学休業許

可申請書（別記第10号様式の９）に、取得しようとする専修免許状の前提

となる免許状の写し及び希望する大学院等で専修免許状を取得するために

必要な単位が修得可能であることが確認できる書類を添えて、校長を経由

して任命権者に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する書類の提出があつたときは、校長は、副申（別記第10号

様式の10）を添えて、速やかに教育委員会を経由して千葉県教育委員会に

２ 前項に規定する書類の提出があつたときは、校長は、副申（別記第10号

様式の10）を添えて教育委員会を経由して速やかに任命権者に提出しなけ



 

改正後 現 行 

提出しなければならない。 

 

ればならない。 

 

（修学部分休業） （修学部分休業） 

第10条の５ 職員は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第26条の２の規

定による修学部分休業の承認を受けようとする場合は、修学部分休業承認

申請書（別記第10号様式の11）に、教育施設の入学を証明する書類（合格

通知の写し、教育施設が発行する入学証明書等）を添付して、原則として

修学部分休業を始めようとする日の３月前までに、校長を経由して教育委

員会に提出しなければならない。 

第10条の５ 職員は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第26条の２の規

定による修学部分休業の承認を受けようとする場合は、修学部分休業承認

申請書（別記第10号様式の11）に、教育施設の入学を証明する書類（合格

通知の写し、教育施設が発行する入学証明書等）を添付して、修学部分休

業を始めようとする日の３月前までに、校長を経由して教育委員会に提出

しなければならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前項に規定する書類の提出があつたときは、校長は、副申（別記第10号

様式の14）を添えて、速やかに教育委員会に提出しなければならない。 

 

４ 前項に規定する書類の提出があつたときは、校長は、副申（別記第10号

様式の14）を添えて速やかに教育委員会に提出しなければならない。 

 

（高齢者部分休業） （高齢者部分休業） 

第10条の６ 職員は、地方公務員法第26条の３の規定による高齢者部分休業

の承認を受けようとする場合は、高齢者部分休業承認申請書（別記第10号

様式の15）を原則として高齢者部分休業を始めようとする日の３月前まで

に、校長を経由して教育委員会に提出しなければならない。 

第10条の６ 職員は、地方公務員法第26条の３の規定による高齢者部分休業

の承認を受けようとする場合は、高齢者部分休業承認申請書（別記第10号

様式の15）を高齢者部分休業を始めようとする日の３月前までに、校長を

経由して教育委員会に提出しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項に規定する書類の提出があつたときは、校長は、副申（別記第10号

様式の17）を添えて、速やかに教育委員会に提出しなければならない。 

 

３ 前頂に規定する書類の提出があつたときは、校長は、副申（別記第10号

様式の17）を添えて速やかに教育委員会に提出しなければならない。 

 

（自己啓発等休業） （自己啓発等休業） 

第10条の７ 職員は、地方公務員法第26条の５の規定により自己啓発等休業

の承認を受けようとする場合は、自己啓発等休業承認申請書（別記第10号

様式の18）に、大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容及び期間が確認

できる書類（合格通知の写し、教育施設が発行する入学証明書等）及び自

第10条の７ 職員は、地方公務員法第26条の５の規定により自己啓発等休業

の承認を受けようとする場合は、自己啓発等休業承認申請書（別記第10号

様式の18）に大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容及び期間が確認で

きる書類（合格通知の写し、教育施設が発行する入学証明書等）及び意見



 

改正後 現 行 

己啓発等休業の承認申請に関する意見書（別記第10号様式の19）を添付し

て、原則として自己啓発等休業を始めようとする３月前までに、校長を経

由して千葉県教育委員会に提出しなければならない。 

書（別記第10号様式の19）を添付して、自己啓発等休業を始めようとする

３月前までに、校長を経由して任命権者に提出しなければならない。 

２ 職員は、自己啓発等を行う大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容及

び期間の変更により、承認された休業期間等を延長等変更する必要が生じ

たときは、自己啓発等休業承認申請書を添付して、速やかに校長を経由し

て千葉県教育委員会に提出しなければならない。 

２ 職員は、自己啓発等を行う大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容及

び期間の変更により、承認された休業期間等を延長等変更する必要が生じ

たときは、自己啓発等休業承認申請書を速やかに校長を経由して任命権者

に、提出しなければならない。 

３ 職員は、次の各号に掲げる事由に該当する場合は、自己啓発等休業履

修・活動状況変更届（別記第10号様式の20）を校長を経由して千葉県教育

委員会に提出しなければならない。 

３ 職員は、次の各号に掲げる事由に該当する場合は、履修・活動状況変更

届（別記第10号様式の20）を校長を経由して任命権者に提出しなければな

らない。 

(１)～(８) （略） (１)～(８) （略） 

４ 前各項に規定する書類の提出があつたときは、校長は、自己啓発等休業

の承認申請について（副申）（別記第10号様式の21）又は自己啓発等休業

に係る履修・活動状況の変更について（副申）（別記第10号様式の22）を

添えて、速やかに教育委員会を経由して千葉県教育委員会に提出しなけれ

ばならない。 

 

４ 前項に規定する書類の提出があつたときは、校長は、自己啓発等休業副

申書（別記第10号様式の21）又は履修・活動状況変更副申書（別記第10号

様式の22）を添えて速やかに教育委員会を経由して任命権者に提出しなけ

ればならない。 

 

（配偶者同行休業） （配偶者同行休業） 

第10条の８ 職員は、地方公務員法第26条の６の規定による配偶者同行休業

の承認を受けようとする場合は、配偶者同行休業承認申請書（別記第10号

様式の23）に、配偶者の外国滞在事由及びその期間が確認できる書類並び

に職務復帰後５年以上継続して勤務する意志があることを確認するための

確認書（別記第10号様式の24）を添付して、原則として配偶者同行休業を

始めようとする日の１月前までに、校長を経由して千葉県教育委員会に提

出しなければならない。 

第10条の８ 職員は、地方公務員法第26条の６の規定による配偶者同行休業

の承認を受けようとする場合は、配偶者同行休業承認申請書（別記第10号

様式の23）に、配偶者の外国滞在事由及びその期間が確認できる書類並び

に職務復帰後５年以上継続して勤務する意志があることを確認するための

確認書（別記第10号様式の24）を添付して、原則として配偶者同行休業を

始めようとする日の１月前までに、校長を経由して任命権者に提出しなけ

ればならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 職員は、次の各号に掲げる事由に該当する場合は、配偶者同行休業状況 ３ 職員は、次の各号に掲げる事由に該当する場合は、配偶者同行休業状況
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変更届（別記第10号様式の25）を校長を経由して千葉県教育委員会に提出

しなければならない。 

変更届（別記第10号様式の25）を校長を経由して任命権者に提出しなけれ

ばならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 配偶者が職員の配偶者でなくなつた場合 (２) 配偶者が職員の配偶者でなくなった場合 

(３) 配偶者と生活を共にしなくなつた場合 (３) 配偶者と生活を共にしなくなった場合 

(４) 配偶者が外国に滞在しないこととなつた場合 (４) 配偶者が外国に滞在しないこととなった場合 

(５) 配偶者外国滞在事由が、配偶者同行休業の対象となる事由に該当し

なくなつた場合 

(５) 配偶者外国滞在事由が、配偶者同行休業の対象となる事由に該当し

なくなった場合 

(６) その他配偶者同行休業承認申請書に記載した事項に変更があつた場

合 

(６) その他配偶者同行休業承認申請書に記載した事項に変更があった場

合 

４ 職員は、あらかじめ承認を受けていた期間が満了する場合は、配偶者同

行休業期間満了届（別記第10号様式の26）により、校長へその旨届け出な

ければならない。 

４ 職員は、あらかじめ承認を受けていた期間が満了する場合は、配偶者同

行休業満了届（別記第10号様式の26）により校長へその旨届け出なければ

ならない。 

５ 前各項に規定する書類の提出があつたときは、校長は、速やかに教育委

員会を経由して千葉県教育委員会に提出しなければならない。 

 

５ 前各項に規定する書類の提出があったときは、校長は、速やかに教育委

員会を経由して任命権者に提出しなければならない。 

 

（病状報告） （病状報告） 

第11条 職員は、傷病による休暇又は休職の期間が３月以上にわたるとき

は、３月ごとに病状報告書に医師の診断書を添えて、校長を経由して教育

委員会に提出しなければならない。 

 

第11条 職員は、傷病による休暇又は休職の期間が３月以上にわたるとき

は、３月ごとに病状報告書に医師の診断書を添え、校長を経由して教育委

員会に提出しなければならない。 

 

（診断書等の提出） （診断書等の提出） 

第12条 職員は、次条に規定する場合を除き、次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該各号に定める期限までに職員の分限に関する条例（昭和26

年千葉県条例第59号）第５条第４項又は茂原市職員の分限に関する手続及

び効果に関する条例（昭和47年茂原市条例第27号）第２条第１項に規定す

る医師２名以上の診断書を校長を経由して教育委員会に提出しなければな

第12条 職員は、次条に規定する場合を除き、次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該各号に定める期限までに職員の分限に関する手続及び効果

に関する条例（昭和26年千葉県条例第59号）第２条第４項又は茂原市職員

の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和47年茂原市条例第27号）

第２条第１項に規定する医師２名以上の診断書を校長を経由して教育委員
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らない。 会に提出しなければならない。 

(１) 療養休暇（次号に規定する場合を除く。）の期間が90日を超えると

き、又は精神疾患若しくは妊娠に起因する疾病によるものである場合

は、180日を超えるとき。 当該期間満了前30日 

(１) 療養休暇（次号に規程する場合を除く。）の期間が90日を超えると

き、又は精神疾患若しくは妊娠に起因する疾病によるものである場合

は、180日を超えるとき。 当該期間満了前30日 

(２) 結核性疾患による療養休暇の期間が、勤務時間規則第８条第２項に

規定する期間を超えるとき。 当該期間の満了前30日 

(２) 結核性疾患による療養休暇の期間が勤務時間規則第８条第２項に規

定する期間を超えるとき。 当該期間の満了前30日 

(３) 休職の期間が満了するとき。 当該期間の満了前２月 (３) 休職の期間が満了するとき。 当該期間の満了前２日 

２ 前項の場合において、病気が結核性疾患であるときは、前項に規定する

診断書に胸部エックス線フィルムを添えなければならない。 

 

２ 前項の場合において、病気が結核性疾患であるときは、前項に規定する

診断書に胸部エックス線撮影写真を添えなければならない。 

 

（復帰及び復職） （復帰及び復職） 

第13条 職員は、結核性又は神経性若しくは精神性疾患による療養休暇の承

認を受けた場合において勤務に復帰しようとするときは、勤務復帰願（別

記第11号様式）に医師の診断書その他の資料を添えて、校長を経由して教

育委員会に提出しなければならない。 

第13条 職員は、結核性又は神経性若しくは精神性疾患による療養休暇の承

認を受けた場合において勤務に復帰しようとするときは、勤務復帰願（別

記第11号様式）に医師の診断書その他の資料を添え、校長を経由して教育

委員会に提出しなければならない。 

２ 職員は、専従許可の有効期間の満了日前に、職務に復帰しようとすると

き又は職員団体の役員でなくなつたときは、校長を経由して千葉県教育委

員会にその旨を書面で届け出なければならない。 

２ 職員は、専従許可の有効期間の満了日前に、職務に復帰しようとすると

き又は職員団体の役員でなくなつたときは、校長を経由して任命権者にそ

の旨を書面で届け出なければならない。 

３ 職員は、休職の理由が消滅したことにより出勤しようとするときは、速

やかに復職願（別記第12号様式）に医師の診断書その他の休職理由の消滅

したことを証する書類を添えて、校長を経由して千葉県教育委員会に提出

しなければならない。 

 

３ 職員は、休職の理由が消滅したことにより出勤しようとするときは、速

やかに復職願（別記第12号様式）に医師の診断書その他の休職理由の消滅

したことを証する書類を添えて校長を経由して任命権者に提出しなければ

ならない。 

 

（事務引継） （事務引継） 

第14条 職員は、転任、休職若しくは退職を命ぜられ、又は90日を超える休

暇を命ぜられ、若しくは承認されたときは、その辞令、命令又は承認を受

けた日から７日以内にその職務に関する一切の事務を後任者又は代理者に

第14条 職員は、転任・休職若しくは退職を命ぜられ、又は90日を超える休

暇を命ぜられ、若しくは承認されたときは、その辞令、命令又は承認を受

けた日から７日以内にその職務に関する一切の事務を後任者又は代理者に
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引き継ぎ、校長の承認を受けなければならない。この場合において、校長

が事務引継をするときは、事務引継書（別記第13号様式）により引継ぎ、

その副本を教育委員会に提出しなければならない。 

 

引き継ぎ、校長の承認を受けなければならない。この場合において、校長

が事務引継ぎをするときは、事務引継書（別記第13号様式）により引継

ぎ、その副本を教育委員会に提出しなければならない。 

 

（兼職等） （兼職等） 

第16条 職員は、他の職を兼ねようとするとき、又は他の事業若しくは事務

等に従事しようとするとき、若しくは営利企業等に従事しようとするとき

は、あらかじめ兼職（兼業）許可願（別記第14号様式）を、校長を経由し

て教育委員会に提出し、その許可を受けなければならない。 

 

第16条 職員は、他の職を兼ねようとするとき、又は事業若しくは事務等に

従事しようとするとき、若しくは営利企業等に従事しようとするときは、

あらかじめ兼職（兼業）許可願（別記第14号様式）を、校長を経由して教

育委員会に提出し、その許可を受けなければならない。 

 

（履歴事項の変更） （履歴事項の変更） 

第19条 職員は、氏名、本籍地、現住所、学歴等に異動を生じたときは、履

歴事項異動届（別記第17号様式）にその事実を証する書類（教育委員会の

指定する書類）を添えて、校長を経由して教育委員会に提出しなければな

らない。 

 

第19条 職員は、氏名・本籍地、現住所、学歴等に異動を生じたときは、履

歴事項異動届（別記第17号様式）にその事実を証する書類（教育委員会の

指定する書類）を添え、校長を経由して教育委員会に提出しなければなら

ない。 

 

（退職） （退職） 

第20条 職員は、退職しようとするときは、退職願（別記第18号様式）を校

長を経由して千葉県教育委員会に提出しなければならない。この場合にお

いて、退職の理由が傷病によるものであるときは、医師の診断書を添えな

ければならない。 

第20条 職員は、退職しようとするときは、退職願（別記第18号様式）を校

長を経由して任命権者に提出しなければならない。この場合において、退

職の理由が傷病によるものであるときは、医師の診断書を添えなければな

らない。 

＿＿＿＿ （補則） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

第21条 校長以外の職員が教育長又は県教育委員会に提出する文書はすべて

校長を経由しなければならない。 

 

（委任） （委任） 

第21条 （略） 第22条 （略） 
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別記第１号様式（第３条第１項） 

（表） 

第 号 

身分証明書 

 

住 所 

所 属 

 職 

氏 名 

 

年 月 日生 

年 月 日 

茂原市教育委員会 印 

 

 

 

（裏） 

 

注意事項 

 

１ この証明書は、常時携帯すること。 

２ この証明書を他人に譲渡し、又は貸与しないこと。 

３ 記載事項に変更を生じた場合は、直ちに訂正を受けること。 

４ 退職等により不要となつたときは、直ちに教育委員会へ返納すること。 

 

別記第１号様式（第３条第１項） 

(表) 

第     号   

身 分 証 明 書 

 

 住 所 

 所 属 

  職 

 氏 名 

 

年  月  日生   

年  月  日   

茂原市教育委員会 印   

 

 

 

(裏) 

 

注 意 事 項 

 

1 この証明書は、常時携帯すること。 

2 この証明書を他人に譲渡し、又は貸与しないこと。 

3 記載事項に変更が生じた場合は、直ちに訂正を受けること。 

4 退職等により不要となつたときは、直ちに教育委員会に返納すること。 
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第２号様式（第７条第１項） 

時間外勤務命令簿 所属  職名・氏名 

命

令

権

者 

直

接

監

督

者 

勤

務

者 

勤務日 時間外勤務・休日勤務 

夜

間 

勤

務 

宿日

直勤 

務 

備 

考 

月 

種

別 

勤務の内

容 

勤務命令時

間 

勤務した時間数 

日 
曜

日 

深夜 

以外 

時間

分 

深夜 

時間

分 

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

注 

1 「種別」欄には、勤務日が週休日である場合は「週」と、休日である場合

は「休」と記入し、その他の場合は空欄とすること。 

2、3、4（略）  

第２号様式（第７条第１項） 

時間外勤務命令簿 所属  職名・氏名 

命

令

権

者

印 

直

接

監

督

者

印 

勤

務

者

印 

勤務日 時間外勤務・休日勤務 

夜

間 

勤

務 

宿日

直勤 

務 

備 

考 

月 

種

別 

勤務の内

容 

勤務命令時

間 

勤務した時間数 

日 
曜

日 

深夜 

以外 

時間

分 

深夜 

時間

分 

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

       : ～ : : :    

注 

 1 「種別」欄には、勤務日から週休日である場合は「週」と、休日である

場合は「休」と記入し、その他の場合は空欄とすること。 

 2、3、4（略） 
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第３号様式の２（第７条の２第１項） 

深夜勤務制限請求書 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

所 属 

職氏名 

 

下記のとおり □養育 のため、深夜勤務の制限を請求します 

       □看護 

記 

１ 請求に係る子又

は要看護者 

氏 名  続柄等  

生 年 月 日   年 月 日（□出産予定日） 

養 子 縁 組 の

効 力 が 生 じ

た 日 

年 月 日 

２ 職員の配偶者で

当該子の親である

者の有無及び状況 

□

有 

□深夜において就業している 

□負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害に 

より養育が困難である 

□産前８週間（多胎妊娠の場合にあつては、１４ 

週間）又は産後８週間以内である 

□当該子と別居している 

□無 

３ 要看護者の状態

及び具体的に看護

の内容 

 

４ 請求に係る期間 
年 月 日から 年 月 日まで 

□毎日  □その他（   ） 

注 

１ 該当する□には✓印を記入すること。 

２ 「続柄等」欄は、請求に係る子又は要看護者の請求者との続柄等（請求に係る子が勤

務時間規則第４条第３項第１号に規定する特別養子縁組の成立前の監護対象者等に該

当する場合にあつては、その事実）を記入すること。 

３ 「生年月日」欄は、子を養育するために請求する場合のみ記入すること。なお、請求

に係る子が請求の際に出生していない場合には、「生年月日」欄に出産予定日を記入

し、□出産予定日に✓印を記入すること。 

４ 「養子縁組の効力が生じた日」欄は、子を養育するために請求する場合のみ記入する

こと。 

５ 「職員の配偶者で当該子の親である者の有無及び状況」欄は、子を養育するために請

求する場合のみ記入すること。なお、「就業している」とは、就業日数が１月に３日

を超えることをいう。 

６ 「要看護者の状態及び具体的な看護の内容」欄は、要看護者を看護するために請求す

る場合のみ記入すること。 

７ 「請求に係る期間」欄は、子を養育するため深夜勤務の制限を請求する場合には、当

該請求に係る子が満６歳に達する日以後の最初の３月31 日以前の日を制限終了日とし

て請求すること。 

 

第３号様式の２（第７条の２第１項） 

深 夜 勤 務 制 限 請 求 書 

年  月  日   

 茂原市教育委員会 様 

所 属            

職氏名        印   

 下記のとおり 
□養育 

□看護 
のため、深夜勤務の制限を請求します。 

記 

1 請求に係る

子又は要看護

者 

氏 名   続柄   

生 年 月 日      年  月  日 (□出産予定日) 

養子縁組の効

力が生じた日 
     年  月  日 

2 職員の配偶

者で当該子の

親であるもの

の有無及び状

況 

□有 

□深夜において就業している 

□負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害に

より養育が困難である 

□産前8週間(多胎妊娠の場合にあつては、14週間)

又は産後8週間以内である 

□当該子と別居している 

 □無 

3 要看護者の

状態及び具体

的な看護の内

容 

  

4 請求に係る

期間 

     年  月  日から     年  月  日まで 

     □毎日   □その他(        ) 

注 

 1 該当する□にはレ印を記入すること。 

 2 「生年月日」欄は、子を養育するために請求する場合のみ記入すること。なお、請求

に係る子が請求の際に出生していない場合には、「生年月日」欄に出産予定日を記入し、

□出産予定日にレ印を記入すること。 

 3 「養子縁組の効力が生じた日」欄は、子を養育するために請求する場合のみ記入する

こと。 

 4 「職員の配偶者で当該子の親であるものの有無及び状況」欄は、子を養育するために

請求する場合のみ記入すること。なお、「就業している」とは、就業日数が1月に3日を超

えることをいう。 

 5 「要看護者の状態及び具体的な看護の内容」欄は、要看護者を看護するために請求す

る場合のみ記入すること。 

 6 「請求に係る期間」欄は、子を養育するため深夜勤務の制限を請求する場合には、当

該請求に係る子が満6歳に達する日以後の最初の3月31日以前の日を制限終了日として

請求すること。 
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第３号様式の３（第７条の２第２項） 

育児又は看護の状況変更届 

 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

所 属      

職氏名      

 

下記のとおり深夜勤務の制限に係る子の養育又は要看護者の看護の状況につ

いて変更が生じたので届け出ます。 

 

記 

 

１ 届出の事由 

(1) 養育の状況の変更 

□ 子が死亡した 

□ 職員の子でなくなつた 

（□ 離縁 □ 養子縁組の取消 □ 家事審判事件の終了 

□ 児童福祉法第27 条第１項第３号の規定による措置の解除 ） 

□ 同居しなくなった 

□ 職員の配偶者で子の親である者が養育できる者に該当することとなつた 

□ 上記以外の事由により請求できる職員に該当しなくなつた 

（理由：                           ） 

(2) 看護の状況の変更 

□ 要看護者が死亡した 

第３号様式の３（第７条の２第２項） 

育児又は看護の状況変更届 

 

年  月  日   

 茂原市教育委員会 様 

 

所属              

職氏名        印   

 

 下記のとおり深夜勤務の制限に係る子の養育又は要看護者の看護の状況に

ついて変更が生じたので届け出ます。 

 

記 

 

1 届出の事由 

 (1) 養育の状況の変更 

  □ 子が死亡した 

  □ 職員の子でなくなつた 

    (□ 離縁  □ 養子縁組の取消) 

  □ 同居しなくなつた 

  □ 職員の配偶者で子の親であるものが養育できる者に該当することと

なつた 

 (2) 看護の状況の変更 

  □ 要看護者が死亡した 

  □ 要看護者と職員との親族関係が消滅した 

    (消滅の理 
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□ 要看護者と職員との親族関係が消滅した 

（消滅の理由：                        ） 

□ 同居しなくなつた 

２ 届出の事実が発生した日 

年  月  日 

注 該当する□には✓印を記入すること。 

 

由：                        ) 

  □ 同居しなくなつた 

 

2 届出の事実が発生した日 

       年  月  日 

 

注 該当する□にはレ印を記入すること 

 

第４号様式（第８条第１項） 

旅行命令簿 

（表） 

所属学校  住 所  

職  氏名  職 務 の 級 
年 月 日 級 号給  

年 月 日 級 号給  

発 令 

年 月 日 
用務 用務先 旅行期間 

決裁 
旅行者 

精算払 概算払 

校長 主任 年月日 金額 年月日 金額 

年 月 日   
自年月日 日間 

至年月日 泊 

  
 

    

年 月 日   
自年月日 日間 

至年月日 泊 

  
 

    

年 月 日   
自年月日 日間 

至年月日 泊 

  
 

    

 

           

 

 

 

第４号様式（第８条第１項） 

旅 行 命 令 簿 

(表) 

所属学校  住 所  

職  氏名  職 務 の 級 
年 月 日 級 号給  

年 月 日 級 号給  

発 令 

年 月 日 
用務 用務先 旅行期間 

決裁 旅行者 

の認印 

精算払 概算払 

校長 主任 年月日 金額 年月日 金額 

年 月 日   
自年月日 日間 

至年月日 泊 

  
 

    

年 月 日   
自年月日 日間 

至年月日 泊 

  
 

    

年 月 日   
自年月日 日間 

至年月日 泊 
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（裏） 

発 令 

年 月 日 
用務 用務先 旅行期間 

決裁 
旅行者 

精算払 概算払 

校長 主任 年月日 金額 年月日 金額 

年 月 日   
自年月日 日間 

至年月日 泊 

  
 

    

年 月 日   
自年月日 日間 

至年月日 泊 

  
 

    

 

           

 

 

(裏) 

発 令 

年 月 日 
用務 用務先 旅行期間 

決裁 
 

精算払 概算払 

校長 主任 年月日 金額 年月日 金額 

年 月 日   
自年月日 日間 

至年月日 泊 

  
 

    

年 月 日   
自年月日 日間 

至年月日 泊 

  
 

    

 

           
 

第５号様式（第８条第３項） 

復命書 

 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市立  学校長 

 

職・氏名 

 

 私は命により旅行したところ、その概要は次のとおりでしたので、復命し

ます。 

 

１ 用  務 

２ 旅 行 先 

３ 旅行期間（又は期日） 

４ 概  要 

第５号様式（第８条第３項） 

復 命 書 

 

年  月  日   

 

 ○○○学校長    様 

 

職氏名        印   

 

 私は命令により旅行したところ、その概要は次のとおりでした。以上復命

します。 

 

1 用 務 

2 旅 行 先 

3 旅行期間(または期日) 

4 概 要 
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第６号様式（第９条第１項） 

研修承認簿 

 

                            職 

氏 名 

 

決裁 月 日 時間 曜 研修の場所 研修内容 取扱者 

        

        

        

        

 

        

        

        

 

 

第６号様式（第９条第１項） 

研 修 承 認 簿 

 

職                

氏 名            

決裁印 月 日 時間 曜 研 修 の 場 所 研 修 内 容 
届出

者印 

取扱

者印 
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第６号様式の２（第９条第１項） 

研修計画書 

 

年 月 日 

 

職・氏名       

研修日時（時間） 研修の具体的な内容 

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

教科等（     ） 

 

研修場所（連絡先）   

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

教科等（     ） 

 

研修場所（連絡先）   

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

教科等（     ） 

 

研修場所（連絡先）   

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

教科等（     ） 

 

研修場所（連絡先）   

 

 

 

第６号様式の２（第９条第１項） 

研 修 計 画 書 

 

年  月  日   

 

職・氏名        印   

研修日時（時間） 研修の具体的な内容 

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

教科・領域等（     ） 

 

研修場所（連絡先）   

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

教科・領域等（     ） 

 

研修場所（連絡先）   

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

教科・領域等（     ） 

 

研修場所（連絡先）   

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

教科・領域等（     ） 

 

研修場所（連絡先）   
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第６号様式の３（第９ 条第２項） 

研修報告書 

 

年 月 日 

 

職・氏名 

研修日時（時間） 研修の具体的な内容 

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

 

研修場所 

  校長  

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

 

研修場所 

  校長  

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

 

研修場所 

  校長  
 

第６号様式の３（第９ 条第２項） 

研 修 報 告 書 

 

年  月  日   

 

職・氏名        印   

研修日時（時間） 研修の具体的な内容 

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

  

研修場所 

    校長印   

月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

  

研修場所 

    校長印   
月 日（ ） 

時 分から 

時 分まで 

（ 時間） 

  

研修場所 

    校長印   
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第７号様式（第１０条第１項） 

服務整理簿 

 

年次休暇前年度繰越日時数 

（ 日 時間 分） 

                            職 

氏名 

決裁 
届出 

月日 

届出事項 

取扱者 
月日 

日・時数・分 

休暇等の種別 理由 日計 

累計 

   

日・時間・分 

 ・ ・ 

・ ・ 

   

   
 ・ ・ 

・ ・ 
   

   
 ・ ・ 

・ ・ 
   

 

   
 ・ ・ 

・ ・ 
   

   
 ・ ・ 

・ ・ 
   

年
合
計 

年次休暇 療養休暇 特別休暇 無給の休暇 

日 時間 分 日 時間 分 日 時間 分 日 時間 分 

注 理由欄には、年次休暇の場合は記入を要しないものとすること。 

 

第７号様式（第１０条第１項） 

服 務 整 理 簿 

 年次休暇前年度繰越日時数 

   (  日  時間)           職            

 氏 名            

決

裁

印 

届出 

月日 

届 出 事 項 

届出者印 取扱者印 
月日 

日 ・ 時 数 

休暇等の種別 理 由 日計 

累計 

      

日 ・ 時 間 

  ・   

        

   
 ・ 

・ ・ 
    

   
 ・ 

・ ・ 
    

                

  

                

   
 ・ 

・ ・ 
    

   
 ・ 

・ ・ 
    

年

合

計 

年 次 休 暇 療 養 休 暇 特 別 休 暇 無 給 の 休 暇 

日   時 間 日   時 間 日   時 間 日   時 間 

注 理由欄には、年次休暇の場合は記入を要しないものとすること。 
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第７号様式の２（第１０条第１項） 

ボランティア活動計画書 

年 月 日 

所 属  

氏 名  

活 動 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

活動の種類 
□ 被災者への支援活動  □ 社会福祉施設等における活動 

□ その他 

活 動 場 所 

施 設 名 等  

所 在 地  

電 話 番 号     （    ） 

具体的な活動 

内 容 
 

支援する相手

の 状 態 
 

仲介団体等の

有無及び団体

名 

□ 有  □ 無 

団 体 名  

電 話 番 号     （    ） 

備 考  

注 

１ 該当する□には✓印を記入すること。 

２ 「活動場所」欄及び「具体的な活動内容」欄については、当該活動が仲介団体等（社会福祉

協議会等主として活動の仲介を行う団体の他、自ら当該活動の主体となって活動を行う団体

を含む。）を通じたものであり、当該仲介団体等による証明が得られる場合には、適宜記入

を省略して差し支えないこと。 

３ 「活動場所」欄は、活動場所が支援する相手の居宅である場合には、その者の氏名及び住所

等を記入すること。 

第７号様式の２（第１０条第１項） 

ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 計 画 書 

年  月  日   

所 属  

氏 名 印  

活 動 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

活動の種類 
□ 被災者への支援活動  □ 社会福祉施設等における活動 

□ その他 

活 動 場 所 

施 設 名 等  

所 在 地  

電 話 番 号     （    ） 

具体的な活動 

内 容 
 

支援する相手

の 状 態 
 

仲介団体等の

有無及び団体

名 

□ 有  □ 無 

団 体 名  

電 話 番 号     （    ） 

備 考  

注 

１ 該当する□には✓印を記入すること。 

２ 「活動場所」欄及び「具体的な活動内容」欄については、当該活動が仲介団体等（社会福祉

協議会等主として活動の仲介を行う団体のほか、自ら当該活動の主体となって活動を行う団体

を含む。）を通じたものであり、当該仲介団体等による証明が得られる場合には、適宜記入を

省略して差し支えないこと。 

３ 「活動場所」欄は、活動場所が支援する相手の居宅である場合には、その者の氏名及び住所

等を記入すること。 
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第８号様式（第１０条第２項及び第８項） 

休暇申請書 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会教育長 

所 属 

職氏名 

 下記のとおり、     休暇を取得したいので、申請します。 

 

記 

 

１ 理由（年次休暇の場合は、記載不要とする。） 

２ 期間又は期日 

 

第８号様式（第１０条第２項） 

休 暇 申 請 書 

年  月  日   

 茂原市教育委員会教育長 様 

所 属            

職氏名        印   

 下記のとおり        休暇を取得したいので、申請します。 

 

記 

 

1 理 由(年次休暇の場合は、記載不要とする。) 

2 期間又は期日 

 

第９号様式（第１０条第３項） 

療養休暇承認申請書 

年 月 日 

（宛先）茂原市立  学校長 

所 属 

職氏名 

 下記のとおり療養休暇を取得したいので、医師の診断書を添えて申請しま

す。 

 

記 

 

１ 事由 

２ 期間 

第９号様式（第１０条第３項） 

療 養 休 暇 承 認 申 請 書 

年  月  日   

         様 

所 属            

職氏名        印   

 下記のとおり療養休暇を取得したいので、医師の診断書を添えて申請しま

す。 

 

記 

 

1 理 由 

2 期 間 
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第９号様式の２（第１０条第４項） 

結核療養休暇承認申請書 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会教育長 

所 属 

職氏名 

 下記のとおり結核療養のため休暇を取得したいので、承認くださるよう診

断書を添えて申請します。 

記 

１ 病名 

２ 期間 

３ 療養の場所 

 

第９号様式の２（第１０条第４項） 

結 核 療 養 休 暇 承 認 申 請 書 

年  月  日  

 茂原市教育委員会教育長 様 

所 属            

職氏名        印   

 下記のとおり結核療養のため休暇を取得したいので、承認くださるよう診

断書を添えて申請します。 

記 

1 理 由 

2 期 間 

3 療養の場所 

 

第９号様式の３（第１０条第５項） 

出産休暇届 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会教育長 

所 属 

職氏名 

 職員の勤務時間、休暇等に関する規則第9条第12号に掲げる事由に該当する

こととなつたので、医師の診断書を添えて下記のとおり届け出ます。 

 

記 

１ 出産（予定）日 

 

２ 特別休暇の期間 

 

第９号様式の３（第１０条第５項） 

出 産 休 暇 届 

年  月  日   

 茂原市教育委員会教育長 様 

所 属            

職氏名        印   

 職員の勤務時間、休暇等に関する規則第9条第11号に掲げる事由に該当する

こととなつたので、医師の診断書を添えて下記のとおり届け出ます。 

 

記 

1 出産 (予定)日 

 

2 特別休暇の期間 
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第１０号様式（第１０条第６項） 

看護休暇承認申請書 

年 月 日 

（宛先）茂原市立  学校長 

所 属 

職氏名 

 私は、職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１５条の規定による看護休

暇の承認を受けたいので下記のとおり申請します。 

記 

要

看

護

者

の

状

態

等 

氏 名  生年月日 ・ ・ （ 歳） 

続 柄  

疾 病 名 等  

治 療 状 況  

看 護 の 必 要 性  

承認を受けようとする理由  

承認を受けようとする期間 年 月 日から 年 月 日までの 日間 

態 様 

□ １日を単位とするもの 

□ ３０分を単位とし、１日を通じて４時

間を限度とするもの 

□ 上記の態様を併用するもの 

当該要看護者の監護を必要

とする一の継続する状態に

おける申請回数 

回目 

当該要看護者の看護

のために取得した看

護休暇の通算期間 

日間 

 

別記第１０号様式（第１０条第６項） 

看 護 休 暇 承 認 申 請 書 

年  月  日  

 

         様 

所 属  

職氏名        印  

 私は、職員の勤務時間、休暇等に関する条例第15条の規定による看護休暇

の承認を受けたいので、下記のとおり申請します。 

記 

要

看

護

人

の

状

態

等 

氏 名   生 年 月 日  ・  ・ (歳) 

続 柄   

疾 病 名 等   

治 療 状 況   

看 護 の 必 要 性   

承認を受けようとする理由   

承認を受けようとする期間 年 月 日から 年 月 日までの 日間 

態 様 

□ 1日を単位とするもの 

□ 30分を単位とし、1日を通じて4時間を限度

とするもの 

□ 上記の態様を併用するもの 

当該要看護者の看護を必要

とする一の継続する状態に

おける申請回数 

回目 

当該要看護者の看護のため

に取得した看護休暇の通算

期間 

日間 

 



 

改正後 現 行 

注 

１ 「看護の必要性」欄には、要看護者の症状及び日常生活への支障の程度について記載するこ

と。 

２ 「承認を受けようとする理由」欄は、承認を受けようとする期間及び態様についての理由を

記載すること。なお、当該要看護者の看護を必要とする一の継続する状態において再度の申

請となる場合にはその理由も記載すること。 

３ 「態様」欄の該当する□には✓印を記入すること。 

 

注 

 1 「看護の必要性」欄には、要看護者の症状及び日常生活への支障の程度

について記載すること。 

 2 「承認を受けようとする理由」欄は、承認を受けようとする期間及び態

様についての理由を記載すること。なお、当該要看護者の看護を必要とす

る一の継続する状態において再度の申請となる場合にはその理由も記載す

ること。 

 3 「態様」欄の該当する□にはレ印を記入すること。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10号様式の２（第10条第６項） 

看 護 休 暇 承 認 (申 請) 期 間 表 

申 請 の 期 間 申 請 を 取 り 下 げ る 日 及 び 時 間 

申請

日 

承認

日＊ 
月 日 態 様 時 間 

申請

印 

承認印

＊ 

日・時間数

＊ 

申請

日 

承認

日＊ 
月 日 時 間 

申請

印 

承認

印＊ 

日・時間数

＊ 

／ ／ 
 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他( ) 

□1日単位 

□30分単位 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
      ／ ／ 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
    

日 

時間 

／ ／ 
 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他( ) 

□1日単位 

□30分単位 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
      ／ ／ 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
    

日 

時間 

／ ／ 
 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他( ) 

□1日単位 

□30分単位 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
      ／ ／ 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
    

日 

時間 

／ ／ 
 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他( ) 

□1日単位 

□30分単位 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
      ／ ／ 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
    

日 

時間 

／ ／ 
 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他( ) 

□1日単位 

□30分単位 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
      ／ ／ 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
    

日 

時間 

／ ／ 
 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他( ) 

□1日単位 

□30分単位 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
      ／ ／ 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
    

日 

時間 

／ ／ 
 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他( ) 

□1日単位 

□30分単位 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
      ／ ／ 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
    

日 

時間 

／ ／ 
 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他( ) 

□1日単位 

□30分単位 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
      ／ ／ 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
    

日 

時間 

／ ／ 
 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他( ) 

□1日単位 

□30分単位 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
      ／ ／ 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
    

日 

時間 

／ ／ 
 年 月 日から 

 年 月 日まで 

□毎日 

□その他( ) 

□1日単位 

□30分単位 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
      ／ ／ 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

 時 分～ 時 分 

 時 分～ 時 分 
    

日 

時間 

  合計(A) 日       時間   合計(B) 日       時間 

 

注1 「申請の時間」の欄は、当初の申請の場合及び承認

申請期間内において新たに休暇を取得しようとする

場合に、申請者が記入すること。 

  
所 属 

  
職 名 

    

氏 名 
  

申請回数 回目 
  申請を取り下げた場合の看護休暇の日数及び

時間数 

第１０号様式の２（第１０条第６号） 

看護休暇承認（申請）期間表 

申請の期間 申請を取り下げる日及び時間 

申請日 承認日 月日 態様 時間 
承認者 

＊ 

日・時間数 

＊ 
申請日 承認日 月日 時間 承認者 日・時間数 

／ ／ 
年 月 日から 

年 月 日まで 

□毎日 

□その他（ ） 

□１日単位 

□３０分単位 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 
  ／ ／ 

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 
 

日 

時間 

／ ／ 
年 月 日から 

年 月 日まで 

□毎日 

□その他（ ） 

□１日単位 

□３０分単位 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 
  ／ ／ 

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 
 

日 

時間 

／ ／ 
年 月 日から 

年 月 日まで 

□毎日 

□その他（ ） 

□１日単位 

□３０分単位 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 
  ／ ／ 

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 
 

日 

時間 

／ ／ 
年 月 日から 

年 月 日まで 

□毎日 

□その他（ ） 

□１日単位 

□３０分単位 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 
  ／ ／ 

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 
 

日 

時間 

／ ／ 
年 月 日から 

年 月 日まで 

□毎日 

□その他（ ） 

□１日単位 

□３０分単位 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 
  ／ ／ 

年 月 日から 

年 月 日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 
 

日 

時間 

注 合計（A） 日  時間  合計（B） 日  時間 

１ 「申請の期間」の欄は、当初の申請の場合及び承認申請期間内におい

て新たに休暇を取得しようとする場合に、申請者が記入すること。 

２ 「申請を取り下げる日及び時間」の欄は、承認申請期間内において休

暇を取り下げる場合に、申請者が記入すること。 

３ 「＊」の欄は、所属長が記入すること。 

所属  職名   

氏名  申請回数 回目 
 

申請を取り下げた場合の看護休暇の日数及び時間数 

承認申請期間 年 月 日から 年 月 日まで 日間 A-B＊ 日  時間 

 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の４（第１０条の２） 

専従許可願 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名 

下記のとおり職員団体の業務に専従したいので、許可くださるようお願い

します。 

記 

１ 職員団体の名称 

２ 職員団体における役職名 

３ 職員団体の業務にもつぱら従事する期間 

 

第１０号様式の４（第１０条の２） 

専 従 許 可 願 

年  月  日 

 (任命権者)    様 

所 属          

職氏名        印 

 下記のとおり職員団体の業務に専従したいので、許可くださるようお願い

します。 

記 

1 職員団体の名称 

2 職員団体における役職名 

3 職員団体の業務にもつぱら従事する期間 

 

第１０号様式の５（第１０条の３第１項及び第２項） 

育児休業（育児休業延長）承認請求書 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 私は、次のとおり 育 児 休 業 の 承 認 を請求します。 

          育児休業の期間の延長 

１ 請求に係る

子 

氏 名  

続 柄 等  

生年月日   年 月 日生 

２ 請求の内容 
□育児休業の承認    □育児休業の期間の延長 

□再度の育児休業の承認 □再度の育児休業の期間の延

第１０号様式の５（第１０条の３第１項及び第２項） 

育児休業(育児休業延長)承認請求書 

年  月  日  

 千葉県教育委員会 様 

所 属 

 職 氏 名        印  

(職員コード        )   

 私は、下記により育児休業の承認を請求します。 

1 請求に係る子 2 請求者以外の子の親 

氏 名   氏 名   

続 柄   子との同・別居 □ 同居  □ 別居 

生 年 月 日 年  月  日生 就 業 の 有 無 □ 有   □ 無 

3 請求の内容  □ 育児休業     □ 育児休業の期間の延長 



 

改正後 現 行 

長 

※再度の育児休業又は育児休業の期間の延長が必要な事

情を記入 

 （                ） 

３ 請求期間 年 月 日から 年 月 日まで 

４ 既に育児休

業をした期間 

年 月 日から 年 月 日まで 

年 月 日から 年 月 日まで 

５ 備考  

注 

1 この請求書（育児休業の期間の延長に係るものを除く。）には、請求に係る子

の氏名、請求者との続柄等及び生年月日を証明する書類（医師又は助産師が発

行する出生（産）証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書、官公署が発行す

る出生届受理証明書等）を添付すること（写しでも可）。 

2 請求に係る子の出生前に請求する場合は、「３ 請求期間」欄には出産予定日以

降の期間を記入し、「１ 請求に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は、出生

後速やかに行うこと。 

3 「５ 備考」欄には、請求に係る子以外に３歳に満たない子を養育する場合（当

該請求に係る子の出生の日からから57 日間に、職員（当該期間内に出産休暇

（職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年千葉県人事委員会規則第２

号）第９条第12 号に掲げる事由に該当する場合における休暇をいう。）により

勤務しなかつた職員を除く。）が当該請求に係る子について最初の育児休業を

する場合を除く。）においてはその氏名、請求者との続柄等及び生年月日、請

求に係る子が養子の場合においては養子縁組の効力が発生した日、請求に係る

子以外の子について現に育児休業の承認を受けている場合においてはその旨並

びに当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る期間等について記入す

ること。 

4 該当する□には✓印を記入すること。 

 

 □ 再度の育児休業  □ 再度の育児休業期間の延長 

 ※ 再度の育児休業又は再度の育児休業期間の延長が必要な事情を記

入 

  (                            ) 

4  請求期間      年  月  日から     年  月  日まで 

5 既に育児休

業をした期間 

     年  月  日から     年  月  日まで 

     年  月  日から     年  月  日まで 

6 そ の 他 

  

注 

 1 出産証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書等の写しを添付すること。 

 2 請求に係る子の出生前に請求する場合には、「4 請求期間」の欄は、出産

予定日後の期間を記入し、「1 請求に係る子」の欄の記入及び証明書類の提

出は、出産後、速やかに行うこと。 

 3 「6 その他」の欄には、請求に係る子以外に3歳に満たない子を養育する場

合においてはその氏名、請求者との続柄及び生年月日、請求に係る子が養子の

場合においては養子縁組の効力が発生した日、請求に係る子以外の子について

現に育児休業の承認を受けている場合においてはその旨並びに当該請求に係る

子の氏名及び当該承認の請求に係る期間等について記入すること。 

 4 該当する□にはレ印を記入すること。 

 

 

 

 

 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の５の２（第１０条の３第３項） 

育児短時間勤務承認請求書 

 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

私は、次のとおり 育 児 短 時 間 勤 務 の 承 認 を請求します。 

         育児短時間勤務の期間の延長 

１ 請求に係る子 

氏 名  

続 柄 等  

生 年 月 日   年 月 日生 

２ 請求の内容 

□育児短時間勤務の承認 □育児単時間勤務の期間の延長 

□再度の育児短時間勤務の承認 

※再度の育児短時間勤務が必要な事情を記入 

 （                  ） 

３ 請求期間  年 月 日から 年 月 日まで 

４ 勤務の形態 

□週１９時間３５分勤務（月～金において週５日、１日３時間５５分勤務） 

□週２４時間３５分勤務（月～金において週５日、１日４時間５５分勤務） 

□週２３時間１５分勤務（月～金において週３日、１日７時間４５分勤務） 

□週１９時間２５分勤務（月～金において週３日、うち２日は１日７時間４５分勤

務、うち１日は１日３時間５５分勤務） 

 
勤務の日及び

時間帯 

毎日 時  分～  時  分 水 時  分～  時  分 

月 時  分～  時  分 木 時  分～  時  分 

火 時  分～  時  分 金 時  分～  時  分 

第１０号様式の５の２（第１０条の３第３項） 

育児短時間勤務承認請求書 

年  月  日  

 千葉県教育委員会 様 

所 属               

職 氏 名   印  

(職員コード    )           

 私は、下記によ

り 

育児休業の承認 

育児休業の期間の

延長 を請求します。 

1 請求に係る子 2 請求者以外の子の親 

氏 名   氏 名   

続 柄   
子との同・別

居 
□ 同居  □ 別居 

生 年 月 日 年 月 日生 就 業 の 有 無 □ 有   □ 無 

3 請求の内容 

 □育児短時間勤務の承認 □育児短時間勤務の期間の延長 

 □再度の育児短時間勤務の承認 

 ※再度の育児短時間勤務が必要な事情を記入 

  (                           ) 

4 請 求 期 間     年  月  日から    年  月  日まで 

5 勤務の形態 

□ 週19時間35分勤務(月～金において週5日、1日3時間55分勤務) 

□ 週24時間35分勤務(月～金において週5日、1日4時間55分勤務) 

□ 週23時間15分勤務(月～金において週3日、1日7時間45分勤務) 

□ 週19時間25分勤務(月～金において週3日、うち2日は1日8時間勤務、

うち1日は1日3時間55分勤務) 

  勤務の日及 毎日  時 分～ 時 分 水  時 分～ 時 分 



 

改正後 現 行 

５ 既に育児短 

時間勤務をし 

た期間 

年 月 日から 年 月 日まで 

年 月 日から 年 月 日まで 

６ 備考  

注 

1 この請求書（育児短時間勤務の期間の延長に係るものを除く。）には、請求に

係る子の氏名、請求者との続柄等及び生年月日を証明する書類（医師又は助産

師が発行する出生（産）証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書、官公署が

発行する出生届受理証明書等）を添付すること（写しでも可）。 

2 請求に係る子の出生前に請求する場合は、「３ 請求期間」欄には出産予定日以

降の期間を記入し、「１ 請求に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は、出生

後速やかに行うこと。 

3 「勤務の日及び時間帯」欄に掲げられていない日に勤務を希望する場合等、当

該欄により難い場合には、「６ 備考」欄に必要な事項を記入すること。 

4 「６ 備考」欄には、請求に係る子以外に小学校就学前の子を養育する場合にお

いてはその氏名、請求者との続柄等及び生年月日、請求に係る子が養子の場合

においては養子縁組の効力が発生した日、請求に係る子以外の子について現に

育児短時間勤務の承認を受けている場合においてはその旨並びに当該承認に係

る子の氏名及び当該承認の請求に係る期間等について記入すること。 

5 該当する□には✓印を記入すること。 

 

 

び

時 間 帯 

月  時 分～ 時 分 木  時 分～ 時 分 

火  時 分～ 時 分 金  時 分～ 時 分 

6 既に育児短

時間勤務を

し た 期 間 

 年 月 日から   年 月 日 

 年 月 日から   年 月 日 

7 備 考   

注 1 この請求書(育児短時間勤務の期間の延長に係るものを除く。)には、請求

に係る子の氏名、請求者との続柄及び生年月日を証明する書類(医師又は助

産師が発行する出生(産)証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書、官公署

が発行する出生届受理証明書等)を添付すること(写しでも可)。 

  2 請求に係る子の出生前に請求する場合には、「4 請求期間」の欄は、出

産予定日以降の期間を記入し、「1 請求に係る子」の欄の記入及び証明書

類の添付は、出生後、速やかに行うこと。 

  3 「勤務の日及び時間帯」欄に掲げられていない日に勤務を希望する場合

等、当該欄により難い場合には、「7 備考」欄に必要な事項を記入するこ

と。 

  4 「7 備考」欄には、請求に係る子以外に小学校就学前の子を養育する場

合においてはその氏名、請求者との続柄及び生年月日、請求に係る子が養子

の場合においては養子縁組の効力が発生した日、請求に係る子以外の子につ

いて現に育児短時間勤務の承認を受けている場合においてはその旨並びに当

該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る期間等について記入するこ

と。 

  5 該当する□にはレ印を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の６（第１０条の３第５項） 

養育状況変更届 

年 月 日 

          様 

所 属 

職氏名 

育 児 休 業 

 次のとおり 育児短時間勤務 に係る子の養育状況について変更が生じたの 

       部 分 休 業 

で届け出ます。 

１ 届出の事由 

□ 育児休業に係る子を養育しなくなつた。 

□ 同居しなくなつた。 □ 負傷・疾病 □ 託児できるようになつた。 

□ その他（                           ） 

□ 育児休業等に係る子が死亡した。 

□ 育児休業等に係る子と離縁した。 

□ 育児休業等に係る子との養子縁組が取り消された。 

□ 育児休業等に係る子との親族関係が特別養子縁組により終了した。 

□ 育児休業等に係る子についての民法第817 条の２第１項の規定による請求

に係る家事審判事件が終了した。 

□ 育児休業等に係る子との養子縁組が成立しないまま児童福祉法第27 条第１

項第３号の規定による措置が削除された。 

□ その他（                            ） 

２ 届出の事由が発生した日 

年 月 日 

注 該当する□には✓印を記入すること。 

 

第１０号様式の６（第１０条の３第３項） 

養 育 状 況 変 更 届 

年  月  日 

         様 

所 属            

職氏名        印 

 次のとおり 
育児休業 

部分休業 
に係る子の養育の状況について変更が生じたので届け出ます。 

1 届出の事由 

 □ 休業に係る子を養育しなくなつた 

  □同居しなくなつた   □負傷・疾病  □その他(       ) 

 □ 休業に係る子を配偶者が養育できることとなつた 

 □ 休業に係る子と離縁した(養子縁組の取消しを含む。) 

 □ 休業に係る子との親子関係が特別養子縁組により終了した 

 □ その他(                           ) 

 

2 届出の事由が発生した日 

     年  月  日 

 

 注 該当する□にはレ印を記入すること。 

 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の７（第１０条の３第６項） 

副申書 

１ 育児休業（育児休業延長）の承認の場合 

第 号 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

茂原市立  学校長  

育児休業（育児休業延長）の承認について（副申） 

 

このことについて、地方公務員の育児休業等に関する法律第２条第１項に

規定する育児休業（同法第３条第１項に規定する育児休業期間の延長）の承

認請求書が提出されたので、下記の事項を確認し副申します。 

 

記 

当 該 職 員 
所属  職名  

氏名  年齢  

請求に係る子 氏名  続柄等  生年月日 年 月 日生 

請 求 の 内 容 
□育児休業 □育児休業の期間の延長 

□再度の育児休業 □再度の育児休業期間の延長 

請 求 期 間 年 月 日から 年 月 日まで 

請 求 の 理 由 （再度の育児休業又は再度の育児休業期間の延長の場合に記載） 

既 承 認 期 間 年 月 日から 年 月 日まで 

注 該当する□には✓印を記入すること。 

＊添付資料 

・出産証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書等の写しを添付するこ

と。 

第１０号様式の７（第１０条の３第４項） 

副 申 書 

1 育児休業(育児休業延長)の承認の場合 

第     号   

年  月  日   

 千葉県教育委員会 様 

所属長 氏 名 印   

育児休業(育児休業延長)の承認について(副申) 

 

 このことについて、地方公務員の育児休業等に関する法律第2条第1項に規

定する育児休業(同法第3条第1項に規定する育児休業期間の延長)の承認請求

書が提出されたので、下記の事項を確認し副申します。 

 

記 

当 該 職 員 
所属   職 名   

氏名   年 齢   

請求に係る子 氏名   続柄   生年月日 年 月 日 生 

請求の内容 
□育児休業     □育児休業の期間の延長 

□再度の育児休業  □再度の育児休業期間の延長 

請 求 期 間       年  月  日から    年  月  日まで 

請求の理由 (再度の育児休業又は再度の育児休業期間の延長の場合に記載) 

既承認期間       年  月  日から    年  月  日まで 

(注) 該当する□にはレ印を記入すること。 

 ＊添付書類 

 ・出産証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書等の写しを添付するこ

と。 



 

改正後 現 行 

・育児休業の期間の延長、再度の育児休業及び再度の育児休業期間の延長

の場合は、辞令の写しも添付すること。 

2 育児休業、育児短時間勤務、部分休業に係る子の養育状況の変更の場合 

第 号 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

茂原市立  学校長 

育児休業（部分休業）に係る子の養育状況の変更について（副申） 

 このことについて、養育状況変更届出の提出がありましたので、下記の事

項を確認し副申します。 

記 

当 該 職 員 
所属  職 名  

氏名  年 齢  

届出に係る子 氏名  続柄等  生年月日 年 月 日生 

届 出 の 内 容 

□ 育児休業に係る子を養育しなくなつた。 

□ 同居しなくなつた。 □ 負傷・疾病 

□ 託児できるようになつた。 

□ その他

（                    ） 

□ 育児休業等に係る子が死亡した。 

□ 育児休業等に係る子と離縁した。 

□ 育児休業等に係る子との養子縁組が取り消された。 

□ 育児休業等に係る子との親族関係が特別養子縁組に

より終了した。 

□ 育児休業等に係る子についての民法第817 条の２第

１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了し

た。 

 ・育児休業の期間の延長、再度の育児休業及び再度の育児休業期間の延長の場

合は、辞令の写しも添付すること。 

2 育児休業(部分休業)に係る子の養育状況の変更の場合 

第     号   

年  月  日   

         様 

所属長 氏名        印   

育児休業(部分休業)に係る子の養育状況の変更について(副申) 

 このことについて、養育状況変更届出の提出がありましたので、下記の事

項を確認し副申します。 

記 

当 該 職 員 

所 属 

職・氏名 

届出に係る子 氏 名  続柄  生年月日 年  月  日生 

届 出 の 内 容 

□休業に係る子を養育しなくなつた。 

 □同居しなくなつた。  □負傷・疾病 

 □その他

(                     ) 

□休業に係る子を配偶者が養育できることとなつた。 

□休業に係る子と離縁した(養子縁組の取消しを含む。)。 

□休業に係る子との親子関係が特別養子縁組により終了し

た。 

□その他

(                      ) 

摘 要 □職務復帰    □その他(          ) 



 

改正後 現 行 

□ 育児休業等に係る子との養子縁組が成立しないまま

児童福祉法第27 条第１項第３号の規定による措置が

削除された。 

□ その他

（                       ） 

摘要 □ 職務復帰 □ その他（            ） 

注 該当する□には✓印を記入すること。 

 

3 部分休業の承認の場合 

第 号 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

茂原市立  学校長 

部分休業の承認について（副申） 

 このことについて、地方公務員の育児休業等に関する法律第19条第1項の規

定により部分休業承認請求書の提出がありましたので、下記の事項を確認し

副申します。 

記 

当 該 職 員 
所属  職名  

氏名  年齢  

請求に係る子 氏名  続柄等  生年月日 年 月 日生 

請 求 期 間 

及 び 時 間 

年 月 

日から 

年 月 

日まで 

□毎日 

□その他

（ ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

そ の 他  

注 該当する□には✓印を記入すること。 

注 該当する□にはレ印を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

3 部分休業の承認の場合 

第     号   

年  月  日   

 茂原市教育委員会    様 

所属長 氏名        印   

部分休業の承認について(副申) 

 このことについて、地方公務員の育児休業等に関する法律第9条第1項の規

定により部分休業承認請求書の提出がありましたので、下記の事項を確認し

副申します。 

記 

当 該 職 員 
所属   職名   

氏名   年齢   

請求に係る子 氏名   続柄   生年月日 年  月  日生 

請 求 期 間 
     年  月  日から    年  月  日ま

で 

請 求 時 間 
□毎日    □その他(                

    ) 



 

改正後 現 行 

 

 託 児 の 態 様 
□託児施設      (託児時間： 時 分～ 時 分) 

□その他(      )(託児時間： 時 分～ 時 分) 

通 勤 時 間       時間  分(託児先を経由する時間を含む) 

そ の 他 

請求者以外の当該子の親が部分休業その他の育児のための短

時間勤務の制度の適用を受けている場合及び託児の態様、通

勤の状況以外に部分休業を必要とする事情がある場合には、

その内容を記入すること。 

注 該当する□にはレ印を記入すること。 

 

第１０号様式の７の２（第１０条の３第６項） 

第 号 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

 

茂原市立  学校長 

 

育児短時間勤務の承認について（副申） 

 

 このことについて、別添のとおり育児短時間勤務承認請求書が提出された

ので副申します。 

 

 

 

 

第１０号様式の７の２（第１０条の３第６項） 

第   号 

年 月 日 

  

 千葉県教育委員会 様 

 

茂原市立    学校長    印  

 

 

   育児短時間勤務の承認について(副申) 

 このことについて、別添のとおり育児短時間勤務承認請求書が提出された

ので副申します。 

 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の８（第１０条の３第７項） 

部分休業承認請求書 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 私は、次のとおり部分休業の承認を請求します。 

１ 請求に係る子 

氏 名  

続 柄 等  

生年月日   年 月 日生 

２ 請求期間及び

時間 

年 月 日から 

年 月 日まで 

□毎日 

□その他

（ ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

年 月 日から 

年 月 日まで 

□毎日 

□その他

（ ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

３ 備考  

注 

１ この請求書には、請求に係る子の氏名、請求者との続柄等及び生年月日

を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書、母子健康

手帳の出生届出済証明書、官公署が発行する出生届受理証明書等）を添付

すること（写しでも可）。 

２ 部分休業の承認が、職員からの請求に基づき取り消された場合は、その

旨を裏面に記入すること。 

３ 該当する□には✓印を記入すること。 

 

第１０号様式の８（第１０条の３第５項） 

部 分 休 業 承 認 請 求 書 

年 月 日 

茂原市教育委員会 様 

所 属 

職氏名          ○印 

（職員コード     ）   

 私は、下記により部分休業の承認を請求します。 

1 請求に係る子 2 請求者以外の子の親 

氏 名   氏 名   

続 柄   子との同・別居 □ 同居   □ 別居 

生 年 月 日 年  月  日生  就 業 の 有 無 □ 有    □ 無 

3 託児の態

様 

□ 託児施設(     )    □ その他(          ) 

(託児時間： 時 分～ 時 分) (託児時間： 時 分～ 時 分) 

4 通勤時間      時間   分(託児先を経由する時間を含む。) 

5 請求期間

及び時間 

年  月  日から 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(  ) 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

年  月  日から 

年  月  日まで 

□ 毎日 

□ その他(  ) 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

6 備 考   

注 

 1 出産証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書等の写しを添付すること。 

 2 「6 備考」の欄には、請求者以外の当該子の親が部分休業その他の育児の

ための短時間勤務の制度の適用を受けている場合及び託児以外に部分休業を必

要とする事情がある場合に、その内容を記入すること。 

 3 該当する□にはレ印を記入すること。 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の９（第１０条の４第１項） 

大学院修学休業許可申請書 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名 

 

 下記のとおり、大学院修学休業の許可を申請します。 

 

記 

現 在 所 持 し て い る 免 許 状 の 種 類   

取得しようとする専修免許状の種類   

在学を希望する大学院及び専攻コース名 試験日 合格発表日 

   

   

   

休業予定期間     年  月  日から     年間 

過去に大学院修学休業を取得した期間の有無 有・無 

有 の 場 合     年  月  日から    年  月  日まで 

備 考  

 

 

 

 

第１０号様式の９（第１０条の４第１項） 

大学院修学休業許可申請書 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名    ○印 

 

 下記のとおり、大学院修学休業の許可を申請します。 

 

記 

現 在 所 持 し て い る 免 許 状 の 種 類  

取得しようとする専修免許状の種類  

在学を希望する大学院及び専攻コース名 試験日 合格発表日 

   

   

   

休業予定期間     年  月  日から     年間 

過去に大学院修学休業を取得した期間の有無 有・無 

有 の 場 合     年  月  日から    年  月  日まで 

備 考  
 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の１０（第１０条の４第２項） 

第 号 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

 

茂原市立  学校長 

 

大学院修学休業の申請について（副申） 

 

 このことについて、下記の職員より別紙のとおり大学院修学休業許可申請

書が提出されました。 

つきましては、専修免許状の取得に係る基礎資格、学修の意欲等を確認し

たところ、大学院修学休業の許可の要件を満たしていると認められますので

副申します。 

 

記 

 

申 請 者 
所 属  職 名  

氏 名  年 齢  

現 在 校 年 数  教 科 等  

基礎免許状による教員としての実務経験年数  

校長の所見  

 

 

 

 

第１０号様式の１０（第１０条の４第２項） 

  第     号 

年  月  日   

 

 千葉県教育委員会 様 

 

所属長        印   

 

大学院修学休業の申請について(副申) 

 

 このことについて、下記の職員より別紙のとおり大学院修学休業許可申請

書が提出されました。 

 つきましては、専修免許状の取得に係る基礎資格、学修の意欲等を確認し

たところ、大学院修学休業の許可の要件を満たしていると認められますので

副申します。 

 

記 

 

申請者 
所属   職名   

氏名   年齢   

現在校年数   教科等   

基礎免許状による教員としての実務経験年数   

校長の所見   
 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の１１（第１０条の５第１項） 

修学部分休業承認申請書 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

 私は、次のとおり修学部分休業の承認を申請します。 

１ 教育施設名  
２ 通学時間 

（職場～教育施設） 
 

３ 修学内容等  

４ 申請期間 年 月 日から 年 月 日まで 

５ 休業時間 

年 月 日から 年 月 日まで（合計 時間 分） 

毎日 時 分から 時 分まで 水 時 分から 時 分まで 

月 時 分から 時 分まで 木 時 分から 時 分まで 

火 時 分から 時 分まで 金 時 分から 時 分まで 

年 月 日から 年 月 日まで（合計 時間 分） 

毎日 時 分から 時 分まで 水 時 分から 時 分まで 

月 時 分から 時 分まで 木 時 分から 時 分まで 

火 時 分から 時 分まで 金 時 分から 時 分まで 

６ 備考  

注 

1 この申請書には、申請に係る教育施設の入学を証明する書類（合格通知の

第１０号様式の１１（第１０条の５第１項） 

修 学 部 分 休 業 承 認 申 請 書 

年  月  日  

 茂原市教育委員会 様 

所 属 

職 氏 名          印      

(職員コード         )      

 私は、下記により修学部分休業の承認を申請します。 

1 教育施設名 
  ２ 通学時間 

（職場～教育施設） 

時間   分 

3 修学内容等   

4 申 請 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

5 休 業 時 間 

年  月  日から    年  月  日まで(合計  時間) 

毎日 時 分から  時 分まで 水 時 分から  時 分まで 

月 時 分から  時 分まで 木 時 分から  時 分まで 

火 時 分から  時 分まで 金 時 分から  時 分まで 

年  月  日から    年  月  日まで(合計  時間) 

毎日 時 分から  時 分まで 水 時 分から  時 分まで 

月 時 分から  時 分まで 木 時 分から  時 分まで 

火 時 分から  時 分まで 金 時 分から  時 分まで 

年  月  日から    年  月  日まで(合計  時間) 

毎日 時 分から  時 分まで 水 時 分から  時 分まで 

月 時 分から  時 分まで 木 時 分から  時 分まで 

火 時 分から  時 分まで 金 時 分から  時 分まで 

年  月  日から    年  月  日まで(合計  時間) 

毎日 時 分から  時 分まで 水 時 分から  時 分まで 

月 時 分から  時 分まで 木 時 分から  時 分まで 



 

改正後 現 行 

写し、教育施設が発行する入学証明書等）を添付し、後日、在学証明書及

び教育課程予定表を提出すること。 

2 「3 修学内容等」欄は、修学内容及び修学によりどのような公務に関する

能力の向上を考えているかを記入すること。 

3 「5 休業時間」欄は、申請期間の全期間又は確定している期間について記

入すること。 

4 年間を通じて申請する場合において、夏休み等の休校期間等修学部分休業

を取得する必要がない期間がある場合は、その旨及び期間を「6 備考」に

記入すること。 

5 休業時間の合計を記入する場合は、1週間当たりの通常の勤務時間に2分の1

を乗じて得た時間を超えない範囲内で、5分を単位として記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火 時 分から  時 分まで 金 時 分から  時 分まで 

6 備考   

注 1 この申請書には、申請に係る教育施設の入学を証明する書類(合格通

知の写し、教育施設が発行する入学証明書等)を添付し、後日、在学証

明書及び教育課程予定表を提出すること。 

  2 「3 修学内容等」欄は、修学内容及び修学によりどのような公務に

関する能力の向上を考えているかを記入すること。 

  3 「5 休業時間」欄は、申請期間の全期間又は確定している期間につ

いて記入すること。 

  4 年間を通じて申請する場合において、夏休み等の休校期間等修学部分

休業を取得する必要がない期間がある場合は、その旨及び期間を「6 

備考」に記入すること。 

 

 

 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の１２（第１０条の５第２項） 

就学部分休業変更承認申請書 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

 私は、次のとおり修学部分休業の承認時間の変更を申請します。 

教 育 施 設 名  

変 更 後 の 

休 業 時 間 

年 月 日から 年 月 日まで（合計 時間 分） 

毎日 時 分から 時 分まで 水 時 分から 時 分まで 

月 時 分から 時 分まで 木 時 分から 時 分まで 

火 時 分から 時 分まで 金 時 分から 時 分まで 

年 月 日から 年 月 日まで（合計 時間 分） 

毎日 時 分から 時 分まで 水 時 分から 時 分まで 

月 時 分から 時 分まで 木 時 分から 時 分まで 

火 時 分から 時 分まで 金 時 分から 時 分まで 

変 更 理 由  

備 考  

注 休業時間の合計を記入する場合は、１週間当たりの通常の勤務時間に２

分の１を乗じて得た時間を超えない範囲内で、５分を単位として記入する

こと。 

 

 

第１０号様式の１２（第１０条の５第２項） 

修 学 部 分 休 業 変 更 承 認 申 請 書 

年  月  日 

    茂原市教育委員会 様 

        所 属 

職 氏 名          印      

(職員コード         )      

 私は、下記により修学部分休業の承認時間の変更を申請します。 

教 育 施 設 名   

変 更 後 の 

休 業 時 間 

年  月  日から    年  月  日まで(合計  時間) 

毎日 時 分から  時 分まで 水 時 分から  時 分まで 

月 時 分から  時 分まで 木 時 分から  時 分まで 

火 時 分から  時 分まで 金 時 分から  時 分まで 

年  月  日から    年  月  日まで(合計  時間) 

毎日 時 分から  時 分まで 水 時 分から  時 分まで 

月 時 分から  時 分まで 木 時 分から  時 分まで 

火 時 分から  時 分まで 金 時 分から  時 分まで 

年  月  日から    年  月  日まで(合計  時間) 

毎日 時 分から  時 分まで 水 時 分から  時 分まで 

月 時 分から  時 分まで 木 時 分から  時 分まで 

火 時 分から  時 分まで 金 時 分から  時 分まで 

年  月  日から    年  月  日まで(合計  時間) 

毎日 時 分から  時 分まで 水 時 分から  時 分まで 

月 時 分から  時 分まで 木 時 分から  時 分まで 

火 時 分から  時 分まで 金 時 分から  時 分まで 

変 更 理 由   



 

改正後 現 行 

備 考   
 

第１０号様式の１３（第１０条の５第３項） 

修学状況変更届 

 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 

このことについて、下記のとおり変更が生じたので届け出ます。 

 

記 

 

1 事由（該当する□に✓印を記入すること。） 

□ 入学を許可されなかった 

□ 退学した 

□ 休学した 

□ 長期又は頻繁に欠席することとなった 

2 事由が生じた年月日、期間、理由等 

 

 

 

 

 

第１０号様式の１３（第１０条の５第３項） 

修 学 状 況 変 更 届 

 

年  月  日 

    

茂原市教育委員会 様 

 

所 属  

職 氏 名      印      

(職員コード      ) 

   修学部分休業に係る修学状況の変更について 

 このことについて、下記のとおり変更が生じたので届け出ます。 

 

記 

 

1 事由(該当する□にレ印を記入すること。) 

 □ 入学を許可されなかつた 

 □ 退学した 

 □ 休学した 

 □ 長期又は頻繁に欠席することとなつた 

2 事由が生じた年月日、期間、理由等 

 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の１４（第１０条の５第４項） 

第 号 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

茂原市立  学校長 

修学部分休業の承認申請について（副申） 

 このことについて、別添のとおり申請があり、内容を確認したところ下記

のとおり適当と認められますので、承認くださるようお願いします。 

記 

第１０号様式の１４（第１０条の５第４項） 

第   号  

年  月  日  

   茂原市教育委員会 様 

所 属 長  氏 名  印  

 

   修学部分休業の承認申請について(副申) 

 このことについて、別添のとおり申請があり、内容を確認したところ下記

のとおり適当と認められますので、承認くださるようお願いします。 

記 

第１０号様式の１５（第１０条の６第１項） 

高齢者部分休業承認申請書 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 私は、次のとおり高齢者部分休業の承認を申請します。 

１ 申請期間 年 月 日から 年 月 日（当該職員の定年退職日）まで 

２ 休業時間 

毎日 
時 分から 

時 分まで 
水 

時 分から 

時 分まで 

月 
時 分から 

時 分まで 
木 

時 分から 

時 分まで 

火 
時 分から 

時 分まで 
金 

時 分から 

時 分まで 

休業時間の合計 時間 分    

３ 申請理由  

第１０号様式の１５（第１０条の６第１項） 

高 齢 者 部 分 休 業 承 認 申 請 書 

年  月  日  

   茂原市教育委員会 様 

所 属               

職 氏 名       印       

(職員コード      )       

 私は、下記により高齢者部分休業の承認を申請します。 

1申 請 期 間     年  月  日から   年  月  日(当該職員の定年退職日)まで 

2休 業 時 間 

毎日   時  分から  時  分まで 水   時  分から  時  分まで 

月   時  分から  時  分まで 木   時  分から  時  分まで 

火   時  分から  時  分まで 金   時  分から  時  分まで 

休業時間の合計        時間 

3申 請 理 由   

 

 



 

改正後 現 行 

注 休業時間の合計を記入する場合は、１週間当たりの通常の勤務時間に２分の１を

乗じて得た時間を超えない範囲で、５分を単位として記入すること。 

 

第１０号様式の１６（第１０条の６第２項） 

高齢者部分休業時間延長承認申請書 

年 月 日 

茂原市教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

                    

 私は、次のとおり高齢者部分休業の承認時間の延長を申請します。 

休業時間 

毎日 
時 分から 

時 分まで 
水 

時 分から 

時 分まで 

月 
時 分から 

時 分まで 
木 

時 分から 

時 分まで 

火 
時 分から 

時 分まで 
金 

時 分から 

時 分まで 

休業時間の合計 時間 分    

備考  

注 休業時間の合計を記入する場合は、１週間当たりの通常の勤務時間に２

分の１を乗じて得た時間を超えない範囲で、５分を単位として記入するこ

と。 

 

 

第１０号様式の１６（第１０条の６第２項） 

高 齢 者 部 分 休 業 時 間 延 長 承 認 申 請 書 

年  月  日  

   茂原市教育委員会  様 

所 属               

職 氏 名       印       

(職員コード      )       

 私は、下記により高齢者部分休業の承認時間の延長を申請します。 

休 業 時 間 

毎日   時  分から  時  分まで 水   時  分から  時  分まで 

月   時  分から  時  分まで 木   時  分から  時  分まで 

火   時  分から  時  分まで 金   時  分から  時  分まで 

休業時間の合計        時間 

備 考   

 

 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の１７（第１０条の６第３項） 

第 号 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

茂原市立  学校長 氏名 

 

高齢者部分休業の承認申請について（副申） 

 このことについて、別紙のとおり申請があり、内容を確認したところ下記

のとおり適当と認められますので、承認くださるようお願いします。 

記 

 

第１０号様式の１７（第１０条の６第３項） 

第   号  

年  月  日  

    茂原市教育季員会 様 

所 属 長  氏 名  印  

 

   高齢者部分休業の承認申請について(副申) 

 このことについて、別添のとおり申請があり、内容を確認したところ下記

のとおり適当と認められますので、承認くださるようお願いします。 

記 

 

第１０号様式の１８（第１０条の７第１項及び第２項） 

自己啓発等休業承認申請書 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

 私は、次のとおり 自己啓発等休業の承認    を申請します。 

          自己啓発等休業の期間の延長 

１ 請求の区分 
□自己啓発休業（２及び３に記入） 

□期間の延長（２及び４に記入） 

２ 自己啓発等休

業の内容 

大
学
等
課
程
の

履
修 

教育施設の名称（所

在地） 
 

課程（修業年限） （   ） 

履修期間 年 月 日から 年 月 日まで 

国
際
貢
献

活
動 

活動組織  

活動国・地域  活動分野  

活動期間 国内訓練 年 月 日から 年 月 日まで 

第１０号様式の１８（第１０条の７第１項及び第２項） 

自己啓発等休業承認申請書 

年  月  日  

 千葉県教育委員会 様 

         所 属 

職氏名          印  

(職員コード   )      

 私は、下記により 

自己啓発等休業の承認 

自己啓発等休業の期間の延長 を申請します。 

1 請求の区

分 

□ 自己啓発等休業(2及び3に記入) 

□ 期間の延長(2及び4に記入) 

2 自己啓発

等休業の内

容 

大
学
等
課
程
の

履
修 

教育施設の名称(所

在地) 
  

課程(就業年限) (     )   



 

改正後 現 行 

活動国滞在 年 月 日から 年 月 日まで 

３ 請求期間 年 月 日から 年 月 日まで 

４ 延長の期間 年 月 日から 年 月 日まで 

 

既に自己啓発等

休業をしている

期間 

年 月 日から 年 月 日まで 

５ 備考  

注 

1 この申請書には、次の内容が確認できる書類及び確認書（別記様式２）を

添付する。 

(1) 大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容及び期間 

(2) (1)の内容に関する照会先 

2 「履修期間」欄には、大学等の課程に在学して履修しようとする期間を記

入する。 

3 「活動組織」欄には、「青年海外協力隊」、「シニア海外ボランティ

ア」、「国連ボランティア」等を記入する。 

4 「国内訓練」欄には、例えば、独立行政法人国際協力機構が行う派遣前訓

練等の準備行為に参加する期間を記入する。 

5 「５ 備考」欄には、以前に自己啓発等休業をしている場合における当該

自己啓発等休業の内容(大学等課程の履修又は国際貢献活動の別、休業期

間)、自己啓発等休業の期間を延長する場合における当該自己啓発等休業の

期間の延長を請求する理由その他承認の可否を判断するに当たって必要と

思われる事項等を記入する。 

6 該当する□には✓印を記入すること。 

 

 

履修期間 

  年  月  日から  年  月  日まで 

国
際
貢
献
活
動 

活動組織   

活動国・地域   活動分野   

活
動
期
間 

国内訓練  年 月 日から 年 月 日まで 

活動国滞在  年 月 日から 年 月 日まで 

3 請求期間  年  月  日から  年  月  日まで 

4 延長の期間  年  月  日から  年  月  日まで 

  
既に自己啓発等休業をしている期

間 
   年  月  日から   年  月  日まで 

5 備考   

注1 この申請には、次の内容が確認できる書類及び確認書(別記様式2)を添付する。 

  (1) 大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容及び期間 

  (2) (1)の内容に関する照会先 

 2 「履修期間」欄には、大学等の課程に在学して履修しようとする期間を記入す

る。 

 3 「活動組織」欄には、「青年海外協力隊」、「シニア海外ボランティア」、「国

連ボランティア」等を記入する。 

 4 「国内訓練」欄には、例えば、独立行政法人国際協力機構が行う派遣前訓練等の

準備行為に参加する期間を記入する。 

 5 「5 備考」欄には、以前に自己啓発等休業をしている場合における当該自己啓

発等休業の内容(大学等課程の履修又は国際貢献活動の別、休業期間)、自己啓発

等休業の期間を延長する場合における当該自己啓発等休業の期間の延長を請求す

る理由その他承認の可否を判断するに当たつて必要と思われる事項等を記入す

る。 

 6 該当する□にはレ印を記入すること。 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の１９（第１０条の７第１項） 

第 号 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

茂原市教育委員会教育長     印   

自己啓発等休業の承認申請に関する意見書 

 

 下記の職員の申請に係る標記のことについて、意見書を提出します。 

記 

申請者 
所属  職名  

氏名  年齢  

市町村教育委員会の意見 

 
 

第１０号様式の１９（第１０条の７第１項） 

第     号  

年  月  日  

 千葉県教育委員会 様 

茂原市教育委員会 教育長    印  

   自己啓発等休業の承認申請に関する意見書 

 下記の職員の申請に係る標記のことについて、意見書を提出します。 

記 

申請者 
所属   職名   

氏名   年齢   

市町村教育委員会の意見 

 

第１０号様式の２０（第１０条の７第３項） 

自己啓発等休業履修・活動状況変更届 

 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名 

 

 このことについて、下記のとおり変更が生じたので届け出ます。 

記 

1 事由 

 □ 大学等課程の履修又は国際貢献活動を取りやめた 

□ 在学している課程を休学している 

□ 在学している課程を停学にされている 

第１０号様式の２０（第１０条の７第３項） 

年  月  日  

 

 茂原市教育委員会 様 

職名             

氏名          印  

  自己啓発等休業に係る 

履修 

活動 状況の変更について 

 このことについて、下記のとおり変更が生じたので届けます。 

記 

1 事由 

□ 大学等課程の履修又は国際貢献活動を取りやめた 



 

改正後 現 行 

□ 在学している課程の授業を欠席している 

□ 参加している外国における奉仕活動の全部を行っていない 

□ 参加している外国における奉仕活動の一部を行っていない 

□ 大学等課程の履修又は国際貢献活動に支障が生じている 

□ その他（     ） 

2 事由が生じた年月日、期間、理由等 

 

注 該当する□には✓印を記入すること。 

 

□ 在学している課程を休学している 

□ 在学している課程を停学にされている 

□ 在学している課程の授業を欠席している 

□ 参加している外国における奉仕活動の全部を行つていない 

□ 参加している外国における奉仕活動の一部を行つていない 

□ 大学等課程の履修又は国際貢献活動に支障が生じている 

□ その他 

  (                   ) 

2 事由が生じた年月日、期間、理由等 

 

第１０号様式の２１（第１０条の７第４項） 

第 号 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

 

茂原市立  学校長 

 

自己啓発等休業の承認申請について（副申） 

 

このことについて、別添のとおり申請があり、内容を確認したところ下記

のとおり適当と認められますので、承認くださるようお願いします。 

 

記 

 

 

第      号   

年  月  日  

 

 茂原市教育委員会 様 

茂原市立  学校長    印  

 

 

   自己啓発等休業の承認申請について(副申) 

 このことについて、別添のとおり申請があり、内容を確認したところ下記のと

おり適当と認められますので、承認くださるようお願いします。 

 

記 



 

改正後 現 行 

第１０号様式の２２（第１０条の７第４項） 

第 号 

年 月 日 

 

千葉県教育委員会 様 

 

茂原市立  学校長 

 

自己啓発等休業に係る履修・活動状況の変更について（副申） 

 

このことについて、別添のとおり自己啓発等休業履修・活動状況変更届が

提出されたので副申します。 

 

第１０号様式の２２（第１０条の７第４項） 

第      号  

年  月  日  

 

 千葉県教育委員会 様 

茂原市立  学校長    印  

 

 

   自己啓発等休業に係る 履修・活動 状況の変更について(副申) 

 このことについて、別添のとおり履修・活動状況変更届が提出されたので副申

します。 

 

第１０号様式の２３（第１０条の８第１項） 

配偶者同行休業承認申請書 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名 

（職員コー

ド     ） 

 

 私は、次のとおり 配 偶 者 同 行 休 業 の 承 認 を申請します。 

          配偶者同行休業の期間の延長 

 

1 申請の区分 

□配偶者同行休業（2から4までに記入） 

□配偶者同行休業の期間の延長（２、３及び５に記入） 

□配偶者同行休業の期間の再度の延長（２、３及び５に記

入） 

第１０号様式の２３（第１０条の８第１項） 

配偶者同行休業承認申請書 

年  月  日  

 千葉県教育委員会 様 

所 属            

職 氏 名         印  

(職員コード        )   

           配 偶 者 同 行 休 業 の 承 認 

私は、下記により                を申請します。 
配偶者同行休業の期間の延長 



 

改正後 現 行 

2

配

偶

者 

氏名  

国内の所属先の名称（所在

地） 

                 

（        ） 

外国滞在事由  

 

外国滞在中の所属先の

名称（所在地） 

 

（                         

） 

外国滞在事由の継続す

ることが見込まれる期

間 

年 月 日から 年 月 日まで 

3 職員及び配偶者の外国滞在

中の住所又は居所 
 

4 申請期間  年 月 日から 年 月 日まで 

5 延長の期間          年 月 日まで 

 
すでに配偶者同行休業をし

ている期間 

 年 月 日から 年 月 日まで 

 （うち、期間の再度の延長の場合における当初の配偶者

同行休業の期間 年 月 日まで） 

6 備考  

注 

1 この申請書には、配偶者の外国滞在事由が確認できる書類を添付するこ

と。 

2 期間の再度の延長を申請する場合には、「2 配偶者」欄の「外国滞在事

由」欄の最上欄の括弧内に、当該延長が必要な事情を記入すること。 

3 「3 職員及び配偶者の外国滞在中の住所又は居所」欄には、申請時に未定

の場合は「未定」と記入し、申請期間の初日の前日までに外国滞在中の住

所又は居所を定めて、その旨を届け出ること。 

4 「6 備考」欄には、以前に配偶者同行休業をしている場合における当該配

偶者同行休業の内容（配偶者の外国滞在事由及び休業期間）、配偶者同行

休業の期間を初めて延長する場合における当該配偶者同行休業の期間の延

長を申請する理由その他承認の可否を判断するに当たって必要と思われる

事項を記入すること。 

5 該当する□には✓印を記入すること。 

 注 

１ この申請書には、配偶者の外国滞在事由が確認できる書類を添付すること。 

２ 「３ 職員及び配偶者の外国滞在中の住所又は居所」欄には、申請時に未定の場合は「未

定」と記入し、申請期間の初日の前日までに外国滞在中の住所又は居所を定めて、その旨を

届け出ること。 

３ 「６ 備考」欄には、以前に配偶者同行休業をしている場合における当該配偶者同行休業の

内容（配偶者の外国滞在事由及び休業期間）、配偶者同行休業の期間を延長する場合におけ

る当該配偶者同行休業の期間の延長を申請する理由その他承認の可否を判断するに当たって

必要と思われる事項を記入すること。 

４ 該当する□にはレ印を記入すること。 

1 申請の区分 

 □配偶者同行休業（２から４までに記入） 

 □配偶者同行休業の期間の延長（２、３及び

５に記入） 

２ 
 
 
 

配 

偶 

者 

氏 名  

国 内 の 所 属 先 の 名 称 

（所在地） 

 

（         ） 

外 国 滞 在 事 由  

 
外国滞在中の所属先の 

名称（所在地） 

 

（           ） 

 外国滞在事由の継続する

ことが見込まれる期間 
年  月  日から    年  月  日まで 

３ 職員及び配偶者の外国滞在

中の住所又は居所 
 

４ 申  請  期  間 年  月  日から    年  月  日まで 

５ 延 長 の 期 間              年  月  日まで 

 既に配偶者同行休業をしている期間  年  月  日から    年  月  日まで 

６ 備          考   



 

改正後 現 行 

第１０号様式の２４（第１０条の８第１項） 

確認書 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名 

（職員コード     ） 

私は、配偶者同行休業の承認を申請するに当たり、職員の継続的な勤務を

促進するという配偶者同行休業の制度の趣旨を理解し、職務復帰後も５年以

上継続して勤務します。 

 

第１０号様式の２４（第１０条の８第１項） 

確  認  書 

年  月  日 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名           印 

（職員コード         ） 

私は、配偶者同行休業の承認を申請するに当たり、職員の継続的な勤務を

促進するという配偶者同行休業の制度の趣旨を理解し、職務復帰後も５年以

上継続して勤務します。 

第１０号様式の２５（第１０条の８第３項） 

配偶者同行休業状況変更届 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名 

 このことについて、下記のとおり変更が生じたので届け出ます。 

記 

1 事 由 

□ 配偶者が死亡した 

□ 配偶者と婚姻関係（または同様の関係）を解消した 

□ 配偶者と生活を共にしなくなった 

□ 配偶者が外国に滞在しないこととなった 

□ 配偶者の外国滞在事由に変更があった 

□ 配偶者の職業（所属先）に変更があった 

□ 配偶者外国滞在事由が継続することが見込まれる期間に変更があった 

□ 職員及び配偶者の外国における住所又は居所に変更があった 

第１０号様式の２５（第１０条の８第３項） 

年   月   日 

千葉県教育委員会 様 

職 名 

氏 名      印 

配偶者同行休業に係る状況の変更について 

このことについて、下記のとおり変更が生じたので届け出ます。 

記 

１ 事 由 

□ 配偶者が死亡した 

□ 配偶者と婚姻関係（又は同様の関係）を解消した 

□ 配偶者と生活を共にしなくなった 

□ 配偶者が外国に滞在しないこととなった 

□ 配偶者の外国滞在事由に変更があった 

□ 配偶者の職業（所属先）に変更があった 

□ 配偶者外国滞在事由が継続することが見込まれる期間に変更があった 

□ 職員及び配偶者の外国における住所又は居所に変更があった 



 

改正後 現 行 

□ その他 

（具体的な事情、変更内容                ） 

2 事由が生じた年月日、期間、理由等 

 

 

 

注 該当する□には✓印を記入すること。 

 

□ その他 

 （具体的な事情、変更内容等） 

 

 

 

 

２ 事由が生じた年月日、期間、理由等 

 

 

 

 

 

（注） 該当する□にはレ印を記入すること 

 

第１０号様式の２６（第１０条の８第４項） 

配偶者同行休業期間満了届 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名 

 承認を受けた配偶者同行休業について、期間が満了しますので届け出ま

す。 

記 

期間満了年月日  年 月 日 

 

 

 

第１０号様式の２６（第１０条の８第４項） 

年  月  日 

千葉県教育委員会 様 

職 名 

氏 名       印 

配偶者同行休業の期間の満了について 

承認を受けた配偶者同行休業について、期間が満了しますので届出ます。 

記 

期間満了年月日      年   月   日 

 



 

改正後 現 行 

第１１号様式（第１３条第１項） 

勤務復帰願 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

所 属 

職氏名 

下記のとおり療養のための休暇を受けていましたが、別添診断書のとおり回復

しましたので、職務復帰を承認くださるよう資料を添えてお願いします。 

記 

1 理 由 

 

2 期 間 

 

第１１号様式（第１３条第１項） 

勤 務 復 帰 願 

年  月  日   

 茂原市教育委員会    様 

所 属            

職氏名        印   

 下記のとおり療養のための休暇を受けていましたが、別紙診断書のとおり回復

しましたので、勤務復帰を承認くださるよう資料を添えてお願いします。 

記 

1 理 由 

 

2 期 間 

 

第１２号様式（第１３条第３項） 

復職願 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名 

 下記のとおり休職していますが、休職の理由が消滅しましたので、復職を

承認くださるようお願いします。 

記 

１ 理 由 

 

２ 期 間 

 

 

第１２号様式（第１３条第３項） 

復 職 願 

年  月  日   

 (任命権者)    様 

所 属            

職氏名        印   

 下記のとおり休職していますが、休職の理由が消滅しましたので、復職を承認

くださるようお願いします。 

記 

1 理 由 

 

2 期 間 

 



 

改正後 現 行 

第１３号様式（第１４条） 

事務引継書 

年 月 日 

（後任者職氏名） 様 

前任者 

職氏名 

下記のとおり事務を引き継ぎます。 

記 

１ 事務の概要 

２ 懸案事項 

３ 危機管理に関する事項 

４ 簿冊名 

５ その他必要な事項 

 

第１３号様式（第１４条） 

事 務 引 継 書 

年  月  日 

   (後任者職氏名) 様 

前任者           

職氏名         印 

  下記のとおり事務を引き継ぎます。 

記 

1 事務の概要 

2 懸 案 事 項 

3 危機管理に関する事項 

4 簿 冊 名 

5 その他必要な事項 

 

第１４号様式（第１６条） 

兼職（兼業）許可願 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

所 属 

職氏名 

下記のとおり兼職（兼業）したいので、許可くださるようお願いします。 

記 

1 兼職（兼業）先の内容 

(1) 勤務先の名称及び所在地 

(2) 職名 

(3) 勤務する曜日及び時間帯 

曜日 時から 時まで 

第１４号様式（第１６条） 

兼 職 ( 兼 業 ) 許 可 願 

年  月  日 

 茂原市教育委員会    様 

所 属            

職氏名        印   

 次のとおり兼職(兼業)したいので、許可くださるようお願いします。 

記 

1 兼職(兼業)の内容 

 

2 給与の額 

 



 

改正後 現 行 

（週に従事する時間数） 

2 給与の額 

１時間  円（月額  円） 

3 兼職（兼業）予定期間 

年 月 日から 年 月 日まで 

 

第１４号様式の２（第１６条の２） 

兼職承認請求書 

 

年 月 日 

 

（宛先）茂原市教育委員会 

 

所 属 

職氏名 

 

私は、下記により、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法

律第１０条第１項の規定による消防団員との兼職の承認を請求します。 

記 

1 兼職先 

(1) 消防団名 

(2) 階級名 

 

2 兼職先予定期間（新規 ・ 継続） 

年 月 日から 年 月 日まで 

 

 

第１４号様式の２（第１６条の２） 

兼 職 承 認 請 求 書 

 

年   月   日 

 

茂原市教育委員会 様 

 

所 属 

職氏名           印 

 

私は、下記により、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律第

１０条第１項の規定による消防団員との兼職の承認を請求します。 

記 

１ 兼職先 

（１）消防団名 

（２）階級名 

 

２ 兼職先予定期間（ 新規 ・ 継続 ） 

年   月   日から      年   月   日まで 

 

 



 

改正後 現 行 

第１５号様式（第１７条） 

受験届 

年 月 日 

（宛先）茂原市立  学校長 

所 属 

職氏名 

下記のとおり試験（選考）を受けたいのでお届けします。 

記 

１ 試験（選考）機関名 

２ 試験（選考）期日 

３ 試験（選考）の場所 

４ 合格後の資格 

 

 

第１５号様式（第１７条） 

受 験 届 

年  月  日   

         様 

所 属            

職氏名        印   

 下記のとおり試験(選考)を受けたいのでお届けします。 

記 

1 試験(選考)機関名 

2 試験(選考)期日 

3 試験(選考)の場所 

4 合格後の資格 

 

第１６号様式（第１８条） 

職務専念義務免除承認申請書 

年 月 日 

（宛先）茂原市立  学校長 

（宛先）茂原市教育委員会 

所 属 

職氏名 

下記のとおり職務に専念する義務の免除を受けたいので申請します。 

記 

1 期間又は期日 

2 事    由 

 

第１６号様式（第１８条） 

職務専念義務免除承認申請書 

年  月  日   

         様 

所 属            

職氏名        印   

 下記のとおり職務に専念する義務の免除を受けたいので申請します。 

記 

1 期間又は期日 

2 事 由 

 

第１７号様式（第１９条） 第１７号様式（第１９条） 



 

改正後 現 行 

履歴事項異動届 

年 月 日 

（宛先）茂原市教育委員会 

所 属 

所蔵コード 

職氏名 

職員コード 

下記のとおり履歴事項を変更したいのでお届けします。 

記 

１ 旧履歴事項 

２ 新履歴事項 

３ 変更事由 

４ 変更年月日 

 

履 歴 事 項 異 動 届 

年  月  日   

茂原市教育委員会    様 

所 属            

所属コード            

職 氏 名        印   

職員コード            

 下記のとおり履歴事項を変更したのでお届けします。 

記 

1 旧履歴事項 

2 新履歴事項 

3 変 更 事 由 

4 変更年月日 

 

第１８号様式（第２０条） 

退職願 

年 月 日 

千葉県教育委員会 様 

所 属 

職氏名 

 私は、     のため 年 月 日付けをもつて退職したいので、承認

くださるようお願いします。 

第１８号様式（第２０条） 

退 職 願 

年  月  日   

 (任命権者)    様 

所 属            

職氏名        印   

 私は、        のため    年  月  日付けをもつて退職した

いので、承認くださるようお願いします。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にあるこの規則による改正前の様式により使用されている様式は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際、現にある旧様式による用紙は、当分の間、これを使用することができる。 



 

議案第４号 

 

茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則

の制定について 

 

茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則を次のよう

に制定する。 

 

 

令和４年１２月２１日提出 

 

              茂原市教育長  内 田 達 也   

 

 

茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則 

 

茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則（令和元年茂原市教育委員会規則

第２号）の一部を次のように改正する。 

第８条第２項の表中「 

小学校職員及び小学校の給食の提供を受ける者 ２７０円 

中学校職員及び中学校の給食の提供を受ける者 ３１５円 

」を「 

小学校職員及び小学校の給食の提供を受ける者 ２９０円 

中学校職員及び中学校の給食の提供を受ける者 ３４０円 

」に改める。 

附 則 

この規則は、令和５年１月１日から施行する。 

 



 

提案理由  学校給食食材の価格高騰を受け、従来の給食費の額では不足が生じるこ

とから、学校職員及び学校の給食の提供を受ける者の給食費の額を増額す 

るものです。 



 

議案第４号参考資料 

 

茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 現 行 

（給食費） （給食費） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 給食費の額は、次のとおりとする。 ２ 給食費の額は、次のとおりとする。 

区分 １食当たりの給食費の額 

（略） 

小学校児童 270円 

中学校生徒 315円 

小学校職員及び小学校の給食の提供を受ける

者 

290円 

中学校職員及び中学校の給食の提供を受ける

者 

340円 

 

区分 １食当たりの給食費の額 

（略） 

小学校児童 270円 

中学校生徒 315円 

小学校職員及び小学校の給食の提供を受ける

者 

270円 

中学校職員及び中学校の給食の提供を受ける

者 

315円 

 

３・４ （略） 

 

３・４ （略） 

 

   附 則（令和４年〇月〇日茂原市教育委員会規則第〇号） 

 この規則は、令和５年１月１日から施行する。 

 



 

議案第５号 

 

茂原市社会教育センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則

の制定について 

 

茂原市社会教育センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則を次のよう

に制定する。 

 

 

令和４年１２月２１日提出 

 

              茂原市教育長  内 田 達 也 

 

 

茂原市社会教育センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則 

 

茂原市社会教育センターの管理及び運営に関する規則（昭和60年茂原市教育委員会規則

第２号）の一部を次のように改正する。 

別記第１号様式中 

「                                  

 

」を 

「                                  

 

」に改める。 

別記第２号様式中 

「番 号」を「許可番号」に、 

「                                  

 

」を 

使用施設名
(使用施設に
○をつける) 

大会議室・小会議室・和室・講習室 

 

使用施設名  

 

使用施設名
(使用施設に
○をつける) 

大会議室・小会議室・和室・講習室 

 



 

「                                  

 

」に改める。 

別記第３号様式及び別記第５号様式中 

「                                  

 

」を 

「                                  

 

」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この規則の施行の日以後の茂原市社会教育センターにおける施設の利用に関し必要な

手続その他の行為は、この規則の施行前においてもすることができる。 

 

提案理由  茂原市社会教育センターの移転に伴い、所要の改正をするものです。 

使用施設名  

 

使用施設名
(使用施設に
○をつける) 

大会議室・小会議室・和室・講習室 

 

使用施設名  

 



 

議案第５号参考資料 

茂原市社会教育センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 現 行 

別記第１号様式（第７条第１項） 別記第１号様式（第７条第１項） 

  

 

 



 

改正後 現 行 

 

第２号様式（第８条） 第２号様式（第８条） 

 

 



 

改正後 現 行 

第３号様式（第12条第２項） 第３号様式（第12条第２項） 

 
 



 

改正後 現 行 

第５号様式（第13条第１項） 第５号様式（第13条第１項） 

  

附 則 



 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この規則の施行の日以後の茂原市社会教育センターにおける施設の利用に関し必要な手続その他の行為は、この規則の施行前においてもすることができる。 

 



（用語の定義）

「共催」： 行事の企画又は運営に参加し、共同主催者としての責任の一部を負担することをいう。

「後援」： 行事の趣旨に賛同し、その開催を援助することをいう。

「協賛」： 行事の趣旨に賛同することをいう。

※「行事の共催、後援及び協賛に関する規程」（平成12年教育委員会訓令第３号）より

「後援」

月 日 月 日

4 9 生涯学習課
ＬＩＥＤＥＲＨＡＦＥＮ　ＫＯＮＺＥＲＴ
（第１２回演奏会）

リーダーハーフェン
富田新平

「協賛」

月 日 月 日

1 21 生涯学習課 オペラ「蝶々夫人」ハイライト
茂原ｄｅ　ＯＰＥＲＡ
企画　代表　神田宇士

（令和５年）

主催者担当課 行事名
開催期間

報告事項１

　　　行事の共催、後援及び協賛について

　令和４年１１月に教育委員会の共催、後援又は協賛を決定した行事について、次のとおり報告します。

主催者担当課 行事名
開催期間

（令和５年）



1 
 

報告事項２ 

 

 

令和５年第１回茂原市教育委員会会議日程 

（１月定例会） 

日程及び場所 

１月２５日（水）１５：００～ 

市役所９階９０１・９０２会議室 

※１４：００～ 

茂原市教育委員会感謝状贈呈式 

市役所９階９０１・９０２会議室 

 

 

令和５年第２回茂原市教育委員会会議日程 

（２月定例会） 

日程及び場所 

２月１４日（火）１３：１５～ 

市役所９階９０１・９０２会議室 

※１５：００～ 

学芸・文化・体育功労者等表彰式 

市役所９階９０１・９０２会議室 
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